
JIT］第２９回海洋工学パ

排他的経済水域及び大陸棚の

調査・開発。保全

平成１６年１月３０日

於東京大学海洋研究所

会日本海洋工学



日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発して

ゆく開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものでありま

す。従来は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野内の海洋工学につい

て学問や技術の進歩を図Ｄ、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡

大してゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目

標に挑戦してゆくことが必要であり、このためには広範な既存工学分野の

有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技

術を取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に

沿った活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８８年（昭和６３年）

に設立致しました。以来、海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の

発掘、共同研究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活

動報告会、続いて第１回から第２６回までの海洋工学パネルを開催してま

いりました。

そして、平成１１年４月１日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協

会を会員とする連合体学会としての体制を明確にし、今後これまで以上に

海洋工学分野での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、

さらに日本の海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、充実した構

成にしたいと考えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。
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第２９回海洋工学パネル

排他的経済水域及び大陸棚の調査・開発・保全パネルテーマ

●
●

コンセプト

我が国の排他的経済水域は、おおよそ国土の１２倍で世界第６位の広さを有している。さらに、現

在の国士の１．７倍にあたる面積の大陸棚が新たに認められる可能'性があり、2009年の申請期限に向け

て、大規模な大陸棚調査が実施されようとしている。排他的経済水域及び大陸棚の調査・開発・保全

は、我が国の国益を守るための基本的戦略とみなされる。そこで、当パネルでは、主題に掲げるテー

マで、我が国の排他的経済水域及び大陸棚の調査・開発・保全に関して、政策、大陸棚調査、資源開

発、環境保全などについての話題を提供し、討議することとした。

午前は、国連海洋法条約における排他的経済水域及び大陸棚制度の法的内容と国際的動き、我が国

における大陸棚調査の基本戦略と調査技術等をご紹介頂き、討議する。

午後は､排他的経済水域及び大陸棚における鉱物資源・水産資源のポテンシャルとその開発・利用、

環境保全に関する船舶バラスト水問題等をご紹介頂き､排他的経済水域及び大陸棚における資源開発、

保全に関して討議する。

１．国連海洋法条約の排他的経済水域及び大陸棚制度

葉室和親千葉大学法経学部法学科教授

１９９４年に発効した国連海洋法条約では、領海の外の距岸２００海里までの水域での天然資源の探査

・開発・保存・管理及び経済的な目的で行われる探査・開発のためのその他の活動に関して沿岸国の

主権的権利が及ぶ排他的経済水域の制度が新たに規定され、またその範囲が大陸縁辺部の外縁までに

拡大された法的な大陸棚についても規定されている。我が国は、１９９６年に同条約を批准するととも

に、排他的経済水域及び大陸棚に関する法律を制定している。同条約のこれら２つの制度の成立経緯

及び内容について説明するとともに、排他的経済水域及び大陸棚に関連するいくつかの国際的な動き

について説明を行う。

２．海上保安庁における大陸棚調査の取り組み

谷伸海上保安庁海洋情報部大陸棚調査室室長

海上保安庁の大陸棚調査は、当初予定の概査が１５年度末に完了し、国連ガイドラインに基づく精

査に入っている。一方、ロシア連邦の大陸棚延伸の申請に対する委員会の勧告の状況から、わが国の

調査内容を一層充実するべき必要が明らかとなり、１５年８月に内閣の大陸棚調査に関する関係省庁

連絡会議において調査の仕様等が決定された。今後、膨大な量の調査を政府一丸となって実施してい

くこととなるが、官公庁船のみによる調査では平成２１年の申請期限に間に合わない恐れがあること

から、民間の協力を得て調査を推進することとしている。

３．大水深域における石油資源等の探査技術等基礎調査

神田慶太独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（|日：石油公団）技術センター

石油・天然ガス開発技術調査グループ基礎調査グループサブリーダー

棚橋道郎独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（|日：金属鉱業事業団）

金属資源技術開発グループ深海底技術チーム特別調査員

経済産業省では、平成１０年度から８年計画で大陸棚延長の可能'性のある海域について石油・天然
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ガス及び海底鉱物資源等の資源調査を行い、資源の賦存可能性に関するデータ取得を行っている。
本事業は、物理探査船を使用し、二次元マルチチャンネル地震探査等を行い、海底上部の堆積構造
を把握・解析する「地震構造調査｣、金属鉱業事業団所有の第２白嶺丸を使用し、海山及び海底よりＬＣ
（ラージコアラ)、ＢＭＳ（ボーリングマシンシステム）等を用いた試料採取．分析を行い、資源ポテ
ンシャル等を評価する「層序区分調査」からなり、これまでに側線長約24,000kｍの海上物理探査及
びＢＭＳ約４０点等の試料採取を実施している。

討論１

海洋工学関連会議報告

４．EEZ内及び大陸棚の深海底鉱物資源のポテンシャル

山崎哲生産業技術総合研究所海洋資源環境研究部門主任研究員

厳密な意味で鉱物資源に関する定義を当てはめると、わが国のＥＥＺ内及び大陸棚の深海底鉱物資

源のポテンシャルについては、ほとんどわかっていないというのが実状である。これは、①高い含有

率（密度）であること、②量的にまとまっていること、③場所が良いこと、④経済性が見込めること、

という条件を満たさなければ、そもそも開発可能な「資源」とは呼べないことによる。このような情

報が集積されているケースは皆無であり、現状を正確に表現すると、「わが国のＥＥＺ内及び大陸棚に

おいて、資源としての開発可能性のある深海底鉱物資源が発見されている」ということになる。本講

演では、これらの深海底鉱物資源の賦存状況と、それらの技術・経済的開発の可能性について紹介す

る。

５．水産資源のポテンシャルとその有効利用

船越茂雄愛知県農林水産部水産課課長補佐

日本は世界の主要な漁業大国であるが、世界一の水産物輸入国でもある。しかし、将来の世界的人

口の増加と食料危機を視野に入れたとき、世界の三大漁場の１つ、我が国200海里水域内の水産資源

の有効利用が求められている。水産資源は生物資源であるから子孫を残すための旺盛な繁殖ポテンシ

ャルを持っているが、海洋生態系の中では資源変動と豊凶をくり返している。こうした再生産可能な

生物資源は､合理的管理を行えば持続的利用が可能と言われてきたが､我が国の漁業生産量は、この’０

年で約半減し厳しい状況にある。遠州灘、伊勢・三河湾の沿岸資源の事例などを紹介しながら、水産

資源の人為的制御の可能性などについて考察し、200海里水域内の漁業生産を展望したい。

６．船舶バラスト水の管理

菊地武晃社団法人日本海難防止協会海洋汚染防止研究部部長

外来水生生物の侵入・帰化による既存海洋生態系の破壊・撹乱が地球規模の環境問題としてクロー

ズアップされており、船舶のバラスト水中に内在する水生生物ヒッチハイカーが、バラスト水排出に

より排出水域に移動・定着することも大きな要因といわれている。船上バラスト水管理を既に強制ま

たは予定している国・州も少なくない。バラスト水排出による海洋生態系への影響を最小化するバラ

スト水管理に関する国際条約の２００４年２月の採択が予定されており、条約への対応策およびバラス

ト水処理装置の開発が、わが国はもちろん各国で進められている。本講演では、国際条約の概要及び

わが国を含めた各国の対応と処理技術の現状等について紹介する。

討論２
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開会挨拶

日本海洋工学会

会長寺本俊彦

皆さんおはようございます。本日は第２９回ということで、日本海洋工学会のパネルもやが

て３０回を迎えるまでに発展してまいりました。次の第３０回は、最近の世界情勢を見て、どう

いうテーマを選んだらいいかということがパネルの運営委員にとっては実は大変重要な事柄

でございます。本日のパネルテーマは「排他的経済水域及び大陸棚の調査・開発・保全」を選

ばせていただきました。次回についてもそろそろ議論が始まっておりますが、皆様方の中でも

こういうことをぜひやるべきだというご意見がございましたら、事務局にどしどしお寄せいた

だきたいと存じます。それを踏まえて次回を確定し、さらに次の次を考えるということにいた

したいと思っております。

つい先だって『学士会会報』に若林さんという女性が「世界人口の構図変更と中国一人っ子

政策の継続」という題で書いておられました。国連の統計によると現在の世界人口は６３億人

です。それが２０５０年には８９．２億人という大変な人数に達するわけです。しかも現在、世界第

一の人口を抱えている国はご存じのとおり中国ですが、その中国の現在の人口は約１３億人。

ところが、２０５０年には中国ではなくてインドが世界第一になってその人口は１５億人になるだ

ろうといわれています。日本は現在世界第９位の人口を抱えていますが、２０５０年には１５位に

後退し、中南米や東南アジアの国々の人口がますます増えていくという状況にあるようです。

はたしてそんなことでいいのかということで、中国の一人っ子政策をおそらく世界的に取りあ

げる必要があろうかと思いますが、日本の首相をはじめ、どこの国でもそういうことは口をつ

ぐんでいいません。ただ、陸上の生産物と海底、あるいは地下のいろいろな資源を食いつぶし

ているだけであるというのが現状です。そういう観点も踏まえて、このパネルでは皆様方から

将来展望を含めたお話がうかがえるのではないかと大変期待しているところであります。

最後に、宇宙物理学についてはこの２０年間ですさまじいといっていいほどの進歩がござい

ました。宇宙の構造の理解がものすごく進みました。それに日本人が大変大きく関与しており

ますが、この日本海洋工学会、あるいは海洋理学、海洋工学、これらを踏まえて、ぜひ日本が

世界に貢献できることを乞い願って挨拶の言葉とさせていただきます。どうもありがとうござ

いました。
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国連海洋法条約の排他的経済水域及び大陸棚制度

葉室和親

千葉大学法経学部

１．はじめに

国連海洋法条約が１９８２年に採択されて２２年、発効してから１０年になろうとしている。同

条約の排他的経済水域及び大陸棚の制度については､すでにいろいろな場で繰り返し議論されており、

すでに広く理解されていると考えるが、本日のテーマの導入として両制度について概観する。

また、後半では、排他的経済水域及び大陸棚の保全に関連して、海洋の保護・保全に関する最近

の国際的動向について触れる。

２．排他的経済水域制度

（１）成立経緯

１９世紀後半から２０世紀初めにかけて、沿岸国は、沿岸の漁業資源の保護等のために領海の

幅の拡張を主張したが、国際的に受け入れられるところとはならなかった。第二次大戦直後の１９４

５年に、米国が、同国に隣接する公海漁業資源の保存のために隣接する公海に保存水域を設定すると

のトルーマン大統領宣言を発したため、同宣言に触発されて、チリ、ペルー、エクアドルは、１９５

２年に、領海を２００海里に拡大する旨のサンチヤゴ宣言を出すこととなった。さらに、７０年代初

めには、カリブ海諸国は「世襲海」（沿岸国は、２００海里までの海域の上部水域及び海底の再生可

能及び再生不可能な資源に対して主権的権利を有する）を主張し、またケニア等のアフリカ諸国は、

「排他的経済水域」の概念を提唱した。１９７３年から始まった第三次国連海洋法会議の交渉を通じ

て、国連海洋法条約の中で排他的経済水域制度が規定された。なお、同会議の交渉中の７０年代後半

には、多くの国が自国周辺海域に２００海里水域（漁業水域又は排他的経済水域）を設定した。

（２）制度の概要

（イ）排他的経済水域は、その成立経緯から明らかなように、領海の幅を拡張して形成されたもの

ではなく、領海とは別の海域として、漁業に関する権利のみではなく、その他の事項も含めた形で沿

岸国の権利が規定された。他方、すべての国は、同水域において、船舶の航行の自由、上空飛行の自

由、海底電線・パイプラインの敷設の自由等を有するため、同水域は、領海でもなく、公海でもない、

同条約に規定される特別の法制度であるいう性格を有している。その範囲は、領海基線から最大限２

００海里までとされている。国連事務局の資料（注１）によれば、現在世界で排他的経済水域を設定

している国の数は、１１６（相対国・隣接国との境界画定のため、２００海里未満の範囲のものもあ

る）（なお、現在の条約の批准数は、１４５）である。
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（ロ）沿岸国は、海底を含む同水域での天然資源の探査・開発・保存・管理の主権的権利、経済的

目的で行われる探査．開発のためのその他の活動の主権的権利、人工島等の設置・利用、海洋の科学

的調査、海洋環境の保護・保全に関する管轄権の他、条約に規定された権利・義務を持つ。

なお、条約に明文で規定されていない未帰属の権限について紛争が生じた場合には、当事国

と国際社会全体にとっての利益の重要性を考慮して、衡平の原則に基づき、かつ、すべての関連する

事情に照らして解決することとなっている。

２００海里までの海底は、排他的経済水域かつ大陸棚でもあるため、海底・その下につい

ての権利は、大陸棚の規定により行使する旨規定されている。

（３）生物資源の保存・利用

排他的経済水域の制度の根幹である生物資源に関しては、沿岸国は、その探査・開発・保存・

管理に関する主権的権利を有している。沿岸国には、同水域において最大持続生産量を維持できるよ

うに資源の保存・管理措置をとる義務が課されている。さらに、沿岸国は、同水域での漁獲可能量の

最適利用を促進する義務があり、その余剰分については他の国の漁獲を認めることとなっている。た

だし、現実には国内利用分の増加のため余剰分が減少し、他の国に同水域での漁獲を認めない傾向に

なっている。その他に、魚種別の規制が規定されており、例えば、サケ等の湖河性魚種については、

母川国が第一義的利益･責任を有し､排他的経済水域内でのみで同魚種の漁獲が許されることとなり、

その外側での漁獲には母川国と他の国との間の合意が必要となっている。

３．大陸棚制度

（１）成立経緯

１９４５年に、米国は、同国沿岸の大陸棚の海底の天然資源に関する管轄権を有する旨のトル

ーマン大統領の宣言を発した。１９５８年に第１次国連海洋法会議で採択された大陸棚条約は、大陸

棚の範囲を「水深２００ｍまで、又はそれを越える場合には開発可能水深まで」と規定し、大陸棚の

探査とその天然資源の開発のために、大陸棚に対して主権的権利を行使すること沿岸国に認めた。さ

らに、１９６９年の北海大陸棚事件に関する国際司法裁判所判決では、大陸棚は陸地領土の自然の延

長をたどって海底まで続くという「自然延長論」が採用された。

（２）大陸棚の定義

国連海洋法条約は、大陸棚の範囲を領海の外側の海底及びその下であって陸地領土の自然の延

長をたどって大陸縁辺部の外縁まで、又は、同外縁が距岸２００海里を超えない場合には、２００海

里までと規定している。２００海里を超える大陸縁辺部の外縁は、斜面の脚部から６０海里の点又は

ある地点の堆積岩の厚さが脚部までの距離１％以上である点のいずれかで決定する。なお、これらの

点は､距岸３５０海里又は２５００ｍ等深線から１００海里を超えてはならず、また海嶺（海洋海嶺、

海底海嶺）に関する制限がある。
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（３）２００海里を超える大陸棚の外縁線の確定

２００海里を超える大陸棚の外縁線を確定するためには、沿岸国は、限界に関するデータ等を

国連海洋法条約に基づき設置される「大陸棚限界委員会」に提出して、同委員会の勧告を受けなけれ

ばならない。なお、沿岸国が同委員会の勧告に従って設定した外縁線は、最終的なものであり拘束力

を有する。

条約交渉時には､距岸２００海里を超える大陸棚を持つ国は、３３と推定されているが(注２）、

現在ではそれよりも多いとの意見もある。これまでのところ、ロシアの申請が行われたのみであり、

同委員会は今後３０カ国以上の申請を処理することが想定される。なお、条約では、その国について

条約が発効してから１０年以内に申請を行わなければならないと規定されているが、２００１年の条

約の締約国会合において、１９９９年５月１３日以前に条約の締約国となった国は、同１０年間の始

期を１９９９年５月１３日とする旨の決定が行われた。

（４）沿岸国の権利・義務

沿岸国は、大陸棚の探査、その天然資源の開発のために、大陸棚に対して主権的権利を行使す

る。なお、大陸棚の天然資源には、鉱物資源のみならず、定着性生物も含まれる。また、沿岸国は、

２００海里を超える大陸棚の非生物資源の開発からの利益の一部については、国際海底機構を通じて

国際社会に配分する義務がある。

その他、沿岸国は、大陸棚上の人工島、施設、構築物の設置・利用に関する排他的権利、あら

ゆる目的の掘削を許可・規制する排他的権利を持っている。

４．海洋に関する最近の動向

８０年代初めには、排他的経済水域を含めた海洋の開発・利用については、種々の可能性が論じ

られるとともに、技術開発・研究が行われており、当時の海洋開発審議会の答申にもそれが反映され

ていた。他方、現状を見ると、漁業のような伝統のある分野を除けば、これらの研究・技術開発の当

初の予想通りには進展しなかったといえよう。これは、他の先進国についても大差がないのではない

かと思われる。他方、海洋を含む地球環境の保護・保全については、特に１９９２年の国連環境開発

会議（地球サミット）以降、世界的に関心が高まっており、海洋環境の保護・保全に関する最近の国

際的な動向について必ずしも網羅的ではないが概観してみたい。

（１）生物資源

漁業資源の管理の問題のみではなく、最近では、海洋生態系、生物多様性の保護という面から

の動きが顕著になってきている。

（イ）国連海洋法条約の交渉中であった１９７０年代後半にはすでに多くの国が２００海里水域を

設定し、我が国も１９７７年に２００海里の漁業水域を設定した。１９８０年代後半になると、漁獲
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可能量の沿岸国の自国国内での利用の動きのため、同水域内での外国漁船の操業が困難となった。

（ロ）また、既存のものに加えて、１９９０年以降、漁業資源の管理のための新しい地域漁業管理

機関が設立され（みなみまぐろ保存委員会、インド洋まぐろ類委員会。なお、中西部太平洋まぐろ類

条約は未発効。）、公海での漁業管理がさらに強化されている。

（ハ）１９９５年には、国連公海漁業協定が採択された。同協定は、１９９２年の地球サミットで

採択されたアジェンダ２１の勧告の基づき開催された国際会議で作成されたものであり、国連海洋法

条約の規定の枠を越える内容も含まれている。

（二）その他に、１９９１年の国連総会で大規模公海流し網漁業モラトリアムの決議が採択された

ことがあげられよう。これは、漁業対象であるマグロやイカの資源管理が目的ではなく、イルカや海

亀や海鳥の混獲に対する国際的な非難を受けて採択されたものである。また、最近では、生物多様`性

の保護、海洋生態系の保護の観点から、海鳥、海亀等の混獲、サメ類の保護（トロール等による混獲、

ワシントン条約関係、フカヒレの採取のための捕獲）等の問題にされている。

このように漁業資源の管理の問題のみではなく、海洋生態系、生物多様性の保護という面から

の議論が顕著になってきている。

（２）海洋環境

海洋環境の保護に関しては、昨年１２月に国連総会で採択された「海洋及び海洋法」に関する

決議（注３）及び「漁業」に関する決議（注４）、海洋及び海洋法に関する国連事務総長報告（注５）、

第４回海洋及び海洋法に関する国連非公式協議報告書（注６）等で取り上げられている主要なものに

は次のようなものがある。

（イ）一昨年の暮れにスペイン沖でプレステージ号というタンカーが沈没して沿岸に油濁汚染被害

を引き起こす事件が発生し、ヨーロッパで大きな問題となった。このため、ＥＵは、タンカー規制の

強化に向けて関係国際機関で活発に働きかけを行った。特に、シングル・ハルからダブル・ハルの船

舶への切り替えを早期に実施すること等がＩＭＯで議論されている。

（ロ）バラスト水の問題については、本会合の講演があるので、特に説明しないが、外来水性生物

の問題である。この問題についても、本年ＩＭＯ主催の会議が予定されている。

（ハ）海洋に関する種々の問題を議論する場として、これまで４回開催された国連海洋非公式協議

の本年のテーマとして、「深海底の生物多様性の保全・管理を含む、海洋の新しい持続可能な利用」

が取り上げられている。

（二）珊瑚礁の保護の問題、海山での生物多様性の保護の問題、脆弱な海洋生態系の保護（海洋保

護区の設定を含め）についても言及されている。

（ホ）国連総会決議には、地域レベルでのアセスメントを基礎として、国連の下で地球規模での海

洋環境のアセスメントを定期的に行うG1obalMarineAssessmentのシステムを作ろうとの提案が含

まれる。同提案は、１９９２年の地球サミットの結果国連経済社会理事会の下に設置された「持続可
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能な開発委員会」（ＣＳＤ）での検討の過程で提起されたもので、一昨年の「持続可能な開発に関す

る世界首脳会議」（ＷＳＳＤ）の実施計画にも盛り込まれ、昨年の国連総会決議にも入れられること

となった。同決議によれば、本年中に同システムを創設するために、その詳細について専門家会合で

検討し、案を採択するための政府間会議を開催する予定になっている。

（３）海洋政策の見直しの動き

最近日米では、それぞれの海洋政策に関する見直しが相次いで行われている。

（イ）我が国では、２００２年に「長期展望に立つ海洋開発の基本的構想及び推進方策について」

と題する科学技術･学術審議会の答申が出され､この中でも海を守ることの重要性が強調されている。

（ロ）他方、米国では、２０００年に議会により海洋政策の検討のための委員会が設置されて、意

見聴取のための会合を国内各地で開催し､本年の早い時期に最終報告書が出されることとなっている。

中間報告では、海洋環境の問題に大きなウエイトが置かれている。また、昨年、独立のパネルである

PewOceansCommissionによる海洋環境の保護についての勧告が出されている。

５．おわりに

排他的経済水域及び大陸棚の制度を含む国連海洋法条約が作成されて久しいが、その間、排他的

経済水域及び大陸棚の開発・利用については、条約交渉時に予想されたような著しい進展は見られて

いない。他方、海洋全般については、近年、特に海洋環境、海洋生態系の保護の問題への関心が高ま

ってきており、我が国の科学技術・学術審議会の答申においても、国際的な環境問題への関心の高ま

り踏まえて、海洋環境の保全の重要性に言及している。これらの海洋環境の保護に関する国際的な動

向は、主として排他的経済水域及び大陸棚の外の海洋部分を対象としたものであるが、いずれ沿岸国

が管轄権を有する排他的経済水域及び大陸棚にも何らかの影響（例えば、公海における環境保護のた

めの措置の排他的経済水域への適用の要請）が出てくるのではないかと考えられる。今後排他的経済

水域及び大陸棚の開発・利用を考える場合には、海洋環境の保護の問題への配慮がますます重要とな

ろう。

＜注＞

１．国連資料（国連事務局ホームページ

http://www・unorg/Depts/los/convention-agreements/convention-agreementshtm参照）

２．国連海洋問題・海洋法課（１９９３）「TheLawoftheSea:DefinitionontheLawoftheSea」

の注２１

３．「海洋及び海洋法」に関する国連総会決議（Ａ/RES/58/240）

４．「漁業」に関する国連総会決議（A/RES/58/14）

５．海洋及び海洋法に関する国連事務総長報告（A/58/65,同Ａｄｄｌ）
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６．第４回海洋及び海洋法に関する国連非公式協議報告書（A/58/95）

＊＊＊＊
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海上保安庁における大陸棚調査の取り組み

谷伸

海上保安庁海洋情報部大陸棚調査室

大陸棚についてご存知だろうか

「大陸棚」と言う言葉は意外に良く知られた言葉である。語源はもしかしたら外来語(Continental

ShelDの直訳なのかもしれない。いずれにせよ、「大陸棚」は、「海岸から水深２００メートル位までの

傾斜の緩やかな海底」として知られている。ただ、これは地形学的には必ずしも正しくないことは余

り知られていない。世界中、海底の水深は海岸線から徐々に深くなり、おおむね水深130ｍ前後（90ｍ

位のこともあれば800ｍ程度まで達することもある。が、たいていは120-130ｍ程度である｡）までは

極めて平坦な海底が続く。その先で急に海底の傾斜が急になる。この平坦部分が大陸棚と呼ばれてい

る。この「大陸棚」（地形的な意味での大陸棚）には、世界の炭化水素資源（石油、天然ガスなど）の

4害'|が賦存しているとも言われている。

米国のトルーマン大統領は第二次世界大戦直後の１９４５年９月２８日にいわゆる「トルーマン宣言」

を発出し、航海であっても米国に接する大陸棚（大陸棚はどこかという規定はされておらず自明の用

語として用いられているので、地形学的な大陸棚を指すものと考えられる｡）における石油及び鉱物資

源の管轄権を主張した｡これを受ける形で､沿岸国の資源に関する権利を確保することを目的として、

領海の外側であっても「水深200ｍまたは開発可能な水深まで」は沿岸国が「海底の探査及び天然資

源の開発に関する排他的な主権的権利」を有する、と１９５８年の大陸棚条約（以下、「ジュネーブ条約」

と言う｡）で定められた。この条約でいう「大陸棚」（水深200ｍまたは開発可能な水深まで）は、地

形的な大陸棚を意図しつつも、ぴったり同じ部分を指すわけではない。

お気づきのように、人口に膳表している「大陸棚」が「水深約200ｍまで」とされている（例えば高

校の地理の教科書）のは、地形学的に正確な描写というよりは、ジュネーブ条約が定めた法的な大陸

棚の200ｍを引き摺っている可能性が強い。ではなぜジュネーブ条約では200ｍとしたのだろうか。海

図の等深線が100ｍの次が200ｍだったからとか、一説には当時まだはびこっていたファゾム海図（水

深の単位がファゾム)の100ファゾム等深線(水深約180m)に近いメートル法の数字が選ばれたとか、

当時の測深精度がアバウトだったからとか（これは明らかに誤りである)、いろいろな説が巷間を賑わ

わせているが著者は正解を知らない。海図の等深線が100ｍの次は通常200ｍで、（地形的な）大陸棚の

外縁として代表的な水深130ｍの直近であったと言う説は著者にはもっともらしく聞こえる。

さて、「開発可能な水深まで」というジュネーブ条約の一見合理的な条項は、開発ができるならどこ

までも自国の大陸棚としてしまうことができることを意味してしまう。領海の幅員として３海里が定

められた背景には、「守れなければ領海を主張しても意味がない。大砲の射程が３海里だ（３海里まで
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ならならず者を追っ払える)。じゃあ領海の幅員は３海里だ｡」という考え方であったとされているが、

領海の範囲を「３海里または当該国の保有する武器の射程まで」と定めていたとしたら…。ＩＣＢＭを最

初に保有した国が世界中の海を自国の領海にできるというものである。ジュネーブ条約の「開発可能」

条項は同様の問題を孕んでおり、開発途上国に著しく不利であると感じられていた。

１９８２年の国連海洋法条約では、大陸棚の定義に関するこの問題点を解消するため、全く違う定義が

行われた。領海基線（領海の幅を測る時の陸側の基点。通常は最も干潮になったときの海岸線である

が､湾口閉鎖線､直線基線などを採用することもできる）から２００海里までの海底を大陸棚としつつ、

地形・地質が陸から連続していることが科学的データによって示され、これが国連の委員会で認めら

れれば、２００海里を越えて大陸棚を設定できることができるとし、一方で上限（最大３５０海里等）を

設けたのである。

地形学的に言う（正確に言えば大陸棚は何かという定義がされていなかった）大陸棚に存在するエ

ネルギー・鉱物資源を保護するという端緒から出発し、今や「大陸棚」という定義ができて、本来の

（自明の＝地形学的な）大陸棚ではない「大陸棚」が、法的な世界で海洋の一定の部分を指す用語と

なったのである。このような変遷の過程で、「ある国の管轄海域が科学的データによる証明によって拡

張できるという極めて理性的な合意が国際的になされたことは、領土拡大に戦争・紛争がつきものだ

ったことを思えば、画期的と言って差し支えないものと考える。

平和の証一国連での審査一

さて、地形・地質の連続性について審査するために、水路学・地球物理学・地質学の専門家から地

域バランスを考慮して選ばれた２１名からなる「大陸棚の限界に関する委員会」が1997年に国連に設

置された。任期は５年で、我が国からは現在千葉大学教授の葉室和親博士が第一期の委員に就任され

た。２００２年からの第二期は東大大学院工学研究科教授の玉木賢策博士がその任に就いておられる。第

一期では、内部手続きの検討に加え、審査の方法を明らかにするとともに申請国への指針とするため

の「科学的・技術的ガイドライン」の策定に尽力され、１９９９年５月１３日に制定に至った。第一期の

最後の半年は、初めての申請となったロシア連邦からの申請の審査が行われたが、検討結果に基づく

勧告は第二期の初回の仕事となり、２００２年６月２８日に勧告が行われたところである。なお、委員会

の審査状況、提出されたデータ、勧告等は全て秘匿されている。

大陸棚が延びるために－延長の条件一

大陸棚が200海里以遠に延長できるのは、大陸斜面脚部（footofslope）から６０海里先が２００海

里以遠に存在する場合、または大陸斜面脚部からの距離のｌ/100よりもその地点の堆積岩の厚さが厚

い点が２００海里以遠に存在する場合である。注目していただきたいのは、いずれも起点が大陸斜面脚

部であること。大陸斜面脚部を明らかにしなければ物語は始まらないのである。大陸斜面脚部は、国

連海洋法条約で「大陸斜面の基部における傾斜の最大変化点（MaximumChangeofGradient)」と規定

されている。本稿の冒頭で、（地形の）大陸棚の外縁の先から「急に海底の傾斜が急になる」と記した

が、この急傾斜部分が大陸斜面で、この斜面の麓付近（大陸斜面基部）で傾斜の変化具合が最大の部

分を大陸斜面脚部と名付けたのである｡すなわち､地形を明らかにすれば大陸斜面脚部は決定できる。

さて、大西洋では斜面基部の位置が自明で、傾斜最大変化点も容易に検出できるが、我が国周辺など
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複雑な海底地形を呈する海域では、斜面基部が自明とは言えず、傾斜最大変化点にも様々な可能性が

ある。このような、海底地形のみでは大陸斜面脚部を決定しがたい海域について、「科学的・技術的ガ

イドライン」では、大陸'性地殻と海洋性地殻の遷移域を大陸斜面脚部とするとしている。

さて、条約では、「大洋底及びその海洋海嶺（OceanicRidge)」は大陸棚を持たない、とし、「海底

海嶺（SubmarineRidge)」では､大陸棚を延ばせる場合でも３５０海里以遠に延長することはできない、

としている。ちなみに「海底の高まり（SubmarineElevation)」では大陸棚を延ばせる場合の限界は

350海里の他に、2500ｍ等深線から100海里まで（350海里以遠であっても構わない）とされている。

仮に2500ｍより浅い「海底の高まり」が延々と地球の裏側まで延びていて、これが大陸棚だと主張で

きる代物であるなら、地球の裏側まで大陸棚を延ばすことができるという寸法だが、現実には2500ｍ

以浅で海底の高まりが延々と地球の裏側まで続いているような地形はなく、「海底の高まり」規定を使

った世界制覇はできない。

さて海嶺

海嶺が海洋海嶺に当たるか海底海嶺なのかは、大陸棚延長の議論がありうるかどうかを仕切る重要

なポイントであるが、実は条約に何が海洋海嶺で何が海底海嶺とするかが規定されていない。驚くべ

きことに海洋海嶺や海底海嶺は、自明の地形学用語というわけでもない。地球儀で大西洋を見ると、

アメリカ大陸の海岸線とヨーロッパ・アフリカ大陸の海岸線が同じような形をしており、また、両方

の海岸線の丁度中央辺りに海嶺があることにお気づきになるだろう。これをMidAtlanticRidge（大

西洋中央海嶺）と呼ぶが、一般にこのような海底の山脈をmidoceanicridgeと呼ぶことから、この

ようなものが海洋海嶺に該当するのではないか、と想像するに難くない。が、しかし、条約の条文や

条約の制定過程の議論をつぶさに調べてみると、必ずしもそう言いきれない面がある。この点につい

て、審査に当たる「大陸棚の限界に関する委員会」は「科学的・技術的ガイドライン」でどのように

整理したのであろうか。「科学的・技術的ガイドライン」では海嶺について－章を設けて海嶺の種類を

詳述しているが、どれが海洋海嶺か、どれが海底海嶺かを示すことはなく、「ケースバイケースで判断

する」と結んでいる。

大陸斜面脚部が一意に定まらない場合に、大陸'性地殻と海洋性地殻の遷移域を大陸斜面脚部とする

ことを「科学的・技術的ガイドライン」が定めたことから、海嶺の下に大陸性地殻があれば、これが

海洋性地殻に遷移するところに大陸斜面脚部があり、そこまで（正確にはそこから６０海里先、または

そこからの距離のｌ/100に当たる厚さの堆積岩が存在する地点まで）は大陸棚なのであるから、その

海嶺は大陸棚を持つわけだから海底海嶺だ、という理屈はすぐに考えつくところであるが、国連海洋

法条約第７６条第３項の規定｢大陸縁辺部は､沿岸国の陸塊の海面下まで延びている部分から成るもの

とし、棚、斜面及びコンチネンタル・ライズの海底及びその下で構成される。ただし、大洋底及びそ

の海洋海嶺又はその下を含まない｡」の規定からは、海洋海嶺であれば、大陸性地殻を持っていても大

陸棚を持たない、と読むとの見解もある。また、海嶺が大陸`性地殻に載っていなければ海洋海嶺であ

ると条約やガイドラインに書かれていないことも事実であって、海底が二つに引き裂かれるときに裂

け目にできた海嶺(midoceanicridge)のみが海洋海嶺である、との意見を述べる人も居る。しかし、

前述のように、地形・地質学的には典型的なmidoceanicridgeである大西洋中央海嶺が大陸棚を持

つという法的見解も存在する。「大洋底」についても、コンチネンタルライズから沖側の海洋底が平坦
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な海域を言うという考えから、海底が二つに引き裂かれて新たに生じた（純正の海洋'性地殻を持つ）

海底のみを指し、何らかの地質学的改変を受けた海底はもはや大洋底に該当しない、という見解も存

在する。

さあそれでどうする

「科学的・技術的ガイドライン」には、「大陸棚の限界に関する委員会」に提出すべき資料が示され

ている。必要となる資料、したがって必要となる調査は、申請の対象となる海底の状況によって異な

るが、わが国周辺海域のように少なくとも４つのプレートが押し合いへし合いしている海域では、世

界でも稀に見る複雑な海底地形を呈していることから、海底地形データのみで大陸斜面脚部を規定す

ることはできず（正確に言えば、海底地形データのみで大陸斜面脚部を決めることはできなくはない

が、条約に言う「反証（evidencetothecontrary)」を用いるほうが延長できる大陸棚の面積の点で

有利)、この場合、ガイドラインに基づき地殻の種類を示す必要がある。海洋'性地殻は、厚さが数キロ

で、玄武岩や斑綱岩（はんれいがん）等でできている。大陸'性地殻は、厚さが海洋'性地殻より厚く（典

型的には十数キロあるいはそれ以上)、安山岩、花崗岩等で構成されている。したがって、地殻の厚さ

や構成岩石の種類を明らかにすることにより、地殻の種類を判別することができる。

大陸性地殻と海洋'性地殻の遷移域を明らかにする場合には、厚さより構成岩石の種類の方が説得力

を持つ。岩石の種類は、サンプリングすれば分析可能で、これは直接の証拠となるので最もよいが、

海底を構成する岩石の取得はそれほど容易ではない。水深が深い、ということもさることながら、海

底の表面には通常堆積層があり、海底表面を引っ掻いて底質を採取する方法では目的たる基盤岩（海

底地殻の構成岩石）を取得できないことが多い。このためボーリングを必要とする。また、サンプリ

ングを連続的に行うことはできないので、広大な海域から遷移域を選び出すことも困難である。この

ため、岩石の種類によって地震波の速度が異なる（花崗岩を通過するＰ波速度は約６km/秒、玄武岩な

ら約７km/秒など）という性質を利用して、海底下の地震波速度の分布から岩石の種類を明らかにする

「屈折法探査」が行われる。海底に屈折波受信機（海底地震計）を設置しておき、人工震源で発生さ

せた地震波が地殻やマントルを経由して屈折波受信機を揺さぶるまでの時間を計測し、このデータか

ら地層内の地震波速度を逆算するのである。

地殻の判定について述べたが、勿論、地形データが大陸棚延長の国連への申請の中核をなすもので

ある。地形データは、大陸斜面脚部を決定するために必要なだけでなく、我が国の海底がどのような

性格のものであるかという全体像を示すためにも不可欠である。我が国の海底は、海域ごとに異なっ

た成因を持つことから、我が国の海底の地史を示して海域ごとの成因を明らかにし、その上で個々の

延伸部分について具体的なデータを用いて条約のどの条項に基づき延伸が可能かを説明していくので

ある。このため、精密海底地形調査、精密地殻構造調査、基盤岩採取の三つの調査を行う必要がある。

海上保安庁は、精密海底地形調査及び精密地殻構造調査を分担している。海底地形の測定方法には

竹竿や錘付きのワイヤーで海底までの距離を測る方法から、航空機に搭載したレーザーで海底までの

光の往復時間を計る方法、更には、海底地形の凹凸が作りだす重力異常が海面の凹凸として反映され

たものを人工衛星に搭載したマイクロ波レーダーで測定し、逆算する方法など種々あるが、複雑な地

形を議論する場合にはマルチビーム音響測深機を用いる方法が最も説得力を持つ。これは船底に装備
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した送波器から発射した音波が海底面で反射し船底の受波器まで戻ってくるまでの時間と方向から海

底地形を面的に捉える装置である。音波の到達距離は周波数により異なり、深海用のマルチビーム音
響測深機には１２キロヘルツが使用される。

一方､地殻調査のうち､地殻がどのような岩石でできているかを調べる最も分かりやすいやり方は、

ドリルで海底に穴を開けて、実際に岩石を取得することである。しかしこの方法は、海底下数キロメ

ートルまで岩盤を掘削できる船が殆ど存在しないこと、時間が掛かること、費用が高いことなどの問

題があり、ありとあらゆるところで行うわけにはいかない。そこで、反射法音波探査と屈折法弾性波

探査により、岩石の種類の推定を行う。反射法探査は、主として堆積層の構造を把握するのに用いら

れ､屈折法探査は地層を通過する弾性波(地震波)の速度から岩石の種類を推定するのに用いられる。

地殻構造を把握するためには両方の調査結果を併用して解析する。

屈折法探査を行うためには、まず屈折波受信機を側線上に一定間隔で海底に設置する。その後、音

源船を用いて水面付近で音波を発生させ、この音波が海底を叩いて弾'性波（地震波）となったものが

海底下の岩石内の弾性波速度の違いにより屈折し、海底面に戻り、海底面の屈折波受信機を揺さぶる

状況を記録する。その後、船上からの音波による指令で屈折波受信機の切離し装置を作動させ、錘を

切り捨てた屈折波受信機が海面まで戻ってきたものを回収する。それぞれの屈折波受信機には極めて

高精度の時計（１年７ヶ月で１秒の誤差）が内蔵されており、記録を見れば弾｣性波による振動が始ま

った時刻がわかる。これと音波発生の時刻との比較により、到達時間を求めるのである。並べた屈折

波受信機までの到達時間から、複雑な計算により海底下の弾性波速度の分布を求め、これから海底下

の地殻を構成する岩石を推定することができる。

屈折法探査では、屈折波受信機を展開した距離の概ねl/３に当たる海底下の深さまでを探ることが

できる。例えば、海底下３０kｍまでの地殻構造を知りたければ、約100kｍの直線上に屈折波受信機を展

開する必要がある。屈折波受信機の設置間隔は目的により異なるが、大陸棚の延伸の証明に使用する

データを得るためには5kｍ間隔以内にすることが必要と言われており、特に海底が複雑なわが国海域

では3kｍ間隔に設置してデータを得ることが必要とされている。

音波は、大音量であるほど、また、低周波であるほど遠くまで届く性質がある。屈折

法探査では遠方まで音波（地震波）が届かねばならないので大音量の低周波を発生する音源が必要で

ある。このため、屈折法探査では大容量のエアガンを使用する。海上保安庁の測量船「昭洋」で使用

するエアガンは、１５００立方インチ（約２５リットル）の容器に蓄えた１５０気圧の圧縮空気（常圧でド

ラム缶１８本）を電気シグナルにより一気に放出するもので、これを４発同時に使用する。発生する音

波は数十へルツ以下の低周波の音波であるが、１０ヘルツ程度以下の超低周波（人間が聞き取れる低音

の限界が２０ヘルツ程度）成分が大深度・遠距離まで振動を届かせるのに重要である。

エアガンは水中で発音する。エアガンの水深が浅いとエネルギーが水面上に逃げてしまうし、深す

ぎると水圧に負けて十分なエネルギーが出ないというジレンマがあり、海上保安庁では水面下１０ｍ程

度で発音させている。海底に設置した屈折波受信機は非常に感度が良いため、エアガンからの音波が

海底を揺さぶり、これが地震波として海底下に伝わり、屈折により海底面まで戻ってきた大変微弱な
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振動を記録できる。一方、エアガンからの音波は海底面で反射、海面で再び反射、再び海底面で反射

と、こだまのように何度も海底と海面の間を往復するため、その間に次の発音を行うと区別がつかな

くなる。このため、1分半程度、発音間隔を空ける必要がある。発音間隔は長いほうが望ましいが、

発音間隔が長いと発音点間の距離が長くなりすぎ､データの分解能が低くなるというジレンマがある。

音源船が恩いつきりゆっくり走ればよさそうなものであるが、操船性を確保する必要があることから

そうそうゆっくりも走れないため、４ktで200ｍ間隔にショット（約100秒間隔）し、同じ測線を折り

返し、往路の発音点の問で200ｍ間隔でショットすることにより実効上100ｍ間隔の発音とする方法を

海上保安庁は採用している。

屈折波受信機の揚収も調査の効率化のために重要な要素である。屈折波受信機を設置する際は、海

面から自由落下させる。ある意味で成り行き任せであり、設置された場所（屈折波受信機が着底した

場所）は別途測定しなければならない。屈折波受信機には音響トランスポンダ（信号を受信すると直

ちに折り返し発信する装置）が装備してあり、これを用いて測量船から海底までの距離を音響的に計

測し、三点からの距離をもとに屈折波受信機の位置を計測する。水深により異なるが、各点ごとに１

－２時間のオーダーの時間が必要である。

回収はもっと難物である。屈折波受信機は海底でふらふらしてもらっては困るので、錘の上にしっ

かり固定してある。この錘を船上からの音波による指令で屈折波受信機の切離し装置を作動させて浮

上部分から切離し、自己浮上させるのであるが、これを水深6000ｍ（600気圧）でも確実に切離し、

また、切離信号の前には決して切離されないような特殊な構造が採用されている。このため、切離し

信号を受信してから実際に切離されるまで１０分程度かかり（その問、ドキドキ待つ。切り離せたとい

う信号が送られてくるとまずは一安心である｡)、その後､概ね秒速５０ｃｍで自らの浮力により上昇して

くる。6,000ｍであれば12,000秒（３時間２０分)、浮上をＦキドキしながら（…というのは、せっか

く錘から切り離されても海底に引っ掛かったりして上がってこないこともあるからである）待たねば

ならない。海面に浮上すると屈折波受信機に装備したストロボとラジオビーコンが作動して光と電波

で信号を送ってくる。浮上をビーコン受信機で知り、肉眼による捜索を開始する。無論、設置位置は

既知で、上昇中もトランスポンダまでの距離を計測しているので概ねどの辺りに浮上しそうかは見当

がついているのであるが、またもやドキドキものである。というのは、直上で待機していて万が一船

底にぶつかられては困るので、ある程度予想浮上位置から離れて待機するのであるが、200ｍ以上離れ

たところに浮上してくると発見に骨を折ることになるからである。浮上した後も、波浪の中では目視

確認が相当に困難であり、総員で発見に努める。見つければ、船を寄せ、波間を漂う屈折波受信機を

鉤で引っ掛けて回収するのであるが、これも困難な作業である。

屈折法探査に使用する船は、屈折波受信機を搭載する場所、投入・揚収に必要なクレーン、比較的

低い甲板、機敏な操船性、目のいい乗組員、運動神経の鋭い乗組員を兼ね備えていなければならず、

また、勿論、100km以上先まで海底を伝わる地震波を発生させる専用の大容量エアガンとこれを９０秒

毎に動作させるに足るだけの高圧空気を発生するコンプレッサが必要である。わが国では(独)海洋研

究開発機構のかいよう、かいれい、白鳳丸、淡青丸が、また海上保安庁の昭洋がこのような任務を実

施可能である。一方、屈折波受信機の運搬及び投入・揚収とエアガン発音機能を分けることにより、

より小型の船でも同様の機能を実現することが可能である｡平成１６年度から民間事業者によって実施
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される大陸棚調査には、このような船団方式が採用される。船団方式は世界に例を見ない方式である

が、計画どおりに実施できれば調査の相当な効率化を図ることができるものと期待されている。

まとめ

我が国の周辺海域は、四つのプレート、それも相当古いプレートのせめぎ合いの結果による極めて

複雑な地形と性状を有している。このため、大西洋の単純な海底断面を前提に制定された国連海洋法

条約の規定を単純に適用して大陸棚を延伸することは、できなくはないにしても相当困難、あるいは

不利である。このため、各種のデータを取りそろえて、延伸すべき海域ごとに精級な論理を組み上げ

ていく必要がある。無論、単に精級なデータがあれば事足りるわけではなく、このような海底が地球

上には存在し、そういう海域では我が国がデータを基に展開する「こういう海域における大陸棚とは

どのようなものか」という論理に対し理解を得る努力を怠ってはならない。このため、これから２００９

年５月１３日の申請期限、あるいはその後の審査の時期まで調査．解析を充実するだけではなく、気を

休めることなく情報収集と周知啓蒙に努めなければならない。しかし、このように大汗をかく作業が

必要になる原因であるプレートのせめぎ合いや古いプレートこそが、熱水鉱床やマンガン団塊をもた

らしてくれていることを考えれば、価値ある努力と言えよう。なお、本稿に示した見解、意見、解釈

その他は､著者個人のものであって､著者が属するいかなる組織のものであるとも解してはならない。
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｢大水深域における石油資源等の探査技術等基礎調査」

（その１：全体概要及び「地質構造調査」の紹介）

神田慶太

石油公団地質調査部地質調査課

(現：石油天然ガス・金属鉱物資源機構）

１．はじめに

石油公団では，経済産業省からの委託を受け，「海洋石油開発技術等調査（大水深域における石

油資源等の探査技術等基礎調査）」（以下，「大水深基礎調査」という．）を実施している．

本事業では，日本近海における大水深域における資源探査技術の構築及びデータの蓄積を図るた

め，平成１０年度より，マルチチャンネル反射法地震探査（2,）により，海底上部の堆積構造を把

握･解析する「地質構造調査」，金属鉱業事業団所有の第２白嶺丸を使用し，ＢＭＳ（深海底マルチコ

アリングシステム）等を用いて試料を採取・分析し，資源ポテンシャル等を評価する「層序区分調

査」を行っている．

以下に，大水深基礎調査の全体概要と「地質構造調査」について述べる（「層序区分調査」につ

いては，本稿の後段である，その２を参照されたい）．

２．事業背景及び目的

平成６年に発効した国連海洋法条約では，大陸棚が所要の要件を満たす場合，主権の及ぶ範囲の延

長が認められているが，そのためには，平成９年に設立された国連の専門組織である「大陸棚限界委

員会」に対し、平成２１年まで（事業発足当時は平成１７年）に，大陸棚延長に関するデータを提出す

ることが必要とされた．

これらの背景から経済産業省（当時は通商産業省）は，平成１０年度より日本近海における大陸棚

延長の可能`性のある海域において，石油・天然ガス及び海底鉱物資源等の資源地質調査等を行い，大

水深域における資源探査技術の構築及びデータの蓄積を図ること目的に本事業を開始した．

なお，当該事業を実施することにより，大水深域における石油・天然ガス等の資源探査技術の基礎

データが得られると同時に，取得された各種データが，大陸棚の境界画定作業等に有効活用され，海

洋資源の探査・開発に関する我が国の主権的権利が及ぶ範囲が拡大されることが期待されている．

３．調査海域

本事業の実施にあたっては，我が国の排他的経済水域（200海里）を越えて３５０海里までの海域で，

特に大陸棚延長の可能性の高い，以下の４海域を調査対象海域として設定し，調査を開始した．

なお，地質構造の連続`性把握等，調査目的を達成するために必要な調査については，200海里内及

び350海里外の海域においても調査を行っている．
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＜調査対象海域＞ ＩＦｑ
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．Ａ海域：四国南方の大東島と小笠原諸島と

の間で，九州一バラオ海嶺沿いの

北緯24度～30度付近の公海

･Ｂ－１海域：沖大東島南西方の北緯２０度，

東経130度付近の公海

･Ｂ２海域：沖の鳥島南方の，九州一パラオ

海嶺に沿った北緯１６度，東経

135度付近の公海

．Ｃ海域：小笠原諸島東方の公海

､ａ｡■。

iliii
●■

①
1＄●■

Ａ●,

Ⅱワ･“。

可由｡

趣ＩＹＣ０ＤＣ

、●

ヒロ■“･

PｒＵ ＤＢ

前71,周[ＴＦ恋！＝昌一…塁墾＝＝可些｣ｲ;｝隅ILC灘上:上月§

調査対象海域全体図

４．調査概要

大水深基礎調査は，物理探査船を用いて，マルチチャンネル反射法地震探査（2,）を実施し、デ

ータ取得・処理を行うことにより，海底上部の堆積構造を把握･解析する「地質構造調査」，金属鉱

業事業団所有の第２白嶺丸を使用し，ＢＭＳ（深海底マルチコアリングシステム）等のサンプリング

装置を用いて試料を採取・分析し，資源ポテンシャル等を評価する「層序区分調査」からなる．

地質構造調査では，平成１０より開始し，平成１１年度までは，金属鉱業事業団所有の白嶺丸による

調査を実施したが，平成１２年度からは，白嶺丸の廃船に伴い，海外からの傭船により調査を継続し

ている．

層序区分調査は，金属鉱業事業団所有の第２白嶺丸を使用して，平成１１年度から海底からの岩石

等のサンプリング調査を実施しているが，大きな特徴として，本船は運用実績が世界的にも唯一の

ＢＭＳを保有搭載し，極めて現地』性の高い岩石コアを海底から直接採取している点にある（ＢＭＳを含

めた層序区分調査の概要については本稿その２を参照のこと）．

層序区分調査の方法
平成１４年度調査例

発晨点間隔:500ｍ 罐鍛
h;iiiiI蕊■｝
蹴嚥二鷺

（ＰＣ）テム(MBES）

調査船｢第２白壷丸」

蕊墨
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①ファインダー
付き深海カメ
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地質構造調査の方法

本事業では，平成１４年度末までに，地質構造調査として，５海域、側線長23,689.45kｍの海上二次

元地震探査を，層序区分調査として，ＬＣ（ラージコアラー）８６点，ＢＭＳ（深海用マルチコアラシス

テム）４０点の試料採取等を行っている．
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平成14年度までの地質構造調査（海上物理探査）実績

５．実施体制

事業の実施にあたっては，日本近海における石油・天然ガス等の探査実績のある石油公団が通商産

業省（当時）より本事業を受託し，事業全体取りまとめ及び地質構造調査を実施するとともに，海洋

調査船を所有し，海底鉱物資源等の探査実績のある金属鉱業事業団に，事業の一部（層序区分調査）

を再委託する体制で開始されている（平成１４年度からは，層序区分調査のうち洋上調査について，

深海資源開発株式会社が経済産業省より直接受託する体制で進めている）．

事業の計画については，金属鉱業事業団

を事務局とする「Ｗ/G」（委員長：徳山東 実施体制

京大学海洋研究所教授）で検討された後，

石油公団に設置する「大水深探査技術検討

委員会」（委員長：平海洋科学技術センタ

ー地球深部探査センター長）で承認された

ものが，事業として実施されている（なお，

平成１６年２月２９日をもって，石油公団は

金属鉱業事業団と統合され，独立行政法人

石油天然ガス・金属鉱物資源機構として新

たに発足する予定である．）．

経済産業省

↓委託

石油公団

委託

]-L工ZLi麹宣芝1iii麺墾全
届序区分調査（再委託）

雨|裟警１ 金属鉱業事業団

調査礁智業務

第２白嶺丸を用いた洋上調査

深海資源開発㈱（洋上調査実施）

￣J~而雇亟一
海洋技術開発㈱（第２白嶺丸通航）

６．地質構造調査

地質構造調査では，海底の地質構造の把握を目的に，物理探査船を用いた海上二次元反射法地震探

査を行っている．調査では，平成１０年度を除き，地震探査データ取得時に，重力データ，磁気デー

タ，浅層堆積物データについても併せて取得している．

本海上物理探査では，基盤岩を含めた深部構造の把握を主目的としていることから，大水深域での

データ取得が行えるよう3,500～8,204Ｃｕ・inの震源容量，3,000～7,050ｍの長大ストリーマー，発振点

間隔50ｍ，ストリーマー深度10ｍ前後といった測定仕様としている．

取得された地震探査データ等については，基本的に取得年度の翌年度にデータ処理・解釈を実施し

ているが，堆積物が厚く分布し、複雑な地下構造を呈する箇所や，海底地形が複雑で水深が急激に変

化する箇所なども存在することから，より正確なイメージング及びデータのノイズ除去等のために，
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SＭＡ（Surface-relatedMultipleAttenuation）法，Layerreplacement法や重合前深度マイグレーション

（PSＤＭ：Pre-StackDepthMigration）法などの特殊解析も導入実施し，成果を挙げている．
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取得データ処理断面の例（長大測線の例）
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(DO3測線:モホ面が認められる）

ｗ■

７．終わりに

大水深基礎調査は，平成１０年度より始まり，本年度で６年日となった．これまでのデータにより得

られた知見は，各種資源の賦存状況を理解するうえで重要な`情報を与えると同時に，学術的にも極め

て貴重な情報であると評価されている．

例えば，小笠原海台衝突海域や伊豆~小笠原海溝，及び大東海嶺群での地震探査は，地球科学の分

野からも大変注目されている．一方，大水深域における鉱物資源の賦存状況に関する情報や，大陸棚

延伸に必要とされる，新鮮な基盤岩コアなども得られており，着実に成果をあげている．

本事業では，これまでの取得データの評価・解析を行うだけでなく，大水深域における最適な探査

手法（探査指針）の確立も目指すこととしている．また，社会的にも注目されている大陸棚延伸申請

に資するデータも今後積極的に収集する方針が，経済産業省から示されている．厳しい自然条件のな

かで，解決すべき技術的な課題は多いが，これらの目標に向けて，関係者一同最善を尽くす決意であ

る．
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｢大水深域における石油資源等の探査技術等基礎調査」

その２：第２白嶺丸を用いた「層序区分調査」の紹介

棚橋道郎

金属鉱業事業団技術開発部探鉱技術開発課

（現：石油天然ガス・金属鉱物資源機構）

１．はじめに

本稿では，「大水深域における石油資源等の探査技術等基礎調査」（以下，「大水深基礎調査」

と略）における「層序区分調査」の概要について述べる（「地質構造調査」については，本稿の前段

である，その１を参照されたい）．本調査では，金属鉱業事業団の深海底鉱物資源探査専用船「第２

白嶺丸」（2,126トン）に搭載した深海用マルチコアリングシステム（ＢＭＳ：BenthicMulti-coring

System）によって，海底岩盤のコアをサンプリングしており，海底の地質状況や深海底における鉱物

資源ポテンシャルの把握とともに，我が国の大陸棚延伸申請に欠かせない，重要なデータが得られつ

つある．

また本プロジェクトの終了時までには，日本周辺海域において約200箇所以上の基盤岩コアが取得

されることとなり，西フィリピン海盆，九州一パラオ海嶺，四国・パレスベラ海盆等の形成発達史を

考える上で，貴重な学術的データを提供するものと考えられる．

２．調査目的

「大水深基礎調査」は平成１０年から開始され，平成１３年までの前半調査と平成１４年以降の後半

調査に区分される．本「層序区分調査」では，以下を目的として進められているが，このうち後半調

査での成果は，社会的にも大きな関心を集めている我が国の大陸棚延伸のための国連への申請作業に

生かされることになり，より一層の重責を担うこととなっている．

｢前半調査」

①「地質構造調査」により明らかにされた音響地殻構造を層序区分するために必要なデータの取

得，及び鉱物資源賦存状況の概略把握

｢後半調査」

②「地質構造調査」により明らかにされた音響地殻構造を層序区分するために必要なデータ取得

③調査対象海域の鉱物資源賦存状況の概略把握

④資源ポテンシャル評価のために必要な詳細・補完データの取得

⑤新たな探査手法の検討

⑥大水深域における最適探査指針の策定
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上述の①，③に示されている鉱物資源，及び④の資源ポテンシャルについては，本調査海域内で存

在が確認されているのはマンガン酸化物（クラスト，ノジュール）であり，炭化水素資源及び熱水｣性

鉱床はまだ確認されていない．しかしその存在の可能性は否定できないため，これら未知の資源も視

野に入れた調査を実施している．大水深域の定義については現状では明確に定めてはいないが，我が

国の排他的経済水域（200海里）を越えて３５０海里までの海域で，特に大陸棚延長の可能性の高い海

域とその周辺海域を対象としている．このような大水深域については，特定の研究目的を除き，上述

した鉱物資源の組織的な探査はまだ行われておらず，その探査手法も確立されていない．探査手法の

検討と最適探査指針の策定という目的が掲げられているのはそのためである．

「後半調査」の目的は多岐にわたっているため，調査航海ごとに重点的な調査目的を設定し，そ

れぞれの目的にふさわしい海域で，その目的に即した調査を実施している．大陸棚延伸に係る調査と

しては，後半調査における上記目的の②に該当すると位置づけられ，今後はその比重が大幅に増加す

る見込みである．

３．調査内容

「層序区分調査」では，「地質構造調査」の結果をもとに，大陸棚延長の可能性の高い海域にお

いて資源ポテンシャルの把握等を行うため，海底の表層堆積物や岩石，及び資源の分布状況を調査し

ている．これらの調査では，第２白嶺丸に搭載した各種調査機器を使用しており，その主要な構成を

以下に示す．

①精密地形調査：マルチナローピーム音響測深機（MBES）

②海底状況の把握：MBES,ナローピームサブボトムプロファイラー（n-SBP）

③海底観察：深海曳航式テレビカメラシステム（FDC）

④サンプリング：

ａ）堆積物：ラージコアラー（LC）

ｂ）岩石：深海用マルチコアリングシステム（BMS），アームドレッジ（AD）

ｃ）大型サンプル：テレビカメラ搭載パワーグラブ（FPG）

深海底鉱物資源探査専用船としての第２白嶺丸の特徴は，対象とする資源に応じた極めて強力な

サンプリング能力にある．とりわけ，上記のＢＭＳとＦＰＧは導入以来様々な改良を加えており，信頼

'性の高い運用実績とともに，多くの貴重なサンプル採取に成功している．海洋調査船としては恐らく

世界でもトップクラスのサンプリング能力と考えられる．以下，対象ごとの具体的な調査方法と今ま

での成果概要について述べる．

１）基盤岩採取調査

（１）調査方法

ここでは，大陸棚延伸のために重要なデータを提供することになる基盤岩調査について説明する

（そもそも対象とする海山の基盤岩とは何か，という問題があるが，ここではとりあえずその海山の

土台を構成する主要な岩石と考えておく．詳細については海上保安庁の報告を参照されたい．）‘図

１はその調査フローである．
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取得データ調査手法･使用機器

調査計画策定

･海底地形図(水深､地形）

･海底地質対象海域の既往データ収集

･海底地形図

･音圧図音響調査

MBES(15.5kHz） ･鳥磁図

･陰影図(nSBE３．５ｋＨｚ）

･底質サンプル ･堆積環境

･岩石種

･資源ポテンシャル

補足サンプリング

･岩石サンプル。･ラージコ

ドレッジ

･ラージコアラ

ドレッジ

Ｍｎクラスト

･海底写真

ＢＭＳ掘削

･20ｍ，の34.3ｍｍ

･水深500～a600m

･平坦な露岩帯

･着底可能点探索中の海底観察Ⅳ画像

･掘削中のカラーⅣ画像

･掘削ログデータ

･ＢＭＳコア

図１．「層序区分調査」における基盤岩採取調査フロー

なお，基盤岩採取はＡＤでも可能であるが，原位置のサンプルであることを立証するのが困難とい

う弱点があるため，原位置の特定が可能なＢＭＳによって基盤岩のコアを採取している．第２白嶺丸

及びＢＭＳの外観をそれぞれ図２，図３，掘削中のモニター画像を図４に示す．
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図２．第２白嶺丸（2,126トン）

図３．Ａフレームで投入中のＢＭＳ

図４．掘削開始直後の海底のモニター画像

これまでの調査経験によると，大水深域における基盤岩は，海嶺や海台，海山などの急峻な地域

において採取される場合が多いが，機能上本ＢＭＳは段差１ｍ以内の平坦な場所しか設置できないた

め，掘削地点は海嶺，海山，海台の山頂部や尾根部など，比較的平らな露岩域ということになる．し

かしこれらの場所においても，岩石の露岩帯が確実に存在するとは限らず，マルチナローピーム音響

測深機（MBES）による精密地形図によっても，露岩域の有無までは判別できない．そこでＭＢＥＳの

受信音圧を解析し，海底の音圧分布図を作成している．これも経験則であるが，音圧分布の高い場所

では岩石の露岩城が発達し，低い場所では未固結堆積物が分布している場合が多い．第２白嶺丸では

ＭＢＥＳの導入以来，深海底の音圧分布に関する情報を蓄積しており，その豊富な経験が大変役に立っ

ている．このような事前における掘削地点の検討は非常に重要で，ＢＭＳによる掘削調査では，精密

海底地形図と音圧分布図は不可欠といえる．

これらの情報をもとにＢＭＳを海底に降ろし，海底のモニター映像を注視しながら着底させ，深度

１０ｍ前後の掘削を行っている．この種の比較的簡便な深海用マシンが稼働しているのは，世界的に

も本船を除いて他には無いと言われているが，このような特殊なサンプリング機器をもってしても，

九州一パラオ海嶺のように激しい構造運動の影響を受けた山岳地域で，目的とする基盤岩を入手する

ことは大変に難しい．得られた貴重な岩石コア（図５）については，図１に示すような各種分析，年
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代測定などを必､要に応じて実施し，それらのデータを取りまとめて，岩石判定やテクトニツクセッ

ティングの推定を行っている．

ＢＭＳで採取した岩石コア

手にしているのは安山岩のコア

図５．

Al顕…_（

本項の最後に，ＢＭＳの主要スペックをまとめておく．

・コア長：最大20ｍ

・コア径：36.4ｍｍ／47.2ｍｍ

・外形寸法：幅4.42ｍ，長さ3.6ｍ，高さ5.48ｍ

・重量：空中４．８ｔ，水中３．４ｔ

・使用環境：最大水深6,000ｍ

・光・動力複合ケーブル

構造：電力線３芯対称配列ダブル

・アーマード・ケーブル

（3芯の光ファイバー・ケーブル内蔵）

ケーブル長：12,000ｍ
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送電電圧：最大3,000VAC，常用1,750ＶＡＣ

なおＢＭＳの詳細については，松本．Ⅲ田（1996）を

参考にされたい．

Ⅱ

鰯

BIISの楓観綿図

（２）これまで成果と課題

平成１４年度までのＢＭＳによる基盤岩採取調査は，九州一パラオ海嶺沿い，沖大東島南西方海域，

小笠原諸島東方海域の３カ所で集中的に実施されてきた．その結果，九州一パラオ海嶺沿いの調査で

は，安山岩，玄武岩，流紋岩質軽石などの分布を確認し，これらは島弧`性の岩石であると推定されて

いる．また沖大東島南西方海域では玄武岩や安山岩を確認し，小笠原諸島東方海域では，やはり玄武

岩，安山岩を確認している（石油公団：未公表資料）．このうち，九州一パラオ海嶺の南部と南大東

島南西方海域では，今回の調査によって初めての岩石試料が採取され，各種の分析，年代測定などに

よって，地質学的にも大変貴重なデータが得られつつある．今後はさらに掘削データが追加されるこ

とから，それらの結果も加えた解析を行い，日本南方海域における海底地質構造発達史の解明ととも

に，大陸棚延伸申請に必要とされるデータの蓄積，取りまとめを行う予定である．
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２）資源ポテンシャル調査

（１）マンガン酸化物

前述したＢＭＳによる岩石コアの最上部は，マンガン酸化物で被覆されていることがあるため，こ

れらのデータをもとに，海嶺や海台，海山の山頂部における分布状況のデータを収集している．ま

たＢＭＳが実施できない急峻な斜面部については，ドレッジによるサンプリングデータを蓄積中であ

る．多くの平頂海山にコバルトリッチ・クラストが発達する西部太平洋海域と比較して，日本周辺

の大水深域では大規模な平頂海山（ギヨー）が見られないこと，及び構造運動の影響を受けた急峻

な地形が多く，分布の変動が激しい，といった特徴を示す．このことは，コバルトリッチ・クラス

トの資源ポテンシャルを考えるうえでマイナス要因であるが，大水深域におけるコバルトリッチ・

クラスト調査はまだ始まったばかりであり，ポテンシャルを評価するには，さらに多くの調査が必

要である．

（２）熱水活動

熱水活動のポテンシャルについては，伊豆・小笠原海嶺周辺海域における火山フロントや活動的

背弧リフト帯での探査活動を通じて得た多くの成果（金属鉱業事業団：未公表資料）をもとに，海底

表層における未固結堆積物中の硫化物微粒子を確認する手法（金属鉱業事業団・飯笹：未公表資料）

を採用している．このような硫化物微粒子の存在は，数ｋｍ以内にその供給源が存在した可能`性を示

唆することから，ターゲットの絞り込みに有効と考えられる．しかしながら，伊豆・小笠原海嶺の火

山フロントや活動的背弧リフト帯と比較して，大水深域の主要部分を占める四国・パレスベラ海盆か

ら九州一パラオ海嶺にかけての地質年代は４０～ｌ５Ｍａと古い（原口・石井,2003）．そのため目的と

する海底熱水鉱床が存在するとしても，秋田県北鹿地域の黒鉱鉱床のように埋没している可能性も考

えられる．従って大水深域での本手法の有効性についてはまだ明らかではないが，九州一パラオ海嶺

及び沖大東海嶺の一部で興味あるデータが得られつつある（金属鉱業事業団・飯笹：未公表資料）．

（３）炭化水素資源

「地質構造調査」の結果によると，一部で堆積物の層厚が1,000ｍを越える場所が推定されており，

石油・天然ガスが存在する可能』性が指摘されている．また本州・四国沖の付加帯に沿って，メタン

ハイドレートの資源ポテンシャルが高いという指摘がなされている（佐藤，2001）．

このうち，第２白嶺丸の装備で調査が可能と考えられる，メタンハイドレート関連現象の調査手法

を検討するため，四国沖で調査を実施した．その結果，足摺岬沖の足摺海丘において，大規模な化学

合成生物群集や炭酸塩クラスト帯などを発見し（神田他,2003），MBES，ラージコアラー，採水器，

深海曳航式テレビカメラシステム，パワーグラブなどによる調査が大変有効であることを確認した．

また種子島沖のマッド・ダイアピルにおいても，メタンハイドレートの存在を示唆する堆積物コアの

発泡現象など，大変興味深い現象を発見した．これらの成果は，メタンハイドレートをターゲットと

した大口径掘削（海上リグ等を用いた掘肖'｣）の事前調査として，メタンハイドレート関連現象の迅速

な探査手法を確立するために役立つと考えられる．

４．終わりに

今まで述べたように「層序区分調査」では，その様々な調査目的に対応するため，第２白嶺丸に

搭載した多種類のサンプリング機器を駆使して調査を進めている．調査目標はいずれも極めてチャレ
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ンジングであり，3000ｍを越える大水深域での各種鉱物資源探査や，今後数年間でＢＭＳを主体とし

た200地点以上の岩石コアリングの実施など，世界的にも前例のない調査内容となっている．

時間的な制約の中で，厳しい自然条件に翻弄されながらの調査はまだ始まったばかりである．日

本近海では，温帯低気圧や台風，冬の季節風などによって，ＢＭＳの作業は大幅な制約を受ける．ま

たＢＭＳ計画点の大部分は海嶺や海台，海山など急峻な山岳地に集中し，ＢＭＳの設置に適した平坦地

は非常に少ないさらに，苦労してサンプリングした基盤岩コアは，風化や続'性変質の影響を受けて

いる場合が多い．このように，ＢＭＳの実施にあたっては，乗り越えなければならない数多くの障害

が存在するが，このプロジェクトに関わる全ての方々の，海洋調査に関する豊富な経験に支えられた

熱意と努力，そしてチームワークによって，素晴らしい成果が得られるものと確信する次第である．

最後に，本稿の公表許可を与えていただいた経済産業省鉱物資源課，石油公団，金属鉱業事業団

に感謝の意を表します．また，洋上調査を担当している深海資源開発株式会社，海洋技術開発株式会

社の皆様の日頃のご尽力に対しても，感謝の意を表します．
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討論－１

●司会（渡辺）日本海洋工学会運営委員で、海洋音響学会所属の渡辺と申します。本日、前

の部の討論司会を務めますが、よろしくお願いします。

もう一度講師をご紹介さていただきます。－つ目の講演をいただきました千葉大学の葉室先

生、二つ目の講演をいただきました海上保安庁の谷先生、そして今ご講演いただきました石油

公団の神田先生、金属鉱業事業団の棚橋先生、この４名の先生方でございます。

フリーのディスカッションに移らせていただきたいと思います。このパネルの討論も含めま

して後ほど資料としてテキストを皆様の元にお送りすることになっております。ご発言の時に

はご所属とお名前を述べていただいてからご質問をお願いしたいと思います。今回は全体的に

経済水域、ＥＥＺならびに大陸棚問題という非常に大きな問題が発表されたので、皆様のご関心

の向きも非常に広いかと思います。どの分野からでも結構でございますので、ご質問がおあり

の方は挙手のうえお願いいたします。それではご討論をよろしくお願いいたします。

●寺島（シップ．アンド・オーシャン財団）シップ．アンド・オーシャン財団海洋政策研究

所の寺島と申します。葉室先生にご質問したいと思います。

大陸棚や排他的経済水域とその制度のお話、また環境のお話を先ほど伺いました。大変関心

を持っておりますが海洋法条約に書いてある規定には、例えば海洋環境の保全についても管轄

権を持つとか、あるいは資源とかそういった点の主権的権利について書かれてあります。しか

しながら、どうも言葉だけであって具体的にどういうものなのかということに関してはピンと

こないところが多々あるように思います。特に２００海里を超える大陸棚の調査をすることにな

って伺っていると、ある程度具体的に地形図が出てきたり地質構造図が出てきたりしています。

そういうものを見ていますと、やはりもう少し海洋を管理することについて具体的に考えてい

かなければいけないのではないかと思います。

ですから２００海里を超える部分の海底だけではなく、そもそも２００海里の水域についても海

底とその上の水の空間があるので、その空間と海底をどうやって管理していくのかという観点

に非常に関心を持っています。その意味では陸上には土地台帳のようなものがあります。海洋

部分について、新しい海洋法条約の枠組みの中で海洋の三次元空間の管理というようなものを

考えていく必要があるのではないかと思っています。

それに関連して、海外ではマリンキヤダストルというような議論が多少出ていると聞いてい

ますが、そのような海洋の具体的な管理についての各国の考え方とか、マリンキャダストルと

いうものについて何かご存じでしたらお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。

●葉室残念ながら外国の最近の詳細な状況を承知していしません。日本の排他的経済水域に

おける管理は、これまで例えば漁業は水産庁が担当し、他の事項は他の機関が担当するでとい
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う形でやってこられていると思います。いろいろな団体が出している勧告等では、海洋を一元

的に管理する機関を作るべきであるとの意見が出されています。また今アメリカの中でも、ご

紹介した２つの委員会でも、海洋のガバナンスという点で何らかの改革が必要ではないかと言

われています。

１９８２年に海洋法条約ができた当時、いろいろな開発の目標が検討されていました。しかしそ

の後の２０年間で著しく進展したかというと、我が国において長い伝統のある漁業以外に関し

て顕著なものは見られなかったと思います。そのような状況もあって、管理機関を統合すると

いうような話は進まなかったのではないかと思います。今後それが必要になるのかどうかにつ

いては疑問があります。差し迫った必要があれば別ですが、単に理想的にこうであったほうが

よいとの判断だけで実施するのは現実には難しいのではないかと思います。

ただ、先ほどいいましたように海洋環境ということに関しては、現実に陸からの汚染や船舶

の汚染、いろいろな資源の枯渇といった問題がありますので、そういう面からの総合的なコン

トロールというものが必要になってくるのではないかと思います。

●司会（渡辺）ありがとうございました。いろいろ海洋環境等の問題の含みもございますの

で重要な内容です。単純に経済的な問題というだけではなくて、大袈裟にいいますと人類の生

き残りということとも関わってくる問題も含んでいると思います。他にございますか。お願い

いたします。

●原田土木学会の関係でまいりました元日本大学の原田と申します。先ほどのご質問の一つ

が抜けていたような感じがしております。私は今から３０年ほど前、資源調査会に国土小委員

会がございまして、わが国が２００海里経済水域を獲得したときにはどのような管理をするべき

かということを議論したことがございます。各業界から代表選手が集まりアクティブな議論が

なされましたが、そのときに海底地域のアドレスを作る必要があるだろうということと、当然

それは何ｍピッチ､何ｋｍピッチに設けるべきか、あるいは海底地形はもっと徹底的に調べて、

国士と主張するならばわが国の国土を知らないでなぜ国士といえるだろうかという議論がな

されています。そういう意味で最初にご質問された先生の話の中にもございましたが、アドレ

スはどのように考えていらっしゃるかという点について、海上保安庁ではどのようなお考えな

のかお教えいただければと思います。

●谷アドレスとおっしゃいましたのはどういうイメージでしょうか。

●原田当時、３０年も前の話です。この会場にも「○○番地」という住所が付いているのと同

じように、海の中にも番地を付けるべきではないかと。何丁目の何番地といえば、あるいは郵

便番号のナンバーのような形ででも、わが国の２００海里経済水域の中のセクションで、きちん
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とあるいは特別に関わる海嶺の点に関してのポイントに対しての名前付けが将来は必ず必要

になるだろうということを予測していました。そういう意味です。

●谷わかりました。おそらく海底の場所を特定するということについては、３０年前と今では

ずいぶん違っているところがあると思います。

それは何かといいますとＧＰＳというものができて、場所の特定が相当いい精度でできるよう

になったことです。昔、海域で基準点を作るという話がありました。海底に音響センサーを置

いておき、そこを目印にして場所を決めようというものです。そうでもしないと洋上では自分

がどこにいるかわからないという状態だったのです。当時は外洋で位置決めをする方法は天体

観測をする以外になかったのです。その後、ＮNSSという衛星を使うと方法が出てきましたが、

衛星の受信中は針路速力を変えられないとか、連続しては位置情報が得られないとか不便な方

法でしたし、０MEGAというのも連続して位置情報は得られるが位置精度がよろしくないという

時代で、そういう時代には、場所の特定というのは非常に大事になります。航海のナビゲーシ

ョンでも、地形航法と言いまして、水深を測って、今は水深が何ｍだからこのへんにいるだろ

うという推定がお役に立つ時代もありました。今は汎用のＧＰＳ受信機でも水平方向の精度が

lOOm以内で場所がわかります。そういう意味では海上のアドレスは緯度経度が務めることが

できます。

しかし、緯度経度の位置決めが実は一つに決まっているわけではありませんでした。測地系

によって同じ場所でも緯度経度の値がいろいろあったのですが、わが国も法制度を変えまして

世界測地系に統一しているので、現在では国際的に整合の取れた緯度経度で場所の特定ができ

るのです。

片や地名ですが、これは地形を測らないと地名が付きません。大陸棚調査のお蔭でといって

いいかもしれませんが、この２０年間、日本の特に南方の海域で非常にたくさんの、２００以上の

海山が見つかっています。それらに名前を付けるということは、きりがないということもあり

全部はやっていませんが、それでも相当たくさんいろいろな名前を付けてはいます。国際的に

も名前を付けて宣言しないと登録されないということがあり、国際的にそういう海底地形名を

付ける委員会があります。そこはメジャーなものしか相手にしてくれませんが、メジャーなも

のについては登録するということをしています。

地名を付けるときには、国際的には海洋学に貢献のあった人の名前を付けるということがは

やっているというか、それが－つの基本になっています。そういったことでやればいいのです

が、日本の場合はどうも人の名前を付けるのが得意ではないので、「春の七草海山」といって

海山が七つあったから七草粥のセリ、ナズナとかいう名前を付けたり、また七つ見つけて今度

は「秋の七草海山」など、冗談だと思われるかもしれませんが、それなりに七つになるように

工夫をして名前を付けてきています。

そのようなことをやっていますが、地形のすべての出っ張りやへこみにみんな名前を付ける
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となると、人の名前といいましたが、それこそ日本人の名前を片端から付けないといけないぐ

らいでこぼこはあるわけです。人の名前でよくないのは、余談になりますが、例えば立派な海

山があって誰かの名前を付けます。その後もっと立派な海山が見つかったときに別の人の名前

を付けたとすると、「なんであいつのほうが大きい海山なんだ」という話がでます。これはな

かなか大変です。国際的にもこういうことがおこっておりまして、ある地形について功績のあ

った科学者の名前を付けると「彼の業績はこの海山では足りない」というような議論が真剣に

されているので、なかなか定量化するのは難しいものがあります。

このように地形名を付けるという作業をする場所が国内にあります。海上保安庁の海洋情報

部に海洋地名委員会というものを設けて行っていますが、必ずしも全部網羅的に行っているわ

けではありません。それから国際的にはGEBCO（GeneralBathymetricChartoftheOceans）

という組織に海底地形名小委員会というものがあり、そこが国際的な海底地形名のオーソリテ

ィーとなっています。各国に地名委員会があり、そこがGEBCOに持ち込んでいろいろ議論をす

るという仕組になっています。このように目印となる名前についてはそういう仕組があって、

きちんとオーソライズするということで、ある程度大きな地形については地形名を付ける、そ

れ以外の地形には、何丁目何番地が必要であればやる、程度ではないかと思います。

●司会（渡辺）お願いいたします。

●増田（東京大学）東京大学の増田です｡勉強になりました。どうもありがとうございます。

海嶺からの大陸棚の延長というのはどのぐらいできるのかということが主体で調査をされて

いると理解しましたが、構造調査と海底をボーリングして地質を分析するという作業を、今は

石油公団と金属鉱業事業団が行っています。そのときに資源エネルギー庁と海上保安庁、文部

科学省の役割分担はどのように違うのかということが－つです。それから、これからデータが

いろいろ出てきた時にその総合解釈はどういう形でされていくのかという、この二点を教えて

いただきたいと思います。どなたに質問すべきかわからないのですがよろしくお願いします。

●司会（渡辺）では谷先生、お願いします。

●谷私もどなたにということはわからないのですが、これは非常に難しい質問です。各省の

縦割りの隙間を突く、つらい質問です。

お答えしますと、まず、各省でやっている部分の区分けはどうなっているかということです

が、そもそもなぜ三つの役所が関係するのかと申しますと、もともと海上保安庁は２１年ほど

前、海洋法条約が制定された１９８２年の翌年から大陸棚調査を行っていますが、当時は大陸棚

についての条約の文章はこういう意味でありそうだという検討ないしは推定をして計画的に

調査を行っていました。なぜ海上保安庁が調査をしたかと言いますと、海上保安庁の水路部は
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当時既に100年ぐらいの測量の歴史があり、システマティックな調査を大規模にやるだけの体

力と能力があったということが大きいのではないかと思います。

ところが、先ほど私がご説明したボーリングが要るとか、あるいは地殻構造の調査が要ると

いうのは９９年にガイドラインができたあとの話なのですが、そうなると私ども海上保安庁で

はボーリングの実績はありませんし、地殻構造調査というのも得意なわけではありません。例

えば海底火山の噴火が船の運航に影響があるので、海底火山の調査という観点から地殻構造調

査はしていましたが、そんなに大規模な調査ができるほどのトレーニングはしていなかったの

です。そこで地殻構造調査の得意な文部科学省、それからボーリングに関してスキルのある経

済産業省が入ったということで、皆さんで専門分野の得意なところを分担するという形になっ

ています。

実際には先ほど私が説明した中で、基本的考え方は去年の８月２６日にできたといいました

が、そこでは地形調査は海上保安庁が、ボーリング調査は経済産業省が、具体的には当時の金

属鉱業事業団ですが、やるということが書いてあって、地殻構造調査は私ども海上保安庁と文

部科学省が、具体的にはJAMSTECで海域分担をしてやる。もちろんJAMSTECと私どもだけでは

足りませんので、そこは民間にお願いするのですが、その詳細についてはそれぞれの機関の使

用できる道具立てに応じたような海域分担をするという考え方です。

それぞれの得られたデータの処理・解析はそれぞれの機関がやるのですが、これを統合しな

ければストーリーを作れません。「この海嶺はいったい何だろう」といったときには全部のデ

ータを足し合わせて見ていかなければなりませんし、あるいは解析もある段階からあとは全て

のデータを足し合わさないと解析ができません。そういったものについては、まとめてどこか

でやるしかないということになると思います。現時点ではまだそれぞれの調査の一時的な成果

を出すという段階なので、そのあと総合的な解析をどうするかということについては、内閣官

房を中心にこれから調整されるだろうと思います。

各省の縦割りのと言いましたのは、以前は三つの役所のものをどこで足し合わすかという議

論すらしょうがなかったのです。しかしその後、昨年１２月８日に内閣官房に大陸棚調査対策

室ができ、現在ようやくそういう議論ができるようになったので、まだ日が浅いわけです。こ

の課題は、調査をすることが目的ではなくて大陸棚を延ばすことが目的ですので、大陸棚の申

請をするという目的に見合ったような解析をするということが必要なので、これから検討とい

うことです。手遅れかというとそんなことはなくて、まだ第一段階の解析がすんでいない段階

ですから、今からでも間に合います。具体的にそういう処理能力があるかどうかということに

ついては、国内全体を見渡せば全然問題ないと思いますが、リーダーシップをどうするかとい

うことについてはこれから調整されるというように私は理解しています。

●増田どうもありがとうございました。もう一つお聞きします。先のロシアの例ではどんな

データが提出されたかがわからないということでしたけれども、得られたデータについての国
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内での開示は、申請して認可されるまではクローズという形であると考えてよろしいのでしょ

うか。

●谷これについても、一応予算は三つの役所にそれぞれ分かれて、三つの役所の中でデータ

を取るということですので、その段階では各省庁の考え方次第ということになります。例えば

資源探査に絡めてやっておられる経済産業省の場合では、特に２００海里の外側の資源というの

は今の段階では誰のものでもないわけですから、そこで資源の匂いがするということが今の段

階で諸外国にもわかってしまって、しかし大陸棚が延びなくて公海のままになってしまうとし

ますと、誰かにそれを取られてしまうということになってしまう、と、こういうことがあって

は困りますから、そういうことを考慮したデータの開示の仕方を考えるということはあると思

います。

ロシアのデータという話について追加的な話をすると、ロシアの申請の相当な部分は軍のデ

ータなのです。北極海というのはもともと戦略的に非常に重要なところだということで、軍が

相当な量の調査をしていました。あれだけ氷は張っているけれども、それにもかかわらず詳細

な調査をしていたわけです｡ただ､軍のデータだったのですから全部を開示しなかったのです。

それでいったいどんなデータが出ていたのかわからなかった状態です。国連の審査自体は完全

にクローズですので、申請者と国連の２１人の先生方以外は見ることができません。もちろん

その勧告の内容は公開されないのでわからないということです。

したがって、わが国のデータも全部クローズにして誰にも見せないまま蓋を閉めるというこ

とは可能ではありますが、相場観からいうと、取られたデータについて皆さんが使えるような

形にしたほうが評判はいいだろうという話もあります。これはまだロシアしかやっていないの

で何ともいいようがありませんが、国連の審査で使用されるデータについては、よく知られて

いるデータであって、第三者が解析にもよく使っていて、そこである一定の評価があるデータ

の方が受けもいいだろうという話が出ています。

わが国のデータについてどうするかということについては、一度各省で話をしたことがあっ

て原則公開ということになっています。ただ、それをどのタイミングでやるか、どこまで出す

かということについては詳細な議論がされていませんし、基本的には各省庁が目的に応じた調

査をしているので各省庁に委ねられるのだと思います。ちなみに海上保安庁のデータについて

は基本的に公開だと思っています。どのよう1ことかそのあたりのところは若干議論が必要です

ので、今は具体的なことを申し上げようがないのですが、早い時期に公開するだろうというふ

うに私は思っています。

●司会（渡辺）議論のなかでも、また石油公団や金属鉱業事業団からはある程度の今までの

成果というご発表もあったわけですが、その観点からはどういうふうにお考えになっているの

でしょうか。

－３６－



●原田ちょっと関連の質問で恐縮ですが、私が聞いてきた話の中で、例えばイギリスの北海

で石油掘削されたデータに関しては確実に３年間はクローズし、その後そのデータは全部商務

省に提供しなければならないという義務づけがされていたと思いますが、それは一般公開され

ているのでしょうか。掘った石油会社は自分たちの石油のために掘っています。多額の金をか

けているものをそのまま企業の所有にしていたのではもったいないということで、イギリス政

府は全部それを国へ報告するよう義務づけているようです。日本ではどうなっているのでしょ

うか。あるいはイギリス以外の各国はそのようなデータの処理をどうしているのかをお伺がい

したいと思います。

●神田最初に少しお詫びしなければいけませんが、外国の石油関係の状況については、あい

にく私は担当ではないので詳しくお話しできません。しかし国内、それから今私どもが行って

いる大水深の事業に関して話しますと、少なくともまず私どもの行っているこの事業に関して

は、資源に関するデータについては原則非公開という形にしています。先ほど谷室長からもお

話がありましたが、２００海里よりも遠いところは当然そういったこともあるのですが、２００海

里内の鉱物資源や石油、天然ガスについても、２００海里までの鉱床と２００海里より外の鉱床が

連続している場合もあるので、現在の事業の中では資源関係のデータについては積極的には公

表しないという方針で、経済産業省はこのような考え方に基づいて公開していません。

ただし、岩石関係や資源に関係ないデータについては、先ほどの話にありましたように、そ

のデータの信葱性や、そこの岩石が例えば大陸'性地殻のものであるとか、そういったものが本

当に確からしいかどうかというのは、単なるデータだけではなく一般に公表し、例えば論文化

するといったことで内容的にももまれているデータであれば、申請した時にさらにデータとし

ての信葱性が高まるということで、今後は公表していくというふうに今は考えています。

石油公団自体の全体事業でいうと、例えば国内の石油、天然ガスの調査に関しては報告書と

いう形でまとめてあり、経済産業省の保有データなので原則公開になっています。また石油公

団がやっている外国での調査等の場合は、石油公団が100％行っている事業というのはほとん

どなく、外国の企業との共同事業や複数の会社との共同でやっている関係がありまして、その

会社の関係で情報の公開契約をやっていますから、そこについてはなかなか公表できないとい

う状況になっています。以上です。

●司会（渡辺）ありがとうございました。

●小網（海洋圏研究所）海洋圏研究所の小網と申します。私は昭和４６年頃に２００海里時代

がこうなるということを考えまして、子どもの頃から駿河湾の真ん中に浅瀬があるということ

に興味をもっていたのですが、焼津漁協に働きかけて、そこの１９ｔの練習船を改造して３年間
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調査を行いました。あとの３年間は県の事業で、漁業の基本だということで駿河湾の真ん中の

石花海の海底地形調査を行いました。それをやっていたところ海上保安庁の方から「餅は餅屋

に任せろ」と、民間や漁協が余計なことをするなということをいわれたのです。やはり航行す

る場合の海底地形と漁場形成を検討する場合の海底地形とでは全然違うわけです。そのへんで

いろいろやってきました。

それで三つばかり谷先生にお伺いします。一つは、この国家的な規模で農林水産省の管轄で

は、予算が他の省と比べると１桁低いですから、そういうことで入っていないのではないかと

いう質問です。

もう一つは、谷先生のお話でいろいろな調査をするために船が足りないというお話がありま

した。実は水産高校の練習船が同じ形、同じ性能で３０数隻あります。これは個々に使えて、

まったく船団方式で一定事業を調査するという形でやれば、生徒も関心を持つし、「海の仕事

をやろう」ということになってきます。そういう形で船団として使えないかということを考え

ています。

今もう一つやっていることは、今日ここにお伺いしましたのは、駿河湾の調査をずっと続け

て今は焼津の基本になっているマグロ漁業の延縄で東京から静岡までに相当する150ｋｍを

3,000本も鉤を付けても１本もかからないなんてそんなバカなことをやる必要はない。省力化

システム漁法ということをお伝えしました。そのなかで水中ロボットを作り、水中ロボットも

下から上を見る。また前を見るのではなくて後ろを見るというロボットです。これは魚の生態

に関係していますが、そういうことで東京大学の海中工学研究センターの浦先生にお世話にな

っています。今回も浦先生からメールをいただいて「こういう講演会があるから行ってこい」

ということで参加したのです。

そういう点からいいまして、３０数隻ある水産高校の練習船は、このお仕事に活用することは

できないだろうかということです。石油公団がやられているようなことは無理だと思いますが、

基本的に漁船と貨物船、客船と比べて、港から港へ走る機能と海の上で仕事をする機能とはま

ったく違っています。客船の乗組員以上にいろいろなことを知っていなければなりません。こ

れはどういうことかというと海洋開発の原点ではないか、水産高校の生徒というのは海洋開発

の仕事に最適ではないかということでいろいろやっているのです。そういう意味から船団でこ

ういう調査に加えていただけるような方法はできないかということなのです。もちろん装備を

変えなければならない点もあると思います。ただ、基本的に３００ｔ以上、５００ｔ少しぐらいまで

の同形・同』性能の船が３０数隻ありますので、それを船が足りないときに活用できないかとい

うことが一つです。そういうことを伺いたいのです。

●司会（渡辺）これも谷さんになるでしょうか。

●谷水産庁の関与ですが、関係省庁連絡会議が一昨年できたというお話をしましたが、あそ
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こには水産庁が入っています。それはどうしてかと言いますと、大陸棚の天然資源ということ

では生物資源も含みますので、そういった観点から水産庁にもお話に参加していただいていま

す。

調査については先ほどお話ししたように、地形の調査と地殻構造の調査、それから基盤岩を

取るというこの三つに大別できます。まず地形の調査をするためには日本の海域の一番深いと

ころで9,000ｍ以上のところがあります｡浅いところはあまり測らなくても大丈夫なのですが、

ならして5,000～6,000ｍぐらいの水深を測り、かつ面的に測るために特別な測深機が必要で普

通の船の測深機ではだめです。また、このような測深機の設置の際には船型についても制限が

あって、小さな船ではだめなのです。例えば私どもで深海用の測深機を付けている測量船は

2,000～3,000ｔの船でして、少なくともそれぐらいの大きさがないと外洋での地形調査は難し

いのです。

ボーリングについては先ほどご覧いただいた第二白嶺丸という大型のタイプの船を使って

いますが、それも専用の道具がないとできません。もう一つ、地殻構造調査ですが、これは今

日ご説明を省略しましたがどういう具合にやるかというと、民間の船団方式でやるときに、ま

ず地震計をいくつか積んだ船があらかじめ出ていって地震計を海底に５ｋｍ間隔ぐらいでばら

まきます。それが済んだあとで、今度は音を出す船がだいたい４ノット、２メートル毎秒ぐら

いで上をゆっくり音を鳴らしながら走って行きます。それが済むと今度は海底地震計を引き上

げます。これは音波で信号を出して海底地震計に浮上を指示し、回収します。その地震計の投

入・揚収については特殊な船でなくてもよくて、地震計が投入できたり、あるいは回収できた

りするような、したがってデッキがあまり高くない船であればいいということになります。た

だ、使う個数が、これは経済'性の話もあるのですが、おそらく100台ぐらいの地震計を置かな

ければいけません。地震計は1ｍ×1ｍ×1ｍぐらいの大きさなので結構大きい、100個も置く

とかなり容積を取ります。

今、民間でおやりいただく部分については、そういう海底地震計の投入の船を何隻かでやる

とき、その船の大きさがおそらく500～1,000ｔ、あるいはもう少し大きいのではないかと思い

ます。また航海が結構長期にわたりますので、長期の堪航'性、あるいは外洋ですので外洋にお

ける荒波の中の堪航性が求められるということで、船舶の選定がされています。実際は私が雇

うわけではなくて、民間で行うのですから民間の会社の方が経済原理で安くていいものを探さ

れるということです。

水産高校の船についてはどのような船かは知らないのですが、おそらく地震計の投入・揚収

などに便利な形はしているだろうと思います。ただ、大きさの問題等はどうかなということが

あります。そこのところは実際には調査を担当される会社でいいものを選ぶことになっている

と思いますので、私がとやかくいう話ではないのですが、おそらく５００ｔよりは大きな船にな

っているはずです。１，０００ｔ近い船ではないかと思います。その意味ではちょっと難しいよう

な気がします。

－３９－



●小網あと一つは私どものシステムの省力化漁法は、海上自衛隊の掃海部隊の掃海索船をま

ったく裏返したものです。海上自衛隊の掃海部隊などを国全体の計画でやるのであれば導入で

きないかと思います。

●谷調査の技法として今申しあげたような－つのパターンの話がありますが、超音波探索と

いうことを行います。その道具がなければどうしようもないのです。防衛庁も各省連絡会議に

入っておられるので、一般論としまして、できることについては皆さん力を出していただくと

いうことになると思います。しかし、今は防衛関係から具体的にどういうことができるという

話は伺っておりません。例えば屈折法弾性波探査や反射法探査は、防衛関係では行っておられ

ないかもしれません。水深を測るということは行っておられると思いますが、ただそれは海上

保安庁でできてしまいます。防衛庁はやってくれるなという意味で申し上げているのではなく

て、無理をしてまで出てきていただく必要まではないかなということです。

先ほど「餅は餅屋だ、おまえらは測るな」という話があったと話されましたが、昭和４６年

ということですと私の世代は無罪です。今はそういうことではなくて、せっかく税金を使って

測るときは、みんなが同じやり方で測って、みんなで情報を共有しようということになってい

ます。そういう法律もあります。われわれが測ろうが、あるいは税金を使って他の機関が測ろ

うが、そういったものは同じスペックで測れば同じ答えが出るので、それを少しでも有効利用

しようというような仕組みになっています。「やるのはよせ」とは言っていませんし、言わな

いです。

●山崎（産業技術総合研究所）産業技術総合研究所の山崎と申します。技術的な話で、ボー

リングマシンのことについて主に棚橋さんにお聞きしたいと思いますが、谷さんの講演にもち

ょっと関わると思います。

基盤岩を取るのに谷さんのお話では１ｍぐらい取れば十分だという話がありましたが、実際

に今のボーリングマシンは２０ｍの掘削能力があります。ただ、逆に２０ｍの掘削能力があるた

めケーブルの問題もあるのでしょうが、適応できる水深が三千数百ｍです。実際に今計画され

ているなかにはやはり5,000ｍぐらいのところがあって、どうしてもそこで採りたいというと

きには何らかの形でボーリングマシンの能力を落としても、軽くしてその場所での掘削をする

必要があると思います。今は何か新しいケーブルとかボーリングマシンの計画をされているよ

うですが、どうしてもサンプルを採るという目的のためにやるのであれば、そういう小型化、

軽量化ということを検討されているのかどうかをお伺いしたいのが一つです。

もう一つは、逆に軽くし過ぎてしまってもボーリングができないという制約もあります。水

深が深いところへ行けない－番大きな理由はケーブルの自重なので、ボーリングマシンを軽く

すればすむだけではないと分かっているのですが、ケーブルの問題も含めてそのあたりはどの
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程度ご検討されているのかということをお聞かせいただければと思います。

●棚橋この検討というのは、私ども金属鉱業事業団ではなく深海資源開発が中心となってや

っています。聞くところによると、まずケーブルをもう少し破断強度の強いものを導入しよう

としています。今いちばんネックになっているのはやはりケーブルで、どうしても船の波上が

りや加速度が関わったときに過剰なテンションがかかってしまうので、そういう危険を避ける

ために水深3,300ｍで抑えているということがあります。

重量に関しては、今、山崎先生がおっしゃったように、あまり軽くなってしまうと海底での

踏ん張りがきかないので掘れないという状況があるため、あまり軽くはできないのではないか

と思います。現在、実際には２０ｍという仕様はあるのですが、私自身は海底の地質状況さえよ

ければ２０ｍ掘るのは現有機で十分できるだろうと思っています。ただ実際には、礫岩であった

り石灰質の堆積岩であったり、ガサガサになっていたりと海底というのは状況が非常に悪いの

です。特に九州・パラオ海嶺は構造運動の激しい場所で、厚いしっかりした溶岩のようなもの

は非常に少ない場所です｡もしそういうところさえあれば現有で十分２０ｍは掘れるだろうと思

っています。

もう一つ運用上の問題ということもあって、２０ｍ掘るとなるとどうしても朝から夜間までと

いう作業になってしまうので、そのへんの制約が一方ではあります。実際には10ｍ前後ぐらい

の深さで何とかうまく採れているので、今のところはそれぐらいでいいのではないかと考えて

います。

●山崎逆にもっと掘れないマシン、２０ｍ掘れなくて２ｍ掘るだけでいいマシンを作れば軽く

なるのではないかという意味で質問をしたのです。谷さんのお話では、１ｍあれば今回の目的

のためにはいいのではないか、１ｍぐらい掘れればというお話だったので。

●棚橋それには大きな仮定があります。新鮮な火山岩であれば１ｍでもいいだろうというこ

とだと思います。ただ、実際には海底下２～3ｍまでは非常に風化したり変質を受けたりしてい

て、しっかりした火山岩を採るにはやはり５ｍよりも深くないとなかなか得られないというの

が実態です。

●山崎すると少なくとも大陸棚の目的に絞れば、２０ｍではなくても５ｍか１０ｍの能力で十分

かなと理解してよいでしょうか。

●棚橋それはまだそこまでのデータを得ていないので何ともいえません。ただ、限られた期

間の中で与えられた課題として二百数十点の穴を掘らなければいけないということがあるの

で、私達としては現有機器と互換性があるシステムで、しかも信頼性の高いものでないと具合
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が悪いのです。新たな高機能のものは現在の技術では考えられると思いますが、そういうもの

を新たに導入して「さあ、掘ります」といっても、それを実際に運用して安定的に掘削できる

かというと非常にリスクが高くなってしまうので、まず現有の実績のあるスペックを優先すべ

きではないかと私は個人的に思っています。

●山崎ありがとうございました。

●司会（渡辺）ありがとうございました。時間が押していて、もうすでにオーバーしている

状況です。非常に大事な問題を皆さん熱心にご議論いただいているわけですが、このような問

題は、ご発言にもありましたようにすべての省庁が協力してやらねばならないと考えられます。

また、先ほど葉室先生のお話にありましたようにＮＧＯの問題など、われわれ民間が協力すべき

部分もあると思います。すべてやれるのかやれないのかはわかりませんが、今の予定では、こ

の大陸棚の問題に関しては２００９年までにすべてのボーリング調査ができるだろうという予定

の下に内閣官房の下でやっているということです。我々としても強い関心をもってこの問題に

ついては、このようなパネル等で機会があれば展開していきたいと考えております。

本日はお忙しいところご講演を引き受けてくださいました４名の先生方に、最後に感謝の意

を込めて拍手をお送りして、このセッションを終わらせていただきたいと思います。ありがと

うございました。
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海洋工学関連会議報告等

●司会（熊谷）海洋工学関連会議報告を始めさせていただきます。進行は私、資源・素材学

会所属で東京理科大学に勤める熊谷が務めさせていただきます。

まず海洋工学関連の会議報告について３件の話を進めさせていただきます。最初に資源・素

材学会から、産業技術総合研究所の山崎先生にお願いいたします。

●山崎昨年の９月と１０月に開催された二つの国際シンポジウムについてご報告します。両

方とも深海底の鉱物資源に関係するシンポジウムです。

まず「OceanMiningSymposium（ＯＭＳ）2003」が９月１５日から１９日まで、つくば市の産業

技術総合研究所で開催されました。このシンポジウムは１９８９年に創立されたISOPＥ

（IntemationalSocietyofOffshoreandPolarEngineers)、日本語では国際海洋極地工学会といいま

すが、それの分野別シンポジウムの一つで深海底鉱物資源開発技術とその応用技術の情報交換、

開発課題の検討､国際協力の協議の場等を提供することを目的に２年に１回開催されています。

第１回は８年前の１９９５年につくば市で、社団法人資源・素材学会の海洋資源部門委員会が主

催して開催し、その後第２回は韓国のソウル、第３回はインドのゴア、第４回は２００１年にポ

ーランドのシュチェチンで開催されました。いずれも１０～１２カ国、５０～７０名程度の参加者で

開催されてきました。これらの国々はいずれも深海底鉱物資源開発に関連した研究が活発に行

われている国々ですが、ほぼ一巡したため、２００３年の第５回は再度日本のつくば市で開催とい

うことになりました。

会議の実績はここに示したとおりです。だいたいこれまでと同じで出席者６０名程度、国内

からは３８名、海外からはここに書いた１０カ国の国と地域からの参加です。１２セッションでプ

レゼンテーションが４２、海洋深層水事業とメタンハイトルートは、日本で特に研究開発が活発

に行われているということでスペシャルセッションとして設定されました。

会議全体として特に目立ったのは、参加者のところを見ていただくとわかりますように、近

いということもありますがとにかく韓国から多数の参加があって、プレゼンテーションも非常

に多かったということです。韓国国内での状況は、今はマンガン団塊開発技術の研究開発の第

１段階が終わったところで、第２段階に進むかどうか、昨年の大統領選、それから大統領選後

の混乱等、政治情勢も絡んで微妙であるというふうにこのときにはお聞きしました。しかし最

近の話では、第２段階に進むゴーサインが一応出たというふうに聞いています。これが昨年９

月の話です。

そのすぐあとの１０月に、今度はＵＭＩ（UnderwaterMininglnstitute）の第３３回大会が１０月６

日から１０日まで、韓国の済州島で開催されました。ＵＭＩは北米地域で開催されることが多か

ったのですが、一昨年のニュージーランドに続いて昨年は初めてアジアで開催されました。韓

国海洋開発研究所（KoreaOceanResearchandDevelopmentlnstitute）がホストを務めて、国際海
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底機構（IntemationalSeabedAuthority）のナンダン事務局長をスペシャルゲストとして招いて開

催されました。正確な数字を主催したInternationalMarineMineralSocietyに問い合わせている

のですが、返事が来ていないので私が目分量で数えただけですが延べ参加者数は推定６０名程

度、そのうち韓国国内からの参加者が４０名程度でした。

ナンダン事務局長がレセプションの冒頭で基調講演を行いましたが、その中で特に印象的だ

ったのは､現在公海上での鉱区設定方法を議論しているコバルト・リッチ･クラストについて、

どういう進捗状況であるかということをかなりの時間を割いて説明されたことです。また、国

際海底機構とアメリカの大学や研究機関の研究協力体制についてもかなり説明されました。実

際にはアメリカは国連海洋法条約に加入していないので国際海底機構でも完全にオブザーバ

ーなのですが、実務面では協力が進んでいるということは驚きでした。

一般講演では、もちろん韓国で実施中の深海底鉱物資源、主としてマンガン団塊関係の開発

関連研究が多数紹介されました。特に韓国以外の外国からの講演で私が印象に残っているのは、

この写真に示した海底ケーブル埋設用ビークルです。海底をクローラーで走行しながら掘削ヘ

ッドの先端からウォータージェットを吹き出して、ケーブル埋設用の深さ３ｍの溝を掘削しま

す。空中重量20tという巨大なマシンです。こういうものがもしかすると深海底鉱物資源を開

発するときの雛型になるようなビークルなのかなという印象を受けました。会議の実績はプレ

ゼンテーションが３１件ありました。

わずか1カ月の間隔をおいて似たような会議が開かれたわけですが、その特徴を比較してみ

るとＯＭＳは工学系中心で、査読のある論文集の刊行を重視してアジア太平洋地域からの参加

者が多いことです。ＵＭＩは理学系、特に地質関係が中心で、プレゼンテーション・情報交換を

重視して、アブストラクト集のみの刊行で、欧米からの参加者が多いということです。以上で

私の報告を終わります。

●司会（熊谷）ありがとうございしまた。それでは続きまして造船学会から、東大名誉教授

で日本大学にお勤めの前田先生からご報告をいただきます。よろしくお願いいたします。

●前田日本大学の前田でございます｡それではOCEANS2003のご報告をさせていただきます。

ご存じのとおりOCEANSという国際会議は海洋工学、海洋科学の人たちの会議で毎年開か

れています。今年はアメリカのサンディエゴで開かれました。ここにスクリプスと書いてあり

ますが、今年は特にスクリプス海洋研究所の１００周年を記念した、一つの記念すべきＯＣＥＡＮＳ

の大会になっていました。昨年の９月２２日から２６日に開かれました。

大会はスクリプス海洋研究所の１００周年ということもあっていろいろな出し物が出ました。

そのため論文数は例年より多くて６００編､参加者は3,000名､Exhibitionが２５０件､Studentposter

sessionが２７件で、これは応募が１００件あったうちの中から選ばれた２７件です。Tutorialとい

うのは前日に開かれる講習会で、それが１７件、２００名の参加でした。
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具体的なテクニカルセッションとしては毎回だいたい同じようなものですが､Ｏceanography

UnderwaterAcoustics、UnderwaterVehicle(ROWAUV）、UnderwaterCommunication、

Geology/Geophysics、OceanObservationandMonitoring、OceanEngineeringです。これ以外に今

回は特別にスクリプス海洋研究所の100周年記念の特別企画ということで、いろいろ面白い出

し物やセッションがありました｡例えばWorld,sDeepestDive､OffShoreOillndustry､Impactofthe

inventionofthetorpcｄｏｏｆｔｈｅＵＳＮａｖｙ、Installationofahydroacousticdatasystemfbrregional

monitoring、Globalcoralreefalliance、Scripps，historyです。スクリプス海洋研究所は私は海洋物

理を主に研究することから出発した研究所かと思っておりましたが、もともとの発端は海洋生

物の研究所だったのです｡それからOceanObservatoryProgram､MilitaryAUVs､ExploringEarth，s

Oceans、NOAAexternalstakeholderfOrum、Occanscienceandtechnologyinthe21century、

High-frequencyradaradvancesystemandapplication、OceanexplorationfOmm、Pashionfish

sustainablefisheriessportsと非常にバラエティに富んだ、スクリプス海洋研究所１００周年の特別

企画が開かれました。

このOCEANSという会議は、主にアメリカの電気学会のOceanicEngineeringSocietyを中心

に、またＭＴＳ（MarineT1echnologySociety）が共催で開かれている会議ですが、アメリカのア

カデミックサイド以外に、コーストガード、ＮＯＡＡやアメリカ海軍が積極的にバックアップし

ている会議です。

次の会議は、ご存じのように今年、神戸で１１月１０日から１２日に開かれます。そして１日

前の９日にテュートリアルが用意されます。そういうことですので、ぜひ大勢の方にご参加い

ただきたいと思います｡今回の2004年のテーマは｢Bridgesacrosstheocean｣です｡OCEANS2004

は実はTbchno-Oceanと合同で開催準備をしており、通称「OTO'04」と呼んでいます。

またこのOCEANSという会議は毎年１回開かれていたのですが､このOCEANS2004が毎年

１回開かれていた最後の会議ということになり、その次の２００５年からは発展して毎年２回開か

れることになります。必ず秋口はアメリカで開かれ、春は１年おきにアジア地区、ヨーロッパ

地区、アジア地区、ヨーロッパ地区というふうに開催されます。２００５年はアメリカとヨーロッ

パで開かれ､２００６年はまたアメリカ地区と今度はアジアで開かれるという段取りになっていま

す。今年、２００４の神戸会議にはぜひご参加いただきたいと思います。以上です。

●司会（熊谷）どうもありがとうございました。貴重なお誘いをいただきました。楽しみに

しております。

次の会議報告は､社団法人日本海洋開発産業協会(JOIA)の北村先生にご報告いただきます。

よろしくお願いいたします。

●北村ＪOIAの北村でございます。私は海洋工学の非専門家ですが、日本海洋工学会運営委

員の勝丼さんのご指名を受けまして、OTC2003のご報告を申しあげます。
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ＯＴＣ（OffShoreTbchnologyConference）２００３は2003年５月の第１月曜日から木曜日まで４日

間開催されました。オフショアの海洋石油・天然ガス開発に焦点を当てた専門の、質的にも規

模的にも世界最高水準の会議です。ＳＰＥを主とした１１のスポンサー・ソサエティーが開催し

ています。ＯＨＰを使って注目の技術を二つほど紹介しようと思います。

海洋石油開発技術はより深く、より安く、従いましてより軽くというのが技術の指標になっ

ています。現在はＰＰＳＣが生産のプラットホームとして主流になっており、多くの海域に設置

されています。ＯＴＣではまた大水深開発技術が永年研究基調になって来ました。現在話題の大

水深海域はブラジル、メキシコ湾、西アフリカです。このスライドは「西アフリカGirassolプ

ロジェクト」で西アフリカのアンゴラ沖に設置されたＦＰＳＯとそのシステムです。フランスの

トタルフィナエルフ社がオペレーターになりまして設置されたＦＰＳＯは超弩級の

300ｍ×60ｍ×30ｍで、ストレージが２００万バレルです。日本の１日の消費量はＢＰの２００２年の

統計では533万バレルです。中国が日本を抜きまして５３６万バレルちょっとあり、世界第２位

の地位を奪いました。アメリカは４倍の、１日に2,000万バレル近くを消費しています。世界

の消費量の４分の１をアメリカ一国で使っています。ですからこのＦＰＳＯは日本の一日の消費

量の半分を貯油できます。

船体（ハル）の建造は韓国の現代造船の蔚山（ウルサン）で行いました。デッキも最初はフ

ランスのジョイントベンチャーETPMとボヤジェールでやり始めたのですが、途中でコストが

掛り過ぎるということで、また韓国に持って行って組み立てたということです。

ＦＰＳＯと更にフローティングのホストプラットホームが加わるという、もっと多様なコンセ

プトを想像していたのですが、シンプルに海底仕上げとＦＰＳＯのみです。油田が39、そのうち

生産しているのが23、それを海底仕上げからつなぎ、ＵＦＲ（UmbilicalFloatingRiser）というも

のを垂直に建て先端部をたわませて本船に継いでいます。これがエキスポートラインというも

ので2,500ｍあります。ここにフローターを付けています。この図はＳＢＭ(SmgleBuoyMooring）

で､ここから払出しをするわけです｡このエキスポートラインは右舷と左舷から２本出ていて、

ダブル形状にたわませています。このライザーは下にサポートするような筒があってそこから

建てています。これはＦＯＡＭ、ボイアントシンタクティック・フォームというもので、この

ように浮力をもたせて、ここのトップのところは空洞のタンクで浮かせています。

こちらがＦＰＳＯの係留装置で１６本あります。このケーブルはワイヤーチエーンとファイバ

ーの両方です。ＳＢＭの係留はポリエステルで、両方ともタウト・ムアリングにしています。

このような技術はブラジルで開発されました。ブラジルにはサンパウロ大学がありますが、そ

ちらに前田久明先生の愛弟子の西本先生という方がいらっしゃって、このような技術を開発さ

れたと聞いております。

もう一つご紹介する技術は、ＴLＰ（TbnsionLegPlatform）です。アトランシア・オフショア

というアメリカの会社ですが、ⅡＰをモノハルで、モノコラムともいうのですが１本のハルで

開発し「SeaStar」ＴＬＰと命名しました。ＡＢＳ船級でドライ・ツリーと将来のウエット・ツリ
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－両用で、石油会社Ａｇｉｐと１９９８年にメキシコ湾水深-510ｍのMorpeth油田に設置し、更に

昨年末トタルフイナエルフ社とMatterhomTLPをメキシコ湾水深-870ｍに設置しました｡ＴＬＰ

開発でアトランシア社のコンペチターともいえるのは、三井造船の金網さんが㈱モデックに移

って、アメリカへ行って「Moses」というＴＬＰを開発し、１号基は石油会社エルパソがメキシ

コ湾の水深-450ｍのプリンス油田に設置しました。続いて同じ昨年末にアトランシア社の

MatterhomTLPと競うようにモデックは石油会社アナダルコのマルコポーロＴＬＰをメキシコ湾

の水深-1,300ｍに設置し、大水深ＴＬＰのワールドレコードを作りました。このアトランシア

社とモデックの開発したモノハルＴＬＰは特許上で対立したということを聞いています。

その歴史を申しあげますとJOIAが静岡県の初島でプロトタイプのＴＬＰを実海域実験し、そ

の後、モデックは金網さんを中心にコノコ社等の協力を得てMosesTLPを開発しました。これ

は「テクノオーシヤン2000」にＪＯＩＡが出したパネルです。そのときにＭＯＤＥＣＴＬＰとアトラ

ンシア社のSeaStarTLPとを比較して展示しました。その歴史をいまだにずっと引き継いでい

るということです。今、モデツクのＴＬＰはこのようにモノハルではなくてコラムが４本で、こ

れがマルコポーロの曳航している状態です。

以上の「トタルフィナエルフ社Girassolプロジェクト」と「アトランシア社MorpethSeaStar

TLP」の２件の技術は“OTC2003,,の年次ＡＷＡＲＤ（優秀研究団体賞と特別賞）に輝きました。

一方テクニカルセッションは４９セッションありました。初日の朝１番に行われるものが最

も注目されるのですが、ブラジルが取り上げられ、「アクティブ・アリーナ・オフショア．ブ

ラジル」というテーマでした。工業大臣がプレゼンテーションしまして、ラボ・オーシャノ研

究所をリオに創設し大学院の学生の後継者を養成しています。ここには深度５ｏフィートの水

槽を作りました。又ブラジルは５年前に鉱区を開放したのですが税金やローカルコンテンツの

問題が存在し、徐々にそれらの問題も解決して行くという話をしました。

トップランナーの技術者だけではなくてハイランクの経営者がパネリストなっていろいろ

とディスカスするゼネラルセッションが二件ありましたが、「西アフリカ」のテーマではコン

トラクターと、ナイジェリアやアンゴラの国営石油会社との間での問題がなかなかうまくいか

ないということが取り上げられました。

それから「持続可能なオフショア開発」のテーマでは環境問題は倫理的なことが底流にある

けれども、ビジネスにも結び付くのだという至極当然の討議がございました。

●司会(熊谷）どうもありがとうございました｡興味深いお話を伺がわせていただきました。
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ＥＥＺ内及び大陸棚の深海底鉱物資源のポテンシャル

山崎哲生

産業技術総合研究所海洋資源環境研究部門

１．はじめに

厳密な意味で鉱物資源に関する定義を当てはめると、わが国のＥＥＺ内及び大陸棚の深海底鉱物

資源のポテンシャルについては、ほとんどわかっていないというのが実状である。これは、開発可

能な「資源」と呼ぶに足るだけの情報が集積されているケースは皆無であることによる。現状を正

確に表現すると、「わが国のＥＥＺ内及び大陸棚において、資源としての可能性のある深海底鉱物

が発見されている」ということになる。本稿では、これらの深海底鉱物の賦存状況と、それらの技

術・経済的開発の可能性について紹介する。

２．資源の定義

まず、鉱物資源に関する定義を示す。資源とは開発可能な有用物質を指すので、鉱物資源の場合

は次のような条件が求められる。逆に言えば、下記の条件が満たされなければ、量の如何に関わら

ず、資源とは言い難いのである。

①高い含有率（密度）であること

金属で言えば品位が高く、炭化水素で言えば充填率が高いということ。

②量的にまとまっていること

密度が高くても、多量になければ開発対象にはなり得ない（面積×厚さが大きい)。

③場所が良いこと

経済的に見合う場所に存在することが重要である。海洋鉱物資源なら、水深や製錬施設へのアク

セスなどが鍵を握る。

④経済性が見込めること

上記の①から③を満たしても、安価な代用品が将来にわたって安定供給できるとすれば、それは

開発対象にならない。３０年以内に経済的開発の可能性があることが一応の目処である。

最近、「大陸棚の延長の可能性のある海域に、数十兆円あるいは数百年分の資源が存在する・・・」

と新聞報道などで喧伝されているが、これらの条件を当てはめれば、「資源」と呼べるものがあるか

ないかは全くわかっていないというのが実状である。また、この「数十兆円」という表現は「価格」

であって、「価値」ではないと推測される。というのは、下記に示すように、ある程度の数字を仮定

すれば「価格」を算出することは簡単であるが、「費用」を算出して、「価格」からこれを減じて、

「価値」を導くためには、「資源」についての詳細な情報に加えて、「費用」についての詳細な情

報とその解析、専門知識などが要求されるためである。
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価値＝価格一費用

ここで、価格＝面積×厚さ×含有率×対象物の市場価格

費用＝採鉱費用十選鉱費用十運搬費用十製錬費用

（技術データ、設備投資額、金利、運転コストなどが必要）

大陸棚の延長の可能性のある海域についても、ＥＥＺ内においても、「資源」が存在するかどうか

についての情報がほとんどない、そして、どの程度の「費用」がかかるかを算出するために必要な

情報もないという現状では、そもそも「価値」を算出することは不可能である。場合によっては、

「費用」が「価格」を上回り、「価値」がマイナスになる可能'性もあると言わなければならない。

「資源」が存在するかどうか、どの程度の「費用」が必要かを算出するためには、長期間にわた

る地道な調査を行い、情報の蓄積を図ることが必要である。
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黒鉱型海底熱水鉱床

(公海､EEZ､大陸棚）

水深1,300-1,700ｍの背弧海盆､海洋性島弧

金､銀､銅､亜鉛､鉛

商業的開発対象
コバルト･リッチ･クラスト

(公海､ＥＥＺ､大陸棚）

水深800-2,500ｍの海山

コバルト､ニッケル､銅、マンガン

戦略的開発対象

マンガン団塊

(公海）

水深５０００ｍの深海底

最も有名な深海底鉱物資源

情報の集積が進んでいる

図１深海底鉱物資源の紹介

３．コバルト・リッチ・クラストと黒鉱型海底熱水鉱床

深海底鉱物資源として注目されているものには、図１に示すように、水深5,000ｍの大洋底に

分布するマンガン団塊、水深800～2,500ｍの海山を被覆するコバルト・リッチ・クラスト

（Cobalt-richCrust：ＣＲＣ）、海洋底の拡大軸や背弧海盆に出現する海底熱水鉱床がある。

マンガン団塊とＣＲＣは、海水中に溶けているマンガン、鉄などの金属が、ある一定の物理

化学的環境の下で、核や基盤となる岩石などに沈殿、付着してできたものと考えられており、

1ｃｍの厚さのものができるのに、1,000万年ぐらいかかったと推定されている。マンガン団塊は

1960年代から、将来の「資源」としての可能性が注目を集め、開発技術の研究が継続的に実施

されているが、その賦存水深から、一部の島蝋諸国の場合を除き、公海上に存在するものがほ

とんどであるため、本稿での議論の対象からは除外するが、後述する技術・経済的可能性評価

（フイージビリテイスタディ：ＦＳ）では、ＣＲＣの比較対照として紹介する。

ＣＲＣは図２に示したように太平洋の赤道周辺の低緯度海域の海山において、露出した基盤岩を

被覆するように分布している。コバルト含有率がマンガン団塊の２～３倍（0.5～０８％）のものが

多数見つかっており、賦存水深が浅いことと合わせて、その経済'性が注目されている。しかし、ク

ラストの厚さが最大でも１０ｃｍ程度で、基盤岩にクラスト下部が密着しているため、クラスト部分
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図２海山の規模概要と山頂縁辺部から斜面部にかけてのＣＲＣ賦存状況

だけを選択的に採掘することは技術上困難で、採掘された鉱石に基盤岩が混入することは避けられ

ないと考えられる。このため、基盤岩混入をできるだけ少なくして採掘すること、また、混入した

基盤岩を除去する選鉱プロセスを導入することが求められることになる。しかし、これらに必要な

コストによっては、前述のＣＲＣの有利さが失われてしまう可能性も否定できず、ＣＲＣの開発を

検討する際には、この点に関する技術的・経済的検討を十分行う必要がある。

海底熱水鉱床は、海底が拡大してできた裂け目における海底火山活動のようなもので、熱源

である岩石の中から、海水が金属分を溶かし出して、濃縮、凝固してできると考えられている。

大西洋中央海嶺、東太平洋海膨、紅海などの中央海嶺系のものが最初に発見・注目されたが、

沖縄トラフ伊是名海穴を初めとして、ラウ海盆、北フイジー海盆、マヌス海盆、伊豆一小笠原

弧の明神海丘や水曜海山など、西太平洋海域で金、銀を多く含む黒鉱型の背弧海盆、海洋'性島

弧系の塊状硫化物（SeafloorMassiveSul［ide：ＳＭＳ）が次々に発見されている。採取され

たサンプルには、高い金（数～数１０ppm)、銀（数100～1,000ppm）含有率を示すものがあり、

これらの黒鉱型ＳＭＳは経済的開発の可能性が高いと考えられている。実際、オーストラリア

のノーチラス社が、パプア・ニュー・ギニアのＥＥＺ内であるマヌス海盆のＳＭＳを対象に、

探査鉱区を取得し、１９９７年から探査を継続している。しかし、マウンド内部および下部におい

て、どこまで硫化物が広がっているのかなど、図３に示したように、三次元的鉱体規模の把握

が不十分であり、推定鉱量としては、明神海丘のサンライズ鉱床についての９００万ｔという数

字が示されているのみである。このため、現時点では開発規模を大きく考えることはできない。

マウンドは薄皮饅頭か？

ワ
．

中まで硫化物が詰まっているか､表面だけか

ＰＣ Ｍａｓｓｉｖｅｏｒｎｏｔ？

】ｕｎ【

】ｕ「１【】【二【】「出ｕｌｕＥ

1Ａ

i潜頭鉱床は存在するか？

図３黒鉱型ＳＭＳの三次元的広がりについての疑問
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図４北西太平洋（日本周辺海域）海底鉱物資源データベース（産業技術総合研究所の研究成果公

開：http://www・aist・ｇｏ・ｊｐ/RIODB/dbO58/DRAFTLhtm）の一例

４．北西太平洋（日本周辺海域）海底鉱物資源データベース

大陸棚の延長の可能性のある海域やＥＥＺ内も含む北西太平洋域における公表された海底鉱物資

源調査データをまとめたものとして、図４に示した産業技術総合研究所の「北西太平洋（日本周辺

海域）海底鉱物資源データベース」が挙げられる。図中に示されているように、約14,000点のドレ

ッジ、コアリングなどの調査データを網羅しているが、これらのうち、金属含有率分析結果を含む

ものは約800点しかない｡図４のカバー区域の面積に対して､約14,000点という調査点密度でさえ、

関東平野の広さに調査点が１カ所という程度であるのに、そのうちの６％しか「資源」評価に使え

るデータがないということである。大陸棚の延長の可能性のある海域やＥＥＺ内に、「資源」が存在

するかどうかについての情報がほとんどない、そして、どの程度の「費用」がかかるかを算出する

ために必要な,情報もないという現状がよくわかる。

５．コバルト・リッチ・クラストと黒鉱型海底熱水鉱床開発のＦＳ基本条件

５．１ＦＳ概要

ここでは、現在の経済、技術的状況に基づいて、2001～2003年に著者が中心となって実施し

た深海底鉱物資源の技術・経済的可能性評価（ＦＳ）の結果１Ｍ)，３)，４）（経済産業省の委託を

受けた金属鉱業事業団（現在は石油天然ガス・金属鉱物資源機構）が産業技術総合研究所に再委

託した調査研究）を要約して紹介する。経済性の検討に用いたモデル、パラメータの設定、仮

定や条件などの詳細については、これらの文献を参照いただきたい。また、紙面の制約上、上

記の文献に収録されている引用文献については、本稿では記載を省略する。マンガン団塊につ

いては、賦存'情報集積や開発技術のＲ＆Ｄが深海底鉱物資源の中で最も進んでいる。このため、

ＣＲＣのＦＳはマンガン団塊と比較するという形で実施したため、マンガン団塊のＦＳについ

ても述べる。

－５１－
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MiningVessel･世界のCO消費量の10%の2,500t/yの生産規模
･ＴｅｘａｓＡ&Ｍ(1983)､BureauofMines(1985)､HawaiiDPED(1987）

のＦＳデータを一部使用

･インフレ率は考慮せず｡運転コストは1999年価格で再計算
･ＣＯ価格はUS$15-30/|b､ＮｉはUS$3.33/|b､ＣｕはUS$1/lｂ

･建造期間４年､テスト･調整1.5年､50％生産0.5年､19年フル生
産､計25年間の開発計画

･自己資本30％､借入金70％､借入金利８％､定率原価償却
･クラストは南鳥島南東公海のＪＡ海域(日本まで片道3.5日）

･水深2000ｍ、品位CO:0.64%､Ｎｉ:0.50%､Ｃｕ:0.13%､厚さ5ｃｍ､賦存
量100kg/m2､面積率4％

･マンガン団塊はハワイ南東の日本鉱区(日本まで片道12.5日）

･水深5000m､品位ＣＯ:0.20%､Ｎｉ:1.44%､Ｃｕ:1.12%､賦存量10kg/ｍ２
･採鉱方式は採鉱船､揚鉱管･フレキシブルホース､水中ポンプ
による流体ドレッジ

･クラストは自走式採掘機､マンガン団塊は曳航式集鉱機
･クラストの選鉱法は深海底鉱物資源開発協会(DOMA)検討の

磁力選別、比重選別、浮遊選別(ＤＯＭＡ,1998）

･基盤岩混入率､基盤岩種類､クラスト回収率､基盤岩除去率は
ＤＯＭＡデータ(ＤＯＭＡ,1998)をそのまま使用

･製錬場所は日本(東京周辺)､製錬法はDOMA選定の熔錬硫化

塩素浸出法（小島,1997）

･鉱区取得までの探査コストは含まず｡採掘前精査は含む

~〒￣
０

Ｉ LiftSVstem

一▲－

T--

lPipeStnng

a];ＩＦ
Mine「｜

～－、_ﾐi三H:菫3
￣令已－－－－－－

コバルト･リッチ･クラスト

系鉱システムのイメージ

図５ＣＲＣとマンガン団塊のＦＳで用いた主な基本条件や仮定

５．２ＣＲＣとマンガン団塊

ＣＲＣ開発の対象海域は南鳥島の東南約３６０海里付近の公海上の海山と仮定し、Latitude

Nl7o、LongitudeEl57oを位置データと設定した。中型の海山を想定し、表面積約1,500ｋm２

の２０%にＣＲＣが平均厚さ３０ｍｍで分布し、そのうち、面積にして２０%に相当する平均厚さ５０ｍｍ

の山頂縁辺部と斜面上部の地域が採掘対象となると仮定する。この場合､分布密度は100kg/㎡、

埋蔵鉱量は６００万ｔと計算できる。当該海山での採掘終了後は、近傍の他の海山へ移動して採

掘を継続するものとする。そのほか、平均水深2,000m、クラスト部分の湿比重２．０､含水率３５%、

基盤岩部分の湿比重２．５、含水率１０%、基盤岩混入率は約２０%等を基準条件として仮定した。そ

の他の主な基本条件や仮定については図５にまとめた。

マンガン団塊は直接製錬を行うため、有用成分の損失はない。一方、採鉱した全量を輸送し

て製錬工程に搬入するため、大規模な輸送設備と製錬設備が必要であり、輸送費と製錬費増加

による経済`性への影響が予想される。対象海域はクラリオン・クリッパートン断裂帯の日本鉱

区（LatitudeN10o、LongitudeWl47。付近）とした。日本鉱区のうち、平均賦存密度が10ｋｇ

/m2以上の地域がまず採鉱対象となるものと仮定し、平均水深5,000m、団塊の湿比重２．０、含水

率３５%とした。その他の主な基本条件や仮定については図５にまとめた。

５．３ＳＭＳ

推定鉱量が算出されていること、日本のＥＥＺ内にあること、製錬立地想定場所との距離な

どの観点から、明神海丘カルデラのサンライズ鉱床を対象に選定した。東京から南へ約２５６カ

イリ（LatitudeN32。０６、LongitudeE139.52）で、水深は約1,400ｍである。物性試験結果5）

から、湿比重はＭ、含水率は］2.8%とした。

サンライズ鉱床は潜水艇による調査によって発見され、サンプルからは高い金、銀、銅の含

有率が得られている。しかし、これらはチムニー、マウンドを中心に肉眼観察によって選ばれ、

採取されたものであり、その過程で選別を受けたものである。また、硫化鉱をあまり含んでい

ないものについては、金属含有率の分析が行われないため、サンプルのデータを平均すること

－５２－



ＡＢ１０ｃｍＡＣ:１５cm

----

iiii夛溌Ｉ量ﾄﾞﾖ譲詮麹Ni職#0瞬訂

Ａ

?0弓9P
ijl2ii．

Ａ 、:３０ｃｍＥ:３５ｃｍ

“(｡即ｉｓ０１門Ｙ１２゜⑧
F:１０ｃｍ

ＯＯＯＯＯ

１４４０９１４５４０１８６０６５６００

２８９０００１０４０１４０２８２０

０２１０１８５７６３３０４４９０

２５９１８６２０６０８２０９４５００

０２２０９２２５９０３８２８５００

５５６０６５１２４６５３１３２６５２

６６７０７８１４９５６３８３９１８２

図60010BMSOlMYの写真および分析値

には意味がない。このため、海底着座式コア採取機（BenthicMulti-CoringSystem）によって、

サンライズ鉱床で採取されたコアのうち、図６に示したO010BMSOlMYの分析値を用いることを

検討した。このコアはサンライズ鉱床北西縁辺部の小規模マウンドの斜面で採取されたもので

あるが、表層堆積物の下部に、有用金属含有率の高い富鉱部が存在する可能性を示唆するもの

といえる。このコアについては、採取コア長１４６cmのうち、Ａの計４６ｃｍ分は約２ｍ単位でコアバ

レルを交換して掘削をする際に、海底面近傍の堆積物が掘削孔に落下して、回収コア中に混入

したものと解釈される。このため、残りのＢ、Ｃ、Ｄ、Ｅの部分について個別に有用金属含有率を

測定し､それぞれの長さ分の重みをつけて、100ｃｍのコア長全体の平均有用金属含有率を求めた。

その結果、Ｃｕ:６．６７%、Ｐｂ：０．７８%、Ｚｎ:14.95%、Ａｕ:０．３８ppm、Ａｇ:391.82ppmが得られた。図６に

はこのコアの品位分析値もまとめて示した。

この表に示した分析値は掘進長757ｃｍのうち回収された部分のみ、さらにそのうちの落下物

ではないと解釈された部分100ｃｍの平均値であり、鉱床全体の平均値として用いることには疑

念がある。このため、この100ｃｍの平均値については富鉱部の有用金属含有率の例として扱う

Crustventure

Ｍｉｎｅｒ Lift ｖｅｓｓｅｌ TransportMetallurgy

鴎邇一瞬－－通
554,000t/y(dry）ＣＯ:2,500t/ｙ

ＭｉｎｅｒLiftVesselTransportMetallurgy

鮒一画一蹴-亜一睡
Ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ

ｓａｌｅｓ

Ａｂｏｕｔ０．７０

３００，０００Ｗ(wet）

０．９８ｘＯ８７ｘＯ２６

６６,015t/y(dry）

図７ＣＲＣとＳＭＳ（年間３０万ｔ揚鉱）のマテリアルフローと開発モデル構成

－５３－

Sａｍｐｌｅ
ｎａｍｅ

Drilledlength：757cｍ

Recoveredcorelength：１４６cｍ

Ｃｕ(％） Ｐｂ(％） Ｚｎ(％） Ａｕ(g/t） Ａｇ(g/t）

Ａ about46cminO-757cm ０ ０ ０ ０ ０

Ｂ aｂｏｕｔｌＯｃｍｉｎｌ６３－３５１ｃｍ 1．４４ ０．９１ 4５．４０ 1８．６０ 656.00

Ｃ aboutl5cmin351-553cm 2８．９０ ０．０１ 0．４０ 1．４０ 2８．２０

， about３０ｃｍ |、 553-757cｍ 0．２１ ０．１８ 5．７６ ３．３０ 4４．９０

Ｅ about35cmin553-757cm ２．５９ 1．８６ 2０．６０ ８．２０ 9４５．００

Ｆ ａｂｏｕｔｌＯｃｍｉｎ５５３－７５７ｃｍ ０２２ ０．９２ ２．５９ ０．３８ 2８５．００

Ａｖｅｒａｇｅｏｆｌ４６ｃｍ 5５６ ０．６５ 1２．４６ ５．３１ 3２６．５２

ＡｖｅｒａｇｅｏｆｌＯＯｃｍ 6．６７ ０．７８ 1４．９５ ６．３８ 3９１．８２
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ことにし､鉱床全体の平均値としては､黒鉱浮選データとして公表されている原鉱品位Ｃｕ:1.66%、

Ｐｂ:２．４５%、Ｚｎ:10.5%、Ａｕ:１．４ppm、Ａｇ:113ppmを用いることにした。

開発規模は、海底での破砕効率、集鉱効率などの明確な研究データがないため、揚鉱量を基準に

取ることにし、年間３０万ｔ（Wet）を基準と設定した。これは、サンライズ鉱床の埋蔵鉱量のうち、

採掘の際にロスする分（約３分の１）を除いた６００万ｔが、２０年間の採掘対象となると仮定したた

めである。図７にこのケースのマテリアルフローと開発モデル構成をＣＲＣと比較して示す。

ＳＭＳの物性試験結果5）から、採鉱機はＣＲＣと同じタイプの掘削装置、取込装置、本体フレ

ーム、走行装置、供給装置、制御装置で構成する。掘削、取込、走行に必要な反力は、ＳＭＳの水

中比重が大きいことを利用した貯鉱方式によって得る｡これは､採鉱機の中に貯鉱スペースを設け、

その中の鉱石を増減することにより、自重を制御するものである｡ある場所での採掘が終了すると、

採鉱機は離底し、採鉱船の力を借りて次の点へ移動する。

採鉱船上に浮遊選鉱設備を設置し､陸上で脱塩後､精鉱は既存製錬所に全て売却することにする。

６．金属価格

金属価格は経済性評価に大きな影響を与えるが、どの程度の長期的見通しを立てて設定する

かは難しい問題である。ここでは、Roskill,sMetallsDatabook2000を基に、Ｎｉ:US$3.3/lb、

Cu:US$l／lb、Ｐｂ:US$0.45/lb、Ｚｎ:US$0.55/lb、ＡｕＵＳ$336.4/oz、Ａｇ:US$5.2/oｚという１９９５年か

ら１９９９年までの５年間の平均値を設定した。ただし、２００２年以降の金属価格上昇傾向が、今後

も継続する場合は、価格設定を見直さなければいけない可能`性がある。コバルト価格は変動が

大きいため、ＵＳ$15/lb、ＵＳ$20/lb、ＵＳ$25/Ib、ＵＳ$30/lｂの場合に分けて評価した。

ＳＭＳの場合、売鉱価格は鉛、亜鉛の製錬生産売上収益の７５%あるいは７０%として計上した。

これらに含まれている金・銀についても、同様に計上した。

表１マンガン団塊の基本経済性評価

表２ＣＲＣの基本経済性評価

表３ＳＭＳの基本経済性評価

－５４－

Sｅｎｓｉｔｉｖｉｔｙｆａｃｔｏｒ Manganesenoduleunder2,500t/yCoproductionrate

Cobalt pｒｌｃｅ Paybackperlod NPV($） IRR(%）

US＄１５/lb

US＄２０/lb

US＄２５/lb

US＄３０/Iｂ

９
９
７
２

●
●
●
●

６
３
１
０

１
１
１
１

-156Ｍ

-38Ｍ

77Ｍ

188Ｍ

3.9

7.0

9.8

1２．３
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７．経済'性評価結果

表１～３にマンガン団塊､ＣＲＣ、ＳＭＳ（年間３０万ｔ揚鉱)の経済性を評価した結果を示した。

コバルト価格がUS＄15/lb、ＵＳ$20/Iｂでは、マンガン団塊がＣＲＣより有利であり、ＵＳ$25/Iｂにな

るとＣＲＣの優位,性が現れることがわかった。マンガン団塊もＣＲＣも、コバルト価格がＵＳ$20/Iｂ

では、利益が生まれず、このレベルでは、借入金の利子補給、税制面での優遇措置など、政府の保

護措置が必要となる｡ＵＳ$25/lｂになって､資本回収期間(Paybackperiod）１１．７年､純現在価値(NPV）

US$７７million、内部収益率（IRR）9.8%と、資本回収期間１１．１年、純現在価値ＵＳ$６２million、内

部収益率10.6%となり、利益が見込めることがわかった。これに対して、ＳＭＳ（年間３０万ｔ揚鉱）

の場合は、売鉱価格を７０%としても、資本回収期間10.5年、純現在価値ＵＳ$l3million、内部収益

率11.1％となり、売鉱することによって、製錬所新設の初期投資が不要になるため、経済性がかな

り見込める結果になった。

８．パラメータを変化させた感度分析

８．１生産規模の拡大（マンガン団塊）

2,500ｔというコバルト生産量の制約を外し、規模拡大によるコストダウン効果をみるため、

究極的な場合として、世界消費量の100%にあたる年間25,000ｔを生産規模とする設定で、マン

ガン団塊開発の経済性評価を行ってみた。その結果を表５に示す。ＵＳ$20/lｂでも、資本回収期

間１２．０年、純現在価値ＵＳ$771million、内部収益率１０．３%となり、収益が見込めることになる。

表４生産規模の拡大の影響（マンガン団塊）

表５基盤岩混入率の増加の影響（ＣＲＣ）

８．２基盤岩混入率の増加（ＣＲＣ）

基盤岩混入率の異なる２つのサンプルに、同じ浮遊選鉱試験を実施した結果を利用して、基

盤岩混入率の増加が経済'性評価に与える影響を計算してみた。その結果を表６に示す。基盤岩

混入率が増加すると、選鉱によって分離できずに、精鉱中に混入する基盤岩の量が増加し、こ

れが海上輸送、製錬に負担となり、経済性が悪化することがはっきりわかる。

８．３富鉱部のみの採鉱（ＳＭＳ）

サンライズ鉱床の鉱体の中に、図６に示したような富鉱部が、このコア回収率に相当する割

合で含まれると仮定し、富鉱部のみを小規模に採掘するという開発モデルを考えてみた。この

場合、２０年の採鉱期間を想定すると、揚鉱量基準で年間５万ｔ（Wet）の開発となる。この規模の

－５５－
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採鉱システムとしては､400ｍの水深での実験を成功させたインドのマンガン団塊採鉱システムが存

在する。このシステムは、ドイツのSiegen大学が考案したもので、自走式採鉱機とドラム巻き取り

可能なフレキシブルチューブから構成される。揚鉱は、採鉱機に搭載したポンプによってチューブ

内に発生させた水流によって行う。

この採鉱機をベースに、掘削装置の付加、本体フレームや走行装置の強化、保護構造の装備など

を行って、ＳＭＳの小規模採鉱システムを構築し、経済性の検討を実施した。このケースのマテリ

アルフローと開発モデル構成を図８に示す。

その結果、表６に示すように、開発規模の縮小と、鉱石の品位向上によって、商業的開発が可能

なしベル（内部収益率15%以上）まで経済,性が向上することがわかった。

明神海丘サンライズ鉱床を想定
Seafloo「massivesulfi由ｓ

東京から474kｍ

水深1,400ｍ
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図８ＳＭＳ（年間５万ｔ揚鉱）のマテリアルフローと開発モデル構成

表６富鉱部のみの採鉱（ＳＭＳ）

まとめ９．

本稿で述べたことをまとめると、次のようになる。ただし、下記の③～⑥については、不足

する情報を種々の仮定によって補った上で導いたものであり、情報集積・技術開発が進む、あ

るいは、金属価格動向が変化するに従い、見直す必要がある。

①大陸棚の延長の可能性のある海域やＥＥＺ内に、「資源」と呼べるものが存在するかどうかにつ

いての情報がほとんどない、そして、その開発「どの程度の「費用」がかかるかを算出するために

必要な情報は全くないのが現状である。

－５６－

■■

■■
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②「資源」の評価、開発の可能性の検討のためには、長期間にわたる地道な調査を行い、情報の蓄

積を図ることが必要である。

③マンガン団塊とコバルト・リッチ・クラスト開発には巨額の投資が必要であるとともに、コバル

トの市場規模が小さいため、リスクが大きい。また、内部収益率が１５%以下であるため、民間企業

が開発を実施することは難しい。ただし、内部収益率がマイナスになることはほとんどないため、

低利融資、税制面での優遇などの措置を講じた、国策に基づいた戦略的開発は可能性がある。

④明神海丘サンライズ鉱床などの黒鉱型海底熱水鉱床開発には、距離的有利さ、既存製錬所の利用

など､少額の初期投資で済む利点があるため､鉱量と品位によっては内部収益率が１５%以上になり、

民間企業による商業的開発の可能性がある。

⑤③も④も、多額の先行投資となる鉱区取得前の探査費用は含まないという前提での試算であり、

この部分における国の関与は必要である。

⑥③は公海上であるが、共に国連海洋法条約で規定される国際海底機構の管轄に入る場所（マンガ

ン団塊は確定、コバルト・リッチ・クラストは現在審議中）に分類される。ただし、コバルト・リ

ッチ・クラストの場所は、一部が大陸棚の延長の可能性のある海域にも分類される。黒鉱型海底熱

水鉱床はEEZ内のものである。

今後、ＦＳの精度を向上させ、「資源」としての価値を正確に見積もるために必要な情報として、

コバルト・リッチ・クラストの場合は、次のようなものが必要である。

・微地形の把握

.厚さの把握（混入した基盤岩の選鉱は困難、基盤岩を混入させない工夫が必要）

・金属含有率、特にコバルト、ニッケル、白金の把握

また、黒鉱型海底熱水鉱床の場合は、次のようなものが必要である。

・鉱体規模の把握

・富鉱帯の発見

・製錬実験（脱塩後、既存製錬所へ数トン規模で搬入）

大陸棚の延長の可能性のある海域やＥＥＺ内に「資源」と呼べるコバルト・リッチ・クラストや

黒鉱型海底熱水鉱床が存在すれば、開発の可能性はあるといえる。長期間にわたる地道な調査を行

い、情報の蓄積を図ることが望まれる。
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水産資源のポテンシャルとその有効利用

船越茂雄

愛知県農林水産部水産課

１はじめに

日本近海は，太平洋南東部のチリ沖，大西洋北部の北海とともに世界の３大漁場を形成している。

2000年の漁業生産量は，我が国２００海里水域を含む北太平洋西部が世界第１位で2,318万トン，第２

位が太平洋南東部で1,581万トン，第３位が大西洋北部で1,102万トンとなっている（図１）。とくに

日本の太平洋側に広がる親潮と黒潮の混合域は，世界屈指の好漁場となっている（図２）。

この優れた漁場をもつ日本は，世界の主

要な漁業大国であるが，世界一の水産物輸

入国でもある。しかし，将来の世界的人口

の増加と食料危機を視野に入れたとき，恵

まれた水産資源をもつ我が国には，２００海里

水域内の水産資源の有効利用を進め、自給

率の向上を図っていく責任がある。

1990年代は，水産資源をめぐる大きな動

きが相次いだ。1994年には国連海洋法条約

が発効，１９９７年には新たな漁獲管理制度（通

称ＴＡＣ制度：TotalAllowableCatch）がスタ

ートさらに２００１年には水産基本法が成立

した。この一連の動きは，水産資源の持続

的利用という基本理念によって貫かれてい

る。しかし，現実は厳しく，国内漁業生産

量は，この１０年で約半減してしまった。

この報告では海洋生態系内において，昔

から資源変動と豊凶をくり返してきた水産

資源の特徴と人為的制御の可能性について

ふれながら，２００海里水域内の水産資源の有

効利用と漁業生産について展望したい。

図１世界の３大漁場の漁獲量（FAO,2000）

’
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図２２００海里水域と海流模式図（点線内は好漁場）

２水産資源のポテンシャル

水産資源はいろいろな可能性，ポテンシャルをもっている.

１つは，持続的生産のポテンシャルである。水産資源は，再生産が可能な生物資源であるので，環

境破壊や乱獲をしなければ，毎年，増えた分だけ漁獲することにより，私たちは将来にわたって海の
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恵みの恩恵を受けることができる。これが持続的生産の理念である。一方，鉱物資源は使った分だけ

は確実に減っていく。

２つ目は，爆発的な繁殖ポテンシャルである。日本産マイワシは，1965年に漁獲量が9,200トンま

で減少したが，１９８８年には４４９万トンまで回復・激増した。実に４５０倍もの変動を示し，このダイ

ナミックな動きによって，私達は改めて海洋生産力の巨大さを思い知った。

３つ目は，将来の食料問題解決のポテンシャルである。現在，６１億の世界人口は，２０２５年には７６

億になると予測されている。耕地面積や穀物収穫面積の増加が横ばいとなってきた現在，水産資源に

対する期待はますます大きい。水産資源は，広大な海洋の基礎生産力に支えられ，餌や肥料などの手

間やコストをかけなくても，毎年，莫大な量が生産される。

こうしたポテンシャルをもった水産資源の有効利用は，「食の世紀」と言われる２１世紀が解決す

べき最重要の課題である。

３最近の国内及び世界の漁業生産と水産資源の現状について

近年，水産資源は漁業による過剰漁獲，乱獲によって危機的な状況にあるという論調が目につく。

各国政府の水産政策に大きな影響をもつＦＡＯ（国連食糧農業機関）は，世界の水産資源の７０％以

上が過剰漁獲かそれに近い状態にあると指摘，水産庁も平成１３年度水産白書において，水産資源の

悪化は，我が国周辺水域のみならず，世界的にも重大な懸案となっている，と述べている。また，欧

州連合委員会は，２００１年に公表したグリーンペーパーの中で，ＥＵ域内の多くの魚種で生物学的に安

全な限界値を超える過剰な漁獲が行われ，資源崩壊の危機が迫っている，と警告している。欧米の民

間団体にも「いまや世界の漁船の漁獲能力を合わせると，持続可能な漁獲高の２倍になる」（ﾜｰﾙﾄﾞウォ

ッチﾆｭｰｽ）というような厳しい指摘が目立つ。共通して，漁業による乱獲に警鐘を鳴らしている。

（１）国内及び世界の漁業生産

国内漁業生産量は，この１０年で約半減した。しかし、その内訳を見ると資源量が主に自然変動に

左右されるマイワシとロシア及び米国の２００海里水域内に主漁場をもつスケトウダラの２魚種によっ

て，おおよその水準が決まってきたと言える（図３）。

１，４００
一×－国内生産量

1，２００

1000

上
限
）
咽
掴
矧

８００

６００

４００

２００

０

１９６０１９６４１９６８１９７２１９７６１９８０１９８４１９８８１９９２１９９６２０００

図３国内漁業生産量

２００海里時代の影響を最も受けた遠洋漁業は,戦後急成長し，１９７２年に約４００万トンを最高に，１９７０

年代後半以降の２００海用時代に入ると２００万トン台に減少，1990年代以降は１００万トン以下となっ

ている。落ち込みの最も大きかったのはスケトウダラなどを漁獲する北方水域の遠洋底びき網漁業で
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最醗期に比べ約１７０万トンも減少している。マイワシとスケトウダラの２魚種を除く生産量は６５０万

トンから７５０万トン程度の幅で比較的安定している。近年はカタクチイワシ，ホッケ，スルメイカな

どの贈加が漁業生産の安定に寄与している。

海面漁業に限ると，マイワシが史上最高の水揚げを記録した1988年の生産量は1,126万トンで，

このうちマイワシとスケトウダラの２魚種で計５８１万トン，全体の実に５２％を占めている。この２

魚穂への依存度の高さは，その後のマイワシ資源の減少とＺＯＯ海里体制にともなうロシア及び米国水

域からの撤退によるスケトウダラの減少により，国内漁業生産量の著しい落ち込みを招いた。近年，

これらの生産量の落ち込みや停滞原因を，漁業による乱獲とする風潮があるが，実態を正しくとらえ

ているとは言えず客観的で冷静な分析が望まれる。

一方，世界の漁業生産量は，１９５０年の２，０００万トンが２００１年には６．５倍の12,900万トンとなり;｜

き続き増加傾向にある（図４)。内訳は，漁業７０．９％，養殖業２９．１％，また，漁業の約９０％が海面

漁業，一方，養殖業では約６０％が内水面養殖業となっている。中国が全体を押し上げているが（4,382

万トン，うち内水面が約４０％の1,810万トン)，近年，ＦＡＯは中国の統計値が過大である可能性を指

摘している。中国を除く生産量は，1980年代末から９，０００万トン弱の水準で停滞しているが，２００１

年の世界の海洋生産量8,400万トン百万ﾄン

が、楽観的見方では２０１０年には１１４０

億4,400万トンまで増えると予測さ’２０
れている（FAO)。海洋においてはⅢ

８０

浮魚類を｢P心とした低利用もしく
６０

は未禾１１１１１の生物資源は膨大な量が
４０

あるとも言われ，また，鯨類Ｉこよ
別

る１１１i食量は５億トン以上と試算さ・

車1コ弄峅

れており（Tamura＆Ohsumi,1999)，Ｉ９５ｏｌ９５５１９６０１９６５ｌ９７０１９７５１９８０１985199019952000

今後とも海洋生態系内の生物資源の図４世界の漁業生産量

利用方法によっては漁業生産の大幅な伸びが期待でき,食料問題解決のポテンシャルは計り知れない。

（２）乱獲とは？

一般に，無主物である水産資源を

対象とした漁業では，激しい先獲り

競争とその結果として過剰漁獲が起

こりやすい。その結果，漁船数や操

業Ｈ数などの漁獲努力量を増加させ

ても，逆に漁獲量が減少するような

状態が引き起こされる。一般に，こ

うした資源の状態を乱獲と呼んでい

る。数印モデルを用いた田中（1985）

の定義によれば，最大持続生産量

（ＭＳＹ）の水準を越えて漁獲を強め

た状態が乱獲である（図５）。

一方，Grainger＆Garcia（1996）

Ｐ

舅;識頚tｒ
漁獲ﾓﾃﾞﾙ

｡P/dt＝－ＦＰ

Ｐ:資源量

’Ｆ:漁獲係数
水産資源の余剰生産量ﾓﾃﾞﾙ

。P/dt＝ｒＰＯ－Ｐ/K）－FＰFTTTZIIF忘示iEyifJJ］
▼

貝
〉
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｜乱獲と'よ？｜
|余剰生産量曲線と漁獲式｜覇
lFPの交点は自然増殖量と｜

:鴦雲三薙活議筑｜
:鑿誹躯繍護１
１の水準を越えて漁獲を強め｜
｛た状態を乱獲と定義する。’

強める

0 ＫＰK/２

図５乱獲の定義（余剰生産量モデル）

は，ＦＡＯの公式出版物の中で，水産資源は漁獲努力を強めてい
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くと漁獲量がゼロの状態，増加する状態，ほとんど変化しない状態，急速に減少する状態の４つの

経過をたどるとし，最後の状態を乱獲状態と定義している。この方法で世界の主要な200の水産資源

を分析し，１９９４年時点で３５％が乱獲状態としている。

ただし，これらの定義では環境条件が安定し，水産資源が漁獲の影響のみで変動することを前提と

している。国連海洋法条約も水産基本法もＭＳＹの達成を基本理念としているが，ＭＳＹは理念とし

てわかりやすく，国際的に合意可能な基準として採用されていると考えるべきであろう。最近は，乱

獲か否かという二者択一ではなく，後述するイカナゴの資源管理のように最新の漁獲情報をフィード

バックしながら，漁業の操業をきめ細かくコントロールし、水産資源の持続的利用を図る現実的方法

が重要視されている。

（３）国内における水産資源の現状

１９９６年に国連海洋法条約が日本において施行され，国は２００海里内の水産資源の保存・管理の義

務を負うこととなった。これを受けて１９９７年にＴＡＣ制度がスタートし，現在，サンマ，スケトウダ

ラ，マアジ，マイワシ，マサバ・ゴマサバスルメイカ，ズワイガニについて、資源評価にもとづく

毎年の漁獲可能量が定められ，余剰分が韓国，中国等の諸外国に割り当てられている。現在では，水

産庁及び（独）水産総合研究センターによって，上記魚種も含め漁業にとって重要な４１種類８３系群

の資源評価が行われ，インターネット等で一般に公表されている。平成１５年度の結果によれば，資

源水準が高位のもの１３，中位３３，低位３６，不明ｌで，種類数では低位のものが多くなっている。

次に主な漁業について資源の現状を評価してみたい。図６には，小型底びき網漁業と大型定置網漁

業の延出漁日数あたり漁獲量と漁労体あたり漁獲量の経年変化を１９７１年から２００１年の約３０年間に

ついて示した。これは資源学でＣＰＵＥ（Catchperuniteffbrt）と呼ばれる指数で，漁業が対象とする

資源量の相対的大きさを表す。小型底びき網漁業では，明らかにＣＰＵＥは増加傾向を示している。

固定式漁具である大型定置網漁業は，小型底びき網漁業と違い，魚群を能動的に探索し漁獲するので

はなく，受動的に漁獲するので，資源の動向がより反映されやすい。全体の傾向はマイワシの豊不漁

を反映し，山なりの形状を示しているが，マイワシを除くと増加傾向を示している。こうしたＣＰＵＥ

の増加傾向は，他の船びき網漁業，まき網漁業でも認められる。

小型底びき網漁業
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図６小型底びき網漁業，大型定置網漁業の単位漁獲努力量あたり漁獲量の年変化

このように国内主要漁業のＣＰＵＥは，全体として増加もしくは横ばい傾向を示し，資源の著しい

悪化を示す兆候は見出せないが，移動式漁具の場合には，増馬力や漁労技術の進歩により1隻あたり

漁獲性能がアップしていることも事実であり断定はできない。日本近海の水産資源は，全体として深

刻な状況にはないが，種類数で見るとけっして楽観視できる状況にはない。しかし，増えるもの減る

ものが混ざり合い魚種交代を起こしながら,全体として漁業生産が支えられている現状がうかがえる。
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４水産資源の変動原因と人為的制御の可能性

水産資源は，３で見たように資源量の変動と魚種交代を基本的特徴としている。変動原因の整理の

仕方はいろいろあるが，例えば原因を人為的に制御しにくい内容順に列挙すると以下のようになる。

①地球規模の気候・海洋生態系の不連続的変化ルジーム･シフトと呼ばれる）

②黒潮，親潮などの海流や気象・海況の局地的な変化

③干潟･藻場など沿岸域の埋め立てと水質汚濁

④乱獲

①と②は人為的に制御できないが，③と④は人為的に回避できる可能性がある。これが水産資源の

管理の可能性と限界である。水産資源の複雑な変動パターンは，これら①～④が相互に影響し合い生

まれる。また，魚種により生態が違うため，環境変化に対する応答の仕方も異なり，種に特有の資源

量変動パターンが出現する。

以下,水産資源の変動を人為的に制御することが困難な事例としてマイワシなどの浮魚類について，

また，水産資源の減少を人為的に回避できる可能性がある事例として干潟・浅場の埋め立てとイカナ

ゴの資源管理について紹介したい。

（１）地球規模の気候・海洋生態系の不連続的変化（レジーム･シフトと呼ばれる）

過去約１００年の経過を見ると，ニシン，マイワシ，サバ類は長期的な資源変動をくり返している

（図７)。ニシンとくに北海道・樺太系ニシンは，１９世紀末から長期的な資源減少傾向を示し，現在
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図７浮魚類の漁獲量の長期変化

に至るも資源の回復は見られていない。マイワシは，１９３０年代と１９８０年代に５０年間隔で２回の大

豊漁のピークを記録した。サバ類とくにマサバは，1960年代から１９７０年代にかけて大豊漁となった

が，マイワシ資源の増加とともに減少した。一方，アジ類，サンマ，カタクチイワシは，あたかも１
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つのグループを形成しているかのように資源変動の位相は類似している。こうした浮魚類に見られる

長期的な資源変動や魚種交代は，レジーム･シフトと呼ばれる地球規模の気候・海洋生態系の不連続

的変化によって引き起こされていると考えられ（Kawasaki,1983)，時々の漁業生産に大きな影響を及

ぼすが，人為的に制御することはできない。ただし，近年の日本近海のマサ（のように，自然のサイ

クルで資源増加のタイミングが来ても，漁業によって幼魚や若齢魚が大量に漁獲されてしまい資源が

回復しない事態も生じているので注意が必要である。

こうした大規模な気候・海洋生態系の変化「－－－－－－－－－－－－－－－－Ｅ-－０
５
０

３
２
２

llOOO

1こよる資源の変動は，沿岸域の水産資源にお ’８００

いても見られる。伊勢湾の/｣､型底びき網漁業’６０．

の対象資源のうち，例えばシャコ，クルマエ’１`０．
２００

ビは，1990年頃から減少傾向に入り，代わっ

てマアナゴ，スズキは増加傾向に転じた（図ｌｏ
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図８伊勢湾の小型底びき網漁業での魚種交代

（２）干潟･浅場など沿岸域の埋め立てと水質汚濁

１９７０年代以降，三河湾では沿岸域の開発にともない約1,200ヘクタールの干潟・浅場が埋め立てら

れた。多くの水産資源の再生産の場であり，優れた水質浄化機能をもっていた干潟・浅場の大規模な

埋立ては慢性的な赤潮や貧酸素水塊による漁場環境の悪化を招いた（図９，１０）。溶存酸素濃度が

図９三河湾における埋立てと干潟・浅場の修復図１０干潟・浅場の埋立と赤潮

生物の生存の限界値である２ｍ/０以下の貧酸素域の拡大は，シャコやクルマエビを始めとしたエビ

類，アカガイ，トリガイなどの貝類に壊滅的な打撃を与え，漁業は深刻な影響を受けている。同様な

状況は，かつて好漁場であった伊勢湾，東京湾，瀬戸内海，有明海など日本の各地で起こっている。

干潟・浅場を含む内湾・沿岸域は，カレイ，ヒラメ，クルマエビ，カニ類など消費者の好む多種多

様な水産資源の生産の場であることから，一刻も早い漁場環境の修復が必要である。現在，三河湾に

おいては，国と愛知県が連携して航路俊喋砂６２０万ｍ３を活用した干潟・浅場造成事業を平成１０年

度から行っている（図９）。これまでに約４５０ヘクタールの造成を行い，アサリやゴカイなど水質浄
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化を担う各種生物の繁殖が確認されている。県では，今後とも干潟・浅場造成を進めるために入手

が困難となりつつある天然砂に代わる人工砂の開発を産官共同で進めている。

（３）乱獲から資源の持続的利用へ

イカナゴ漁業は,愛知県,三重県の２つの県の２０の漁業協同組合が関係し(図１１）,所属漁船約２７０

船団，１，０００隻によって行れる大規模な漁業であり，釜揚げ，チリメンあるいは魚類養殖用餌料の原

料となるイカナゴ（コーナゴとも呼ぶ）を漁獲する。

資源管理の考え方一〉翌年の親２０億蕊の確保

漁期中域、毎㈱、麓糠議をモニタリングし、軌道鯵jjX
。
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図１１イカナゴ漁場と関係漁協図１２伊勢湾のイカナゴ資源の管理

イカナゴ漁業では，過去に過剰漁獲によると考えられる資源崩壊の苦い経験があり，その反省から

先駆的な資源管理に取り組み始めた（船越,1997)。当初は全面禁漁から開始し，資源量が回復した現

在では，親の漁獲は産卵確認後，翌年に約２０億尾の魚を残し終漁すること，漁場への加入資源から

最大の生産金額を上げる解禁日の決定，の３つの取り組みを実践している。これはＴＡＣ制度のよう

な国による制度的・強制的なものではなく，漁業者組織が研究機関の技術的アドバイスを受けながら

合意形成を図り（漁村では「とも詮議」と呼ぶ)，自主的に実践するスタイルをとっている。

イカナゴ漁業の漁獲努力量は，資源の大きさに対してきわめて大きく，漁獲を重ねるごとに資源量

はみるみる減っていく（図１１）。そこで１日１隻当たり漁獲尾数（CPUE）の減少をモニタリング

し，あてはめた直線の傾きから資源尾数を推定している。操業日毎に，その時々の漁獲尾数から資源

尾数が推定できるので，漁獲尾数→資源尾数→残り尾数のフィードバックをくり返し，残り尾数が経

験的基準値である２０億尾となった時点で漁期を終了する。イカナゴのような資源の変動が激しい魚

種では，獲り残し尾数を一定にする漁獲戦略が，資源の持続的利用にとっては有効である。

イカナゴの資源管理では，ＭＳＹ理論のような定常的・定型的な考え方ではなく，時々刻々変化す

る最新の生きた漁業情報をもとに出漁日数をコントロールしながら、水産資源の持続的利用に向けた

取り組みを行っている。これは乱獲か否かという従来の二者択一の考え方から脱皮した１つの新しい

方向を示している。

５２００海里水域の漁業生産の展望

（１）２００海里水域内の水産資源量

水産白書（2001）によれば，２００海里水域内の水産資源量は，マイワシが豊漁であった１９９０年に
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は約3,200万トンあったが，マイワシが減少した２０００年には約1,700万トンと約半減している。２００

海里水域より範囲を拡大すると，浮魚類の中には膨大な資源量をもつものがある。例えば，東北海域

のサンマ資源量は，東経１６２度以西に１６４万トン，東経162度～西経167度に６３６万トン，合計８００

万トンもある（(独）水産総合研究ｾﾝﾀｰ,2003)。また，カタクチイワシの資源量は，日本近海に１５０

～数百万トンあると推定されるが，これら膨大な量の資源を２魚種合わせて日本では７０万トン程度

しか漁獲していない。需要が限られるため漁獲が抑制され，これら浮魚資源は低利用状態にある。蕊』一翻予
』》砕卍荘叶》一雄》渉獅蜥
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者の嗜好性優先の漁獲戦略をとった場合に

は,生産量は減るがﾏｸﾞﾛやｲｶなどの高潔星菫１
級種にねらいを定めることになる。級梗にねらいを定めることになる。 １ｋｇのマグロは植物プランクトンに換算すると１０トンになる

図１２食物連鎖と数のピラミッド

（３）基礎生産量の底上げによる水産資源の増殖可能性

数のピラミッドの原則によれば基礎生産量を底上げすれば，水産資源量も増加するはずである。世

界の海洋における基礎生産量は，光と栄養分がバランスよく供給されていないため，本来，海洋がも

っているポテンシャルの数十分の１と少ない（高橋,1999)。また，海洋における基礎生産力は，海域

によって大きく異なり，平均的には外洋を１とすると，大陸棚上の近海は２，さらに湧昇域は３とな

る（RytheM969)。近年，栄養塩を豊富に含んだ海洋深層水が注目されているが、それをくみ上げ，

人工的な湧昇域をつくれば，沿岸域の基礎生産力の底上げにつながる可能性もある。大規模な構造物

によって人工的に湧昇域をつくることも同様な発想に立っている。また，海洋中の鉄などの微量物質

が不足して基礎生産力が抑制されている場合には，それらを大規模に添加することにより底上げが可

能となる場合も想定される。しかし，局地的な基礎生産量の底上げが，食物連鎖関係の中で，どの魚

種の資源の増産につながるのか，現在の科学では全く予測がつかない。費用対効果の問題も克服しな

ければならず，安易に事業化を図ることは問題であろう。したがって，当面は膨大な資源量があるに

もかかわらず低利用となっている浮魚類などの有効利用を考えた方が合理的と考えられる。
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（４）国内水産物の需給構造

日本は世界有数の漁業大国であるが，国内消費量の約６０％を海外に依存し，２０００年の統計では，

世界の水産物貿易輸入額の２６％，輸入量の１３％も占めている。国内水産物需要1,220万トン，輸出

量及び在庫量を引いた国内消費量は1,126万トン消費者の嗜好性っよく,水産物消費量の50％以上を輸入

である(平成’３年度食料需給表)。これを国内櫻癩~雪=－－，｡o-----1QOQQL…千ﾄﾝ

需鯛猟麗二,墨騨;柵|竺口=二一Mm５F一二＝■]蕊ｎJ■食用

…け…下飼Ⅲ肋,十…合田け_剛匿錘二二鱒…35.5％は非食用で飼肥料向けである。食用は一

部水産物に集中し，金額ではマグロ・カジキ類，

サケ・マス類，エビ，カニ，ウナギ調整品，タ

ラの卵のわずか６品目で8,595億円，５０％を占

めている（平成１３年度貿易統計)。日本人の水

ｑｕＰ

輸入量
設題二

ＩＩ
Ｌ-ｺ

.■

竪品．タラの恥

ＯＤＬい'、（十一ﾉﾐI)し」Ｊ工Ｆ１ｺﾞ之貝功ｧWU同Ｔノ。ロ/牛cハリノノ【j、ﾋﾗﾒ・ｶﾚｲ’一へ…………－－……－－……－－……￣……－－…………￣…Ⅲ
ｉ消費者の嗜好は高級種にあることから、日本沿岸･内湾域の■境修復と資源
；管理により､エビ､カニ､タコ、イカ、ヒラメ･カレイ､アサリなどを始めとする水

産物消費特性が現在の水産物貿易構造をつくつ，産資源の鯛覆且を増加させる必要がある。

ていると言ってもよい。 図１３水産物の需給構造

（海藻類含まず，２００１年食料需給表などより）

（５）漁業生産の見通し

水産資源は変動し消費者の嗜好も不確実であることから，漁業生産を見通すことは難しいが，いく

つかの前提の下に,将来の１００％自給率達成を最終目標として３つのステップに分け考えてみたい。

単位:万トン
＜:式算の前提条件＞

漁獲可能量漁業生物生産の上限
○基準年を２０００年，予測年を２０１２年

とし、この年の水産物需要量を1,133科学技術庁(1980）１，o3０4,420基礎生産且等から推定
万トンとする（国の水産基本計画)。 水産白書(2001）1,700～3,200主要魚種の資源解析

（2000年）（1990年）結果から外挿法で推定

○遠洋漁業と内水面漁業を取り巻く1犬
水産基本計画目標６５７－資源動向漁場環境

呪から，これらの生産量はほぼ１００（水産庁2002） 漁業管理の見通し等

現実的分析から推定

万トンで推移すると考える。
（参考）水産庁の見通しについて

○２００海里水域内の水産資源1土，適切 （）内は2000年比の増産目標値
６５７

な資源管理や環境修復などの実施Iこよ（#''7）

沖合漁業

沿岸漁業

海面養殖業

採藻･藻類養殖業

342（＋８３）

170（＋２４）

７８（＋８）

６７（＋２）

増産見通し且117万トンのうちサバ類＋73万トンが全体の６２％を占め，沿岸漁業などり，量的Iこは今後の国内需要に対応で の目標値は全体として控え目で，厳しい見通しを立てている。

きるだけの量があると考える。資源量は，表１漁業生産の司式算例

過去10年で1,700万トンから3,200万トンの幅があるが（表ｌ），予測時間内でのマイワシ資源の回

復は困難であり，2,000万トン程度が妥当と考えられる。なお，漁獲対象となっていない魚介類も含

めた漁業生産の上限は4,000万トン以上と推定されている（科学技術庁,1980)。

＜ステップ１＞現実的見通しから出発

国の総生産量の予測値７４９万トンを採用する（図１２）。２００海里内の漁業生産量は現状より１１０

万トン多い６４９万トンとなる。これは沿岸・内湾域の環境保全の進展やマサバの資源回復を前提にし

ているが，ピークであった１９８４年の６０％程度と控えめで現実性がある。

＜ステップ２＞浮魚類の有効利用が進む

サンマ，カタクチイワシなどの浮魚類は，需要が漁獲を抑制し，かなり低利用の状態が持続し，中

層トロールなどによる開発余地が大きい。加工技術の進歩などにより資源の利用が進み，現在，２２９

万トン（2000年）の飼肥料輸入量の完全自給が実現すれば，２００海里内の漁業生産量は８７８万トン，
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漁業総生産量は978万トンが期待できる。

なお，飼肥料に関連して養殖業の問題

点について簡単にふれたい。最近の魚類

養殖業生産量は約２６万トン程度である

が，これをカタクチイワシなどの生餌で

養殖する場合，餌料の転換効率（増肉係

数）を１５％とすると，173万トンの餌が

必要となる。現実には，いろいろな原料

の配合飼料が使われているが，食料自給

を考えた場合，養殖業にはこのようなロ

日本漁業の再生･復活

｢－１１n丁=i二1二F~Ｉ

亙 状現

7，０３３

１００

５３９

１００

自給率１００％達成

葱 Ｉ藻１
７４９万トン

６?ｇ

ｌＯＯ

刀酒1重のf宮1打(呆孚

く＝－ｍ

産基巫ＲＴｌ田IＺｍ

スが存在し，また，漁場汚染などの問題が 図’４漁業生産の展望通肉懸己妻縣
あることも認識しておく必要がある。

＜ステップ３＞水産物自給率の１００％達成が社会的要請となる

世界的な水産物需給の逼迫，輸入水産物と国内水産物の価格差解消などにより，水産物の完全自給

が社会的要請となる。国内水産物需要1,133万トンをまかなうため，２００海里内の漁業生産には，さ

らに食用分１５５万トンの増産がもとめられ１，０３３万トンとなる。これは資源量の約半分，表１の科学

技術庁の２００海里内の漁獲可能量予測値１，０３０万トンとほぼ一致する。これを実現するためには，現

在のようなマグロやエビ，カニ，サケなどに偏った消費・流通構造から地先の多様な沿岸水産物や浮

魚類の消費・流通構造への転換，ロスの多い養殖業の見直し，漁業コストの削減などが必要となろう。
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船舶バラスト水の管理

菊地武晃

社団法人日本海難防止協会

１．はじめに

油等による海洋油汚染については口時の経過とともに環境的に回復するが，海洋生態系が破壊された場

合には回復が極めて困難なこともあり，外来水生生物の侵入･帰化による既存の海洋生態系の破壊･撹乱が，

地球規模の環境問題としてクローズアップされている．

一例として，古くから発生していた有害プランクトンが，近年多発･広域化する傾向がみられ，発展途上

国を中心に世界各地で話題になっている．原因としては，魚介類養殖漁業振興による生産量拡大，沿岸開

発に伴う環境変化,養殖魚介類の移植，問題発生への関心の高まり，地球規模の環境変化（エルニーニョ，

地球温暖化等）などが挙げられているが，船舶のバラスト水中に内在する有害プランクトンが，バラスト

水排出により排出水域に移動･定着することも大きな要因といわれている．

バラスト水内には，バクテリア･ウイルスをはじめ，あらゆる生活期にある多種多様な水生生物がヒッチ

ハイカーとして存在しており，バラスト水の箙排水の下の外来種の越境移動によるものと考えられている

生態系撹乱や経済･健康面への被害事例が数多く報告されている．

バラスト水と共に排出される水生生物は，土着の天敵種がおらず，塩分，温度，栄養塩濃度等の面で瀧

排水両域の環境が似通っていて，生存に適する排出水域では定着する可能性がある．諸研究によれば，放

出された種のうち実際に新地城内に定着するものは通常３％未満とされているが，一方で，肉食魚ただ一

匹の放出が，放出地方の生態系に甚大な被害を与えることもあり得るとされている．

国際法的背景としては，１９８２年の国連海洋法条約及び生物の多様性に関する条約において，生態系，生

息地又は種を脅かす外来種の導入を防lL･軽減することが規定されている．

１９９２年国連環境開発会議(地球サミット)におけるリオ宣言基本方針も,同様のことを呼びかけており，

国際海事機関（IMO）に対し，バラスト水排出に関する適切な規則採択のための審議を要求している．

また，一昨年南アフリカのヨハネスブルグで開催された，２００２年の持続可能な開発に関する世界サミッ

ト（Rio＋10）も，バラスト水内の侵略外来種を取扱う方策の開発を加速するため，あらゆるレベルでの措

置を求めている．

2．バラスト水内の生物状況

2.1バラスト水瀧水域の海水中生物状況

海水中の水生生物数は，時期，場所等により様々であるが，想像以上に多い．

一例として，日本内湾の海水１１%中の植物プランクトン細胞数１０万（30～５０種)，動物プランクトン

個体数１００（10～２０種）という数値があり，バクテリアについては１億，ウイルスについては１０億/１００

億の細胞数が分布するものと考えられている．
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同じ水域の海水についても，サイズ2ｑｕｍ以上の植物プランクトンの場合，海水１１%中，少ない時で１

万細胞,赤潮時で’千万～１億までのバリエーションがあり,２ｑｕｍ未満の植物プランクトンを含めれば，

このバリエーションはさらに大きくなる．

コップ１杯のバラスト水も海洋汚染物質であり，生態系に影響するというバラスト水問題先進国の言い

分も否定し難い面がある．

2.2バラスト水タンク内での生物の変化

バラスト水脹水後のタンク内での水生生物の状況は，どのように変化するのであろうか．

（社）日本船主協会による陸上実験結果によれば，１週間の連続暗闇貯蔵で，一部の例外を除き，植物

プランクトンについては，光合成ができないため約96％が死滅し植物プランクトン等を食べて生きる動

物プランクトンについても約82％が死滅する．

一般的には，１００日間以上の暗闇貯蔵でほとんどの生物が死滅するといわれている．

しかしながら，プランクトンの死骸を餌とするバクテリア.原生動物はそれらの死骸の増加に伴って増殖

することになる．

一方で，単細胞植物プランクトンの麻庫性貝毒プランクトン等は，有性生殖してできた細胞が水中のプ

ランクトン生活をやめてシストとなり，タンク底に沈降して沈殿物内で休眠してしまう

（社）日本海難防止協会の調査結果によれば，

シストは通常植物プランクトンに比べ，化学薬品

に対し約30倍，オゾンに対し約２０倍の耐性を持

っている．

この休眠期間は，種によって異なるが，多くの

種は最短で数ヶ月，長い場合は数十年といわれて

いる．シストは，水温や光量の変化を刺激として

発芽し，また元のプランクトンに戻り増殖を始め

るようになる．（図１参照）

2.3外来水生生物種の侵入事例

外来水生種侵入の兆候が科学者により認識され

たのは約１００年前であり，１９０３年の北海におけ

るアジア産植物性プランクトンの集団発生後のこ

とであるが，外来種侵入問題について詳細な再調

査が開始されたのは1970年代である．１９７６年に

は，バラスト水による病気移動の危険性が高いと

いう結論の研究論文が発表されている．

GESＡＭＰ(海洋汚染について科学的観点から助

言する専門家グループ）報告によれば

デー=且ｴﾋﾞご墨

ａｓ

鋪

＄ Ｐ）

_Ｑ＿

]>1「《
i趣】

図１有害プランクトンの生活史

1979～1993年の間に世界中で動･植物プランクトン，幼生図２外来種浸入の代表的１０事例
等６８稲の非土着種侵入事例が発見されている．

現在では，豪州だけでも２５０種以上の非土着種侵入が確認されていることもあり，潜在的事例ははるか

に多いものと考えられている．

各国等による調査の進捗により，より多くの事例が明らかになっていくであろう．

－６９－
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図３のカニ類の幼生（100～1,000uｍ程度）のような，船体付着及び船舶バラスト水により移送され

た外来種侵入の代表的１０事例を記載している．内容については以下とおりであ

る．

2.3.1コレラ菌：広範囲に分布つ南米，メキシコ湾，他の地域

．（ラスト水に直接関連するコレラ流行の一例として，１９９１年に，ペルーの

３港で同時発生し，南米諸国で猛威を振るい，１９９４年までに，百万人以上の

患者が発生し，１万人死亡

2.3.2ミジンコの仲間：黒海，カスピ海コバルト海

・大繁殖して他の動物プランクトン類の生存を圧迫

・魚網･トロール網の目詰まりを発生させ経済的に影響
図３カニ類の幼生

２．３３モクズガニの仲間：北方アジアゴ西欧，バルト海，北米西岸

・繁殖目的のため集団移動して，河岸･堤防に穴を掘って潜伏し，侵食及び沈泥の原因

・大繁殖の間の地元の魚･無脊椎動物種の捕食による，地元生物種絶滅の原因

・漁業活動の妨害

2.34赤潮プランクトン：様々な種の広範囲分布→新たな水域（いくつかの種）

・有害藻類異常繁殖により，酸素欠乏及び毒素/分泌物放出による海洋生物の大規模殺滅

・悪臭発生による沿岸･観光/レクリエーションへの影響

.ある種のものについては，摂取貝類が貝毒汚染し，人間が汚染貝類を食べた場合の大病･死亡の原因

・漁場閉鎖の原因

２３．５丸ハゼ：黒海，アゾフ海，カスピ海コバルト海，北米

.高い順応性･攻撃性を持ち，急速に個体数増加（シーズン中複数回産卵し，悪質水でも生存可能）

・商業上重要なものを含む土着魚類との食料･生息地の争奪戦

・土着魚類の卵･稚魚捕食

2.3.6クシクラゲ：アメリカ大陸東岸→黒海，アゾフ海，カスピ海

・適切な条件下での繁殖急速（雌雄同体動物）

・動物プランクトンを過度に常食源とし，動物プランクトン資源を枯渇させ，食物連鎖･生態系を変更

・1990年代の黒海及びアゾフ海漁業の崩壊に関与し，大規模な経済･社会的影響

・カスピ海においては，現在でも同様の脅威存在

２８．７ヒトデ：北太平洋弓豪州南部

・進入水域の環境により急速に異常大量繁殖し商業的に高価なホタテ貝･カキ･ハマグリ類を捕食

２８．８ゼブラ貝：東欧（黒海沿岸淡水域）

＝アイルランド･バルト海沿岸を含む西欧･北欧沿岸淡水域，北米東岸淡水域の半分

・土着水生生物を駆逐し，生息地･生態系･食物連鎖を変更

・塗装面への大量の付着により，産業施設･船舶への問題発生

・水の取り入れパイプ,人工水路及び用水路の閉鎖により，1989～2000年の間の米国単体の経済的損失

は，約７千５百～１億ＵＳＤ

２８９ワカメ：北アジア＝南豪州，ニュージーランド，米国西岸，欧州，アルゼンチン

・海藻の特徴である胞子発散を通じた急速な分布･拡大により，土着藻類･水生生物の駆逐し，生育地･生

態系･食物連鎖を変更

－７０－
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・生育地の競合･変更による商業上重要な他の海藻類への影響

23.10ワタリガニの仲間：欧州大西洋岸。南豪州，南アフリカ，米国，日本

・高順応性及び攻撃性を持ち，硬殻で捕食されにくく，侵略水域の土着カニ類を駆逐し

・広範囲の捕食生物を消費･枯渇し，岩石の多い潮間帯区域の生態系変更

3．バラスト水移動量の実態

3.1世界におけるバラスト移動量

GlobaUastの報告によれば，世界中で，毎年約100～120億トンのバラスト水が移動し，毎日約３，０００

～4,500種の動植物がバラスト水により輸送されているものと推定されている．

しかしながら世界的バラスト水移動量については,最新の貨物輸送量をベースとした推計値において，

世界の港湾では,毎年，国 表１日本のバラスト水輸出入状況

際貿易に関しては19億ト

ン，国内貿易に関しては

１２億トン,計３１億トンの

バラスト水が脹水されて

いるものと推定されてい

る．

豪州は,自国へのバラス

ト水年間輸入(排出）量を

1.5億トン（内：日本から

のもの約５０％）としてお

り，オランダは，自国につ

いて，輸入量７５０万トン／

年，輸出（脹水）量７，０００

万トン/年輸出と推定して

いる．

3.2日本における

バラスト水輸出入量

平成１０/１１年度に日本

財団の助成事業として

（社)日本海難防止協会が

ロイズデータに基づいて

実施した"日本沿岸域船舶

航行環境調査"の下に，各

船事情等を考慮した,わが

玉l・カナダ１２回

表２１ＭＯにおける審議の流れ（[]内数値については未決）

国各港におけるバラスト水輸出入（i張/排水）状況のシミュレーション（1997年日本寄港５００総トン以上

の外航船）結果によれば，年間約３億トン輸出し，約1,700万トンを輸入しているものと推定される．

資源輸入大国であるわが国が，世界有数のバラスト水輸出大国である特徴が顕著に表れている．

輸出入地域別のバラスト水脹排水量，延隻数及びそれらの割合の推定値を示したものが表１である．

－７１－

地域 輸出量（万トン/延隻数） 輸入量（万トン/延隻数）

東アジア(含：東ロシア） 4,100（１３）／27,334（６４） 950（５７）／25,771（６１）

東南アジア 6,600（２１）／5,890（１４） 270（１６）／6,345（１５）

米国･カナダ西岸 3,400（１１）／3,673（９） 220（１３）／3,650（９）

豪州 8０００（２５）／２３５６（５） 4０（２）／2,279（５）

ペルシャ湾 7,800（２５）／１，１２３（３） 2０（１）／1,410（３）
その他 1,900（６）／2,553（６） 170（１０）／3,127（７）

計 31,800(100％)／42,929(100％） 1,670(１００％)／42,582(100％）

第１８回ＩＭＯ総会

1993年1１月

外洋2,000ｍ以上水深におけるバラスト水交換を推奨する“船舶のバラス
卜水･沈殿物排出による好ましくない生物･病原体侵入防止のためのガイド

ライン”に関する決議Ａ774(18)採択

第２０回ＩＭＯ総会

1997年1１月

決議Ａ774(18)を廃止し,できる限り陸岸から離れた開放的外洋における

バラスト水交換及び代替処理法の採用/併用を推奨する,決議Ａ868(20）“有

害水生動物･病原体の移動を最小化する船舶バラスト水制御･管理のための

ガイドライン”採択

ＭＥＰＣ４５

2000年1０月

~耕亡船開禿･ﾛﾅ１－ﾗﾔZn守に言1重~すべきハブ入卜水･ﾋﾟﾌU段物官埋選FU反に関

するMEPC/ＭＳＣ回章案”作成

GloBallastﾜｰｸｼｮｯﾌ

2001年３月

◎

処理対象生物（大きさ）に対する殺滅･除去･不活性化率（95％又は

99.9999％）で意見一致に至らず，両論併記

ＭＥＰＣ４６

2001年４月

処理基準については，ｍＯの定期的見直し条件での，船外排出代表種族

グループの[95%]以上処理,[100][50][10Ｍｍサイズヌリ生物の[目標日]までの
[約100%]処理，両選択肢の組み合わせという３選択肢提案

ＭＥＰＣ４７

２００２年３月

処理システムについての，百分率基準，サイズ別基準，ゼロ基準，バラス

卜水交換以上性能基準等の１４選択肢列記

ＭＥＰＣ４８

2002年10月

バラスト水交換区域離岸距離12/50/200海里案

短期間処理基準として，一定生物群の[95%]以上処理，又は[１００]ｕｍ以上

生物の検出不可能レベル，［１００]LL、未満サイズ動･植物プランクトン基準の

2選択肢，また長期基準としてb′]瓜、以上検出不可能レベル等の案作成
中間期作業部会

2003年３月

バラスト水条約案検討，バラスト水交換区域離岸２００海里かつ水深[200］

米以上を原則単一処理基準とし，動･植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ･病原体の濃度基準仮置

[１０]“ｍより大きな植物プランクトン：［200]細胞/1,1以下

[10Ｍｍより大きな動物プランクトン：［25]個/ｌＬ以下

指標微生物の特定セット ●

● 一定の濃度以下

ＭＥＰＣ４９

2003年７月

バラスト水条約案の総体的最終化船舶バラスト水管理要件案（バラスト

水交換/バラスト水排出基準）については表３に別掲

外交会議

2004年２月

バラスト水条約採択予定



これらの数値を表４に載せてみると，離岸距離200海里以上の海域が全く得られない航路を利用する日

本/東アジア間を航行する船舶数が６割を以上占め,離岸距離200海里以上の海域がほとんど得られない日

本/東南アジア問を航行する船舶数を加えると，約８割の日本寄港船舶が，離岸距離200海里以上の海域で

のバラスト水交換が不可能となる．

4．ＩＭＯの動き

4.1ＩＭＯにおける審議状況

ＩＭＯはＭＥＰＣ（海洋環境保護委員会）を中心として，継続的に１０数年にわたり，バラスト水管理

に関する国際条約を審議してきており，目下2004年２月の外交会議における採択が目指されている．

表２は,過去の主なＩＭＯ審議結果の概要を示したものであり,［]内数値については未決のものである．

4.2外交会議用バラスト水管理要件案

表３は,迷走してきた,条約の核をなす船舶のバラスト水管理要件の外交会議採択のための案であり，［］

内については未決のものである

条約附属書案Ｄｌ"バラス

表３バラスト水管理要件（条約附属書規貝lIB-3案）卜水交換基準'，案は,バラス

卜水交換実施船舶に対し,バ

ラスト水量の９５％以上の交

換効率を要求し，［条約発効

日]前に建造された船舶の各

バラスト水タンク容積の３

倍量pumpingthroughにつ

いては同等とみなすという

要件である．

規則案Ｂ３第４．１項によ

り，バラスト水交換は,離岸

１１ラ００～,〕0００１ )ＯＣ

)００

距離[200]海里かつ水深[200］ 表４バラスト水排出基準（附属書規則Ｄ－２案）

ｍ以上の水域で実施しなけれ

ばならなくなる．

また，同案第４２項による協

調地域内を除き交換実施不可

能船舶は,陸地からできるだけ

離れ,［離岸距離[12Ⅲ50]海里以

君(Ｏ－ｌＣ M１

)1150(Ｉ

)(］

cfU：群単位（寒天培地基を用いて，その平板に検水を塗布し形成される群体数）

上で］［かつ，水深200ｍ以上で］実施することになる．

表４については，附属書Ｄ２“バラスト水排出基準，，案を示したものであり，［]内については未決のも

のである．

一方，遊泳期の植物プランクトンのよりも２０～３０倍頑健なシストについては，規則Ｂ－４“船舶の沈殿物

管理，，により，船舶個々のバラスト水管理計画に従って，バラスト水沈殿物と共に除去又は処分されるこ

とになる．

－７２－

建造時期 管理

基準

バラストタンク総容積（㎡）別要件

[1,500]未満 [1,500～5,000］ ５，０００以上

[条約発効後３年１

／[2009年]より

前の建造船

Ｄ－ｌ

又は

Ｄ-２

基準

以上

Ｄ-２

基準

以上

[条約発効後３年I／

[2009年]の引渡し基

準日以前から，

[発効後１０年]／[2016

年]の引渡し基準日ま

で

[発効後１０年]／[2016

年]の引渡し基準日以

降

[条約発効後３年｝

／[2009年］の引

渡し基準日以前

から

[発効後８年]／

[2014年]の引渡

し基準日まで

[発効後８年]／

[2014年]の引渡

し基準日以降

[条約発効後３年]／

[2009年]の引渡し基

準日以前から，

[発効後１０年]／[2016

年]の引渡し基準日ま

で

[発効後１０年]／[2016

年]の引渡し基準日以

降

[条約発効後３年］

／[2009年]以降

の建造船

Ｄ-２

基準

以上

[5,000]未満

建造以降

[5,000]以上

[条約発効後５年]／

[2011年]以降

対象生物 船ク排出基準 備考

1小[50][801/４ｍ水生生物

(主として植物プランクトン）

'50][80Ｍｍ以上水生生物

(主として動物プランクトン）

'1][101[100ⅡEI/1,1未満

[1]'１００]個/１㎡未満

1個/lmlについては，親潮，

黒潮等の外洋海水中に含まれ

るプランクトンよりも更に

少ない

病毒性コレラ菌(ＯＬＯ１３９）

大腸菌

腸球菌

1cfi,/100ｍ]未満

'2501[5001cfil/1,1未満

[1001[200lcfil/1,1未満

日本の海水浴場基準とほぼ

同等の基準



4.3バラスト水処理基準案の変遷

２００１年４月のＭＥＰＣ４６以降,バラスト交換により９５％のバラスト水の置換が可能とういう調査結果か

ら，バラスト水処理装置の処理基準についても，全般的に９５％以上のバラスト水内の生物処理という基準

からスタートした処理基準案も，基準が厳しくかつ複雑なものになってきている．また，採用される基準

に関わる数値によっては検出が現実的に不可能なものもある．

表２からも垣間見ることができるが，かなりの迷走を経てきている．

プランクトン類の処理により増加する一般的バクテリアについても考慮すると，条約化が進展しないの

で，とりあえずは無視して条約化を図ることで，半合意がなされたこともある．

また，処理システムの処理基準と実際の排出基準との関連'性も明確になっていない．

条約案が，処理率でなく定量的排出基準となったのは，処理率では，排出バラスト水検査時に分母が

不明のため基準応諾状況が判定できないからという理由である．

現時点においては,各国が処理技術開発中とはいえ,条約で求められることになる，環境的に許容でき，

安全かつ実行可能で，生態学的に効果的なことに加え，費用対効果のあるバラスト水処理システムは存在

していない．

また一方には，生物学的には，バラスト水内水生生物を100％処理しない限り，生物の移動を防止する

ことにならないという国際的共通認識もある．

かつては，まずは現在利用可能な技術をベースに水生生物処理基準を策定することで，少しでも水生生

物移動量を減少させ，将来的に100％処理に近づけるという流れにあったが，条約最終案の趣旨は，基準

をできる限り厳しくし，処理システムの開発を促すということにある．

バラスト水交換については，その生物学的効果が明確となっていないが，各処理システムが開発途上で

あることもあり，一定の期間までは残ることになり，また，Ｄ－２基準を満足することが立証されれば，バ

ラスト水管理選択肢の１つとして将来的に残る方向にあるが，その効果については，ブラジルを中心とし

た南米諸国を除き否定的である．

4.4船舶運用への影響

条約については，生態系への影響が排出バラスト水量に比例しないため，原則的にバラスト水を漆排水

するすべての外航船舶を対象に適用されることになる．

受入可能非処理バラスト水のコンセプトも導入される方向にあるが，非処理バラスト水が，排出水域の

生態系に影響しないことを証明することは極めて困難なことである．

また，より厳しいバラスト水管理を求める一定の水域設置についても審議されている．

船舶においては，バラスト水管理計画及びバラスト水管理記録簿を維持し，かつ，港内バラスト水脹水

量の最少化，赤潮発生海域，凌喋作業付近等におけるバラスト水脹水の極力回避などの予防的措置を実施

の上，条約が定めるバラスト水処理基準以上のバラスト水管理の実施が求められることになる．

5．諸外国規制の現状

国際条約化を待たずに規制化が広がりつつあるのが現状である．手持ち資料に基づき各国の規制状況を

表５に列記したが，現状の各国規制を網羅したものではない．

米国においては，全国的に米国水域航行船及び米国諸港寄港船に対し離岸距離２００海里以遠における

バラスト水交換を含むバラスト水管理を義務付ける方向にある．また，バラスト水交換の代替としてのバ

ラスト水処理システム承認制度も設ける方向にある．

－７３－



表５各国バラスト水管理要件
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６洋上バラスト水交換

洋上バラスト水交換の生物学的効果については，一般的に外洋では生物個体数が沿岸域に比べてかなり

少なく，また，外洋生物は沿岸域に定着し難いことが根拠となっているが，一方で，弱った生物の代わり

に新鮮な生物を取込むことになり，逆効果の面もある．

バラスト水交換による外洋域への沿岸脹水バ

ラスト水の排出に関し,1998年のＭＥＰＣ４２にお

いて，バヌアツが南太平洋諸島への外来種侵入危

害への懸念を表明し，バハマもカリブ諸国が同様

の問題に直面することになることに言及している．

離岸距離200海里以遠の外洋での実施が望まれ

ているが，図４のように，離岸距離200海里以遠

の海域は思っているほど広くはない．
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7．バラスト水処理技術の現状

7.1現在のところ各国で，バラスト水内生物処理技術について研究開発中であるが，処理性能，価格，運

転コスト，簡便'性，二次影響等の面で一長一短あり，実用化には多くの課題克服が必要な状況下にある．

化学薬品による処理については，二次汚染への懸念があり，塩素等の使用の場合は，処理されたバラス
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国 パラスト水関連要件

豪州 1990年，ⅢＯ総会決議Ａ､774(18)に基づいたバラスト水交換自主規制

1998年，ⅡvIO総会決議Ａ868(20)と一致した管理方策導入

1999年５月１日，管理実施記録･報告を強制化

2001年７月１日，洋上バラスト水交換(95%)強制化，ＤＳＳ導入

ニュージーランド 1992年，バラスト水交換自主規制（報告強制）

1998年４月３０日，ＩＭＯ総会決議Ａ868(20)に従ったバラスト水交換等の方策強制

米国 1993年，五大湖及びハドソン河入城船舶に，バラスト水交換強制（離岸200海里かつ水深2,000米以上の海域）

1999年７月１日,管理実施記録･保持強制化,バラスト水交換は任意(離岸200海里以上かつ水深2,000米以上）
2000年１月１日，カルフオルニア州，バラスト水交換強制（離岸200海里以上）

2000年９月２２日，ワシントン州，外洋バラスト水交換強制（沿岸航行船，離岸50海里以上）

2001年１２月２１日，ＥＥＺ外からの米国水域入城船に，バラスト水管理報告強制

2004年７月１日，ワシントン州，バラスト水交換の代替として，同州処理基準（動物プランクトン９５％，植物

プランクトン･バクテリア99％処理）を満足する処理システム使用承認

カナダ 1998年１月１日，バンクーバー等入港船にバラスト水交換強制

2000年４月１日，五大湖入城船舶に米国と同様の規制適用

英国 1998年，スカパフロー港，受入施設へのバラスト水排出強制

数港が，ＩＭＯ総会決議Ａ868(20)の適用要請

ウクライナ オデッサ入港船，黒海入域前に分離バラスト交換強制

イスラエル 1994年８月１５日，イスラエル諸港に寄航予定の船舶に，大陸棚又は清水流影響水域から離れた外洋バラスト水

交換強制

Eilat寄港船に，実施可能な場合，紅海外側でのバラスト水交換強制

当国地中海側諸港寄港船に，大西洋でのバラスト水交換強制

チリ 1995年８月１０日，外国から来航する船舶に離岸１２海里以上でのバラスト水交換強制

バラスト水交換の証拠が有効でない場合，港内でのバラスト水排水２４時間前に，化学薬品

のバラスト水への添加強制

エクアドル 外部からの船舶に，バラスト水交換強制

コレラ発生地域からの船舶に，バラスト水交換又は薬剤による事前処理強制

ブラジル 2000年４月２８日，ブラジル港寄港船に，バラスト水脹水場所･日時及び至lI着時バラスト水量報告要求

多くの港が，化学薬品によるバラスト水処理要求

アルゼンチン ヴェノスアイレス港，1990年代から，コレラ発生地域からの寄港船に，バラスト水の塩素消毒強制（塩素は，（

ラストタンクの通気管を通じてバラスト水に添加）

パナマ パナマ運河内でのバラスト水排出禁止

中国 1996年，検疫伝染病区域(主にO-157)からの船舶に薬剤殺菌強制

Yamazaki
画像



卜水排出時，有機化合物と薬品の反応により発癌性物質を生ずる懸念も指摘されている．

7.2各国の開発状況

２００３年７月２１～２３日にロンドンのＩＭＯ本部で開催された，GloBanast等主催の“第２回国際バラス

ト水処研究開発シンポジウム”で発表された,各国におけるバラスト水処理法について,以下に列記する．

7.2.1米国

①ろ過十吸引酸素除去による循環処理

②イナートガスによる酸素除去循環による循環処理

③イナートガス＋低ｐＨ化学循環による循環処理

④５qumろ過十電解（塩素･臭素イオン）＋せん断混合による循環処理

⑤サウンデイングパイプからのアクリルアルデヒド注入による脹水時処理

⑥機械的粒子除去（遠心分離/ろ過）＋殺菌（UV/殺菌剤）による脹水時/後処理

⑦ろ過十ＵＶによる処理

7.2.2米国･カナダ

①次亜塩素酸ソーダによる化学処理（バラストタンク壁面への塗布を含む.）

7.2.3米国･ニュージーランド

①ビタミンｋを主成分とする植物抽出化学物質（Sea-meen）による化学処理

7.2.4米国･イスラエル

①過酸化水素粒子凝集十ろ過十ＵＶによる処理

7.2.5豪州

①主機冷却水等による加熱処理（脹水時/循環/バラスト水交換時）

②主機冷却系による加熱処理（胴排水時前）

③ろ過十超音波十ＵＶによる処理

7.2βドイツ

①酸化剤（過酸化水素）による化学処理

②ろ過十殺菌剤十ＵＶによる処理

③遠心分離十ろ過（50/lOOlUm）＋殺菌剤による処理

７２．７日本

①特殊パイプによる機械的処理

②超伝導による循環処理

7.2.８オランダ

①遠心分離＋ＵＶ，熱処理十ろ過，化学処理，バラスト水交換の机上比較及び実船調査

②ろ過十UV/遠心分離十ＵＶによる処理

7.2.9中国

①海水の電気分解塩素発生装置による化学処理

②次亜塩素酸ソーダによる化学処理

７２.１０カナダ

①加熱処理（携帯式加熱機で実験中）

7.2.m英国

①遠心分離十ＵＶによる処理
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7.2.12ウクライナ

①ろ過十キャビテーションによる処理

7.2.13ブラジル

①脹水時のサウンデイングパイプからの塩素注入による処理

7.2.14ＥＵ

①加熱/UV/超音波/オゾン/酸化物質/酸素除去/酸化促進による船種/船型に適した処理

８当協会で調査研究した処理法

当協会においても，平成３年度から日本財団の補助/助成事業として，断続的にパラスト水交換法の代

替肢となるバラスト水処理技術について調査研究してきており，その実験室/陸上実験結果の概要を表６に

示した． 表６各処理法による効果

機械的処理法として,図

６にミキサーパイプの断

面図を，図７に特殊パイ

プの概念図を示している．

水生生物の多様性から

当然のこととして,それぞ

れの処理法で,得意とする

生物が異なっている．

条約におけるバラスト

水排出基準,船上バラスト

水処理システムの型式承

認基準等の行方によって

は,現在実験中の特殊パイ

プ自身の性能向上,他の処

理法との組み合わせ等に

ついて調査研究が必要と

なる．

バラスト水による水生生物越境問題は，ある国で有益な生物でも他の国では有害種となることで，国際

的に統一した標的種の絞込みができず，異色の環境問題といえる．

米国では動物，ニュージーランドでは植物プランクトン，

ブラジルではコレラ菌が主な標的種となっている． 魁総ji鰍､
．：､Ａ；ｔ、、

浜＆ＬＢＬｍｌＣＣｌＤＨ｣■】

また,バラスト水処理装置の型式承認基

準（指標生物，試験法等)，本船検査の

ためのサンプリング基準など，国際的の401ｍ

コンセンサスが得られていないのが現状

である．
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図５ミキサーパイプ図６特殊パイプ概念図

－７６－

処理法 水生生物に対する効果

塩素：

滅菌濾過海水使用実験室実験

実際のバラスト水への投入を想定した実用有効処理濃度

有毒渦鞭毛藻類遊泳細胞：５ｍｇ/０

同シスト：100ｍｇ/０

過酸化水素：

滅菌i慮過海水使用実験室実験

実際のバラスト水への投入を想定した実用有効処理濃度

有毒渦鞭毛藻類遊泳細胞：５ｍｇ/０

同シスト：５０ｍｇ/０
オゾン：

自然海水使用実験室実験

叩
卿
卿
卿
卿

１
０
１
０
０

６

１
２

雛
雛
嫉
溌
瀧

理
理
理
理
理

植物プランクトン処

有殼渦鞭毛藻処

動物プランクトン処

細菌類処処

シスト

電気化学：

自然海水使用(通電量3V/1Ａ程度）

２０ﾄﾝ/h陸上実験

直径１００ﾐｸﾛﾝ孔電解槽滞留時間2~９０秒で，動･植物プラ

ンクトン･細菌シストヘの50~100％処理

目詰まり･大型化が課題大型化が課題

ミキサーパイプ：

自然海水使用２０ﾄﾝ/h陸上実験

植物プランクトン:3本直列１pass直後で約50％処理
動物プランクトン:３本直列ｌpass直後で約60％処理
細菌ノシストヘの明確な効果なし

パイプ１本１０循環で，シスト以外のほとんどの生物死滅

オゾン１ｍｇ/０注入で，パイプとの相乗効果でシスト処理
特殊パイプ：自然海水使用２０トン

/ｈ陸上実験

スリット板１枚内蔵パイプで，

動物プランクトン：５気圧１pass直後で約90％処理
特殊パイプ（スリット板２枚)：

自然海水使用１００トン/ｈ実機陸上

実験

特殊パイプ＋目詰まり対策解決システム実験

植物プランクトン：５気圧1pass直後70％以上処理
動物プランクトン：５気圧１pass直後90％以上処理
バクテリア：５気圧１pass直後約30％処理

上述特殊パイプ:100ﾄﾝ/h実機実

船搭載実証実験

１１月１０日から，北米航路コンテナ船にて実証実験開始



２００４年２月の条約採択後も，これらについての国際的審議が続行されなければならない状況下にある．

特に，バラスト水処理システムの開発においては，型式承認ガイドラインの早期策定が望まれるところ

である．

日本財団の助成事業として，徳田拡士先生（元東京大学教授)，加藤洋治先生（東洋大学教授）及び福代

康夫先生（東京大学教授）の指導の下に，（株）海洋開発技術研究所，（株）水圏科学コンサルタント及び

（株）シンコーと協力して開発した特殊パイプによる水生生物の処理原理を，図７及び図８に示した．

また，その中心部外観を図９に，本船上における米国ワシントン州政府立会いの下の実験模様（米国シ

アトル港）を図１０に示している．
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図７前方スリット板による処理
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図８後方スリット板による処理
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図９処理システム中心部

図１０本船上実験模様

(関連略語）

GloBallast（GEF/UNDP/ⅡVIOGlobalBaUastWaterManagementProgramme）
ＧＥＦ（GlobalEnvironmentFacility：地球環境資金制度）
ＵＮＤＰのevelopmentProgramme：国連開発計画）
IＭＯ（InternationalMaritimeOrganization：国際海事機関）
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討論－２

●司会（川西）それではこれから討論の時間に入りたいと思います。私は午後の部の討論の

司会を務めます日本水産工学会所属の川西です。よろしくお願いします。

質問がございましたらお名前とご所属をお話の上、ご意見を頂ければと思います。挙手をし

ていただければ結構です。どなたかご質問なりご意見をお願いいたします。

●小林（ハイテクリサーチ）ハイテクリサーチの小林と申します。船越先生への質問です。

水産の漁獲高ですが全体的に過去から見ても、２００海里規制で遠洋漁業が少なくなって沖合漁

業が盛んになり、それから沖合漁業が少なくなって輸入になってきています。全体としてはだ

んだん減ってきていると思うのですが、先ほどのお話ですと全体として漁獲高は魚種が変わる

だけであまり変化がないと感じるということでした。日本全体としては減っている傾向にある

のでしょうか。あるいはそうではないのでしょうか。もう一つはその中でも養殖です。養殖と

いろいろいわれていますが、それもあまり伸びていないような感じがするのですがいかがでし

ょうか。

●船越漁業の生産量は先ほどいいましたように、スケトウダラとイワシを除くとだいたい

650万～700万ｔぐらいで安定しています。遠洋で減った分は国内の浮き魚や沿岸の漁業で補

っている形ではないかと思います。もともと遠洋ではスケトウダラをかなり獲っていましたの

で、スケトウダラを除いた数値というのは、遠洋の影響をかなり除いていることになります。

ですから、かなり安定しているのではないかという気はします。

養殖について魚類の養殖量は今は２５万ｔぐらいあります。養殖の場合は魚の餌以外の餌を

使っているので何とか効率はいいのですが、例えば餌の転換効率は１５％ぐらいなので、２５万ｔ

の魚類を生産するためには２５÷０．１５ということで160万～170万ｔぐらいの別の魚が必要です。

160万ｔの餌を与えて２５万ｔの魚を作るという､養殖業自体は非常に効率の悪いことをやって

います。かつ漁場の汚染ということもあるので、将来的には養殖業は今の問題を解決しない限

りはあまり伸びないのではないかという気がします。

●小林どうもありがとうございました。

●司会（川西）他にご質問、ご意見、ご感想はございませんでしょうか。

●衞藤（応用地質）応用地質の衞藤と申します。産業技術総合研究所の山崎先生にお伺いし

ます。海底鉱物資源を現実に採取して使うためには費用の問題ということでいろいろなことを

考えなければいけないので、現実的にはいろいろな想定をクリアするところまではなかなか至
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っていないという説明でした。まったく一般的な話で結構ですが、そういう目で見ると商業生

産のベースに乗っているものは、知っている範囲では石油やガスというものですが、今それ以

外にもっと小規模でも、経済的合理'性に近い格好で生産されているものがもしあれば、ご存じ

の範囲で、世界中で結構ですが教えていただきたいのが－つです。それから、今対象としてい

る大陸棚の領域で考えられているもので比較的近そうだなという、これも先生の実感で結構で

すが、そういうものがあればご披露していただけないかと思います。

●山崎最初のご質問ですが、いちばん身近で今まで結構使われていたものは海砂や海砂利で

す。これは日本の特に西日本では陸上の骨材資源として、コンクリート骨材がないということ

からかなり利用されています。水深でいえば50ｍぐらいまでの範囲です。ただ一番たくさん採

っていた瀬戸内海で、環境面、特に底魚類の住処というか、ねぐらにかなりダメージを与えて

いることがわかってきたので、今は禁止の方向に進んでいます。もっと離れたところになれば

東南アジアのインドネシアやマレーシアのあたりでスズを掘っていますが、これも水深として

はそれほど深くない５０ｍ前後のところを採掘しています。

もう少し深いところ、遠いところでは、南アフリカとナミビアで、陸上のダイヤモンドが川

によって砕かれ運ばれて、海の底に半固結状態で堆積した形のダイヤがあります。小さな砂粒

になっているのであまり大きくないので工業用に利用するダイヤが目的で、これを採掘してい

ます。こちらはもう少し深いところまでいっていて、最近は200ｍぐらいの深さになっていま

す。これは明らかに確実に利用されています。

同じように陸上から川によって運ばれて、どこかに溜まっているもので有効そうなものとい

えばもちろん金や例えばリチウムといったものもひょっとするとターゲットになるのではな

いかということで検討されています。あとは今日お話ししたコバルト・リッチ・クラスト、そ

れから熱水鉱床やマンガン団塊、その他に最近では日本近海でいえばメタンハイドレートが将

来の天然ガスの資源として期待できるのではないでしょうか。このあたりがざっとフルメンバ

ーかなというところです。

私自身の正直な感想をお話しすれば、今日のお話の中でも少し触れましたが、結局資源はい

いものが見つかるかどうか､そしてどこで見つかるかということが勝負になります｡それから、

やはり費用も現実的な範囲で収まらないといけません。するとやはり金や銀等、魅力があるこ

と、比較的少額の投資ですむし、やはり黒鉱型の熱水鉱床は今日話したようなぐらいの品位の

ものが見つかればかなり可能'性はあると思います。

●鎌田（沖電気工業）沖電気工業の鎌田といいます。バラスト水の管理の関係でお尋ねしま

す。

プランクトンを破砕するというか、プランクトンを殺すということだけを考えると、素人的

に考えたときにいろいろな手法があるのではないかと思うのです。ある意味でシンプルな二重
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スリットという形を取られているのはなぜかということ。それから二重スリットの中で、効果

としてキヤビテーションによって破砕されるという話がありました。その中で目詰まりが課題

としてあるようなお話をされた気がします。キャビテーションで破砕するという効果をもし狙

うのであれば、私は海洋音響学会に所属しているのですが、音波を使うというか超音波で破砕

するような方法を取れば当然目詰まりは起きないでしょう。簡単にいうと超音波洗浄器のよう

なものをパイプの中に入れて、そこを水が通るようにすればそういうこともなくていいのかな

と思ったのです。そのあたりに関連したご意見をいただければと思います。

●菊地スリット場状にしたのは、とにかくまず経済的によいものを作るということで、でき

れば今やっているバラスト水交換と同等程度の費用であがるものはできないかということが

一点です。

今、世界ではいろいろフィルター等を使ってやっていますが、アメリカ等の１０年間以上に

わたる研究でようやく50,ｕｍがミニマムでそれ以上はめ詰まり等の問題からできません｡基準

も５０や80,ｕｍが－つのサイズ基準になっていますが、それはそういうバックボーンがあると

理解しています。そこへ500ノリ、というと、もうそういうレベルとは単位が違うので通常は目

詰まりがおきないということで選んだものです。

それからキャビテーションですが、基本的にはキャビテーションを補助的なものとして捉え

ています。水流のスピードを上げれば、キャビテーションというよりも１枚の板で直線的に性

能が上がってきます。ただ、100％近くなると平衡になってきます。キャビテーションにより

性能は上がりましたがそれがどこまで上がったのかというと、先ほど３割とか４割と話しまし

たが、まだはっきりつかめていません。１枚板でも十分出るというのは確認しています。今後

そのあたりを検討し、また、水流速度を上げるということはそれだけ経済的デメリットがある

ので、それとの兼合いをどうするかということを考えているのが現状です。

●司会（川西）よろしいでしょうか。他にご質問、ご意見はございますか。お願いします。

●勝丼（大成建設）大成建設の勝丼と申します。菊池先生にお伺いします。今、開発してい

る特殊パイプというのは大変面白いと思うのですが、実用の段階ではどのへんの段階にきてい

るのかということです｡そこでお聞きしたいのは､処理速度というか1,000～1万ｔの船で1,500

ｔぐらいの水を処理するのにかかる時間、東京から出航して目的地に達するまでに全部の処理

が終わるのにどれぐらいかかるかということです。そのあたりは小さなポンプでなるべく効率

よくやろうとしているのでしょうが、それがどこまで行っているのかということです。またそ

の処理した水を検査するのに顕微鏡写真などを撮っているとものすごく時間がかかると思う

のですが、どういうタイミングで検査した水を相手の港に出すのかといったシステムは今はど

のようになっているのでしょうか。
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●菊地まず大型化の話ですが、５気圧というある程度の気圧に絞ったのは、今、船で使われ

ている消防ポンプ関係のポンプはその程度のものを持っているのでそれに合わせたものとい

うことです。現在持っている船のバラスト水用のポンプではこの水圧は出ません。そのため当

然のことながら、これを付ける場合にはそれなりの付加的なポンプがいるということになりま

す。サイズ的には、大きくすることについては何の問題もありません。大きくすればそれこそ

何千トン、何万トンも可能です。当然強度の問題が出てきますが、それをクリアすればいくら

でも大きくできるということが大きな特徴です。そのスケールメリットもかなり大きなものに

なってくると思います。

それから検査の話がありましたが、船上では基本的には顕微鏡で見ても、生物屋さんにいわ

せると振動で検査できないそうです。先ほど私は「検査」という言葉を使いましたが、これに

船舶の寄港地で行われるポート・ステーツ・コントロールという、いろいろな船を検査するシ

ステムが国際的にありまして、そのなかで検査することができることになっています。そこで

陸揚げ検査した場合にどうなるかということで、これはとても素人の方、例えば船員なりがで

きる代物ではないということです。

●勝丼その時は手続き上、港に着いてから相手の国の人が検査をするのに時間がかかったり

すると、それを待っているあいだ中、バラスト水は捨てられないということになると思うので

すが、そのへんはどうなのでしょうか。

●菊地条約上、検査をしてもいいけれども船に遅れを生じてはいけないという条項になって

います。当然のことながら、もしそこで悪いとわかったら次に入ってくるときに何かいわれる

のは間違いないと思いますが、検査したときには遅滞等は生じません。当然、陸上のそれなり

の施設の中で検査を行うという形になると思います。

●司会（川西）ありがとうございます。

●大内（大内海洋コンサルタント）大内海洋コンサルタントの大内です。船越先生にお聞き

します。先ほどスケトウダラとマイワシを除くと日本の漁獲量はだいだいずつと同じぐらいだ

ということ、またその他に高級魚のタイ、エビやカニといった嗜好品はどんどん減っていると

いうことでした。その分は何で穴埋めがされているのかということが－つです。

もう一つは、世界の漁獲量が’億ｔを超えてだんだん増えているのですが、中国を除けばあ

まり増えていません。中国は統計が少しおかしいという話ですが、実際中国はどれぐらい獲れ

ているのか、実際に世界の漁獲量は本当に増えているのか、頭打ちなのか。世界の魚の総量と

いうのはそう大きく変わらないと思います。例えば北洋のサケ、マスなどは少ないといっても
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めていますが、その少ない分と増えた分というのは何がまた補填しているのか、そのへんをも

う少し説明していただければと思います。

●船越先ほど言い忘れましたが、２００海里で外国の漁場から完全に追い出されたわけではな

く、例えば入漁料というお金を払って引き続きロシア水域や米国水域で操業しているわけです。

つまりお金のかかる漁業になった部分があるということで、それが遠洋漁業の生産量が急激に

減らない－つの理由ではないかと思います。これは先ほどの説明で言い忘れていました。

漁業生産量全体としては、イワシとスケトウダラを入れると減っています。例えば1988年

頃は１，２００万ｔぐらい獲っていて、今はだいたい半分ぐらいになっているので明らかに減って

いるわけです。そのなかでも２魚種を除くと６５０万～750万ｔの問で、長期的に見れば安定し

ているという説明をしました。沿岸域の高級魚は減ってきて、では何が補填しているかという

ことですが、全国的に見るとサンマやカタクチイワシといった比較的多獲性の魚、沿岸域は地

域によっていろいろですが、伊勢湾などではスズキ、アナゴ、フグなどが増えています。そう

いういくつかのものが補填しているという気がします。

サケの話はどういうお話でしたでしょうか。

●大内中国の数字があまり信用ならないという話です。世界的には本当に増えているのか減

っているのかということです。

●船越ＦＡＯの統計によりますと、中国が4,300万ｔぐらい獲っているうちの約２，５００万ｔは

養殖生産で、そのうち1,500万ｔぐらいは内陸部の養殖生産といわれています。それがどの程

度信葱性があるかというのはちょっとわかりません。海面漁業自体は１９９０年頃からやや頭打

ちであまり大きな伸びはありません。ただ、背景としては未利用の浮き魚資源、カタクチイワ

シやサンマといった膨大な資源が比較的手付かずに残っているということで､９０年頃からやや

伸びは弱まっていますが、今後、浮き魚を中心にして有効利用の技術が確立できれば大幅な伸

びがまだ期待できるのではないかということです。現在、海面だけの漁業の生産量が８，５００万

ｌぐらいです。これが将来的に浮き魚の有効利用が進めば’億４，０００万ｔぐらいはいくのでは

ないかと思われます。ＦＡＯのホームページを見ていただくとそういう見通しが出ています。

また中国の本当の統計も同様にFAOが中国の統計の信懸性ということでホームページに載せ

ていますが、実際にはよくわかりません。おそらく内陸部の養殖生産が伸びているのは確実だ

ろうと思われます。ところが太平洋北部の日本近海での生産量はほとんど横ばい、もしくは減

っているのではないかということで、その部分は中国の公表値と逆の評価が今はされているの

ではないかと思っています。

●大内内陸部の養殖というのは、先ほどおっしゃったようにやはり効率の悪い養殖している
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ということですか。湖とかそういうところですか。

●船越中国の養殖はたしか粗放的な養殖がかなりありますので、日本のように配合飼料や生

の餌といったものをやるという養殖ではありませんから、わりと効率がいいのではないかなと

思っています。

●小網（海洋圏研究所）今の質問に関連して少しお聞きします。海洋圏研究所の小網です。

一番最初に船越先生に質問されたことでちょっと不安に思ったことがあります。それからもう

一つ、今のことでちょっと申しあげたいと思います。日本の沿岸沖合の資源が減ったから輸入

が増えたということをいわれたと思いますが、これはまったく違います。日本の沿岸沖合の生

産というのは、船越先生がおっしゃるように必ずしも減っていません。

どういうことかというと、開発輸入で問題になったタオルとかタマネギと同じように流通関

係の多国籍企業、大手の方々はその中でもまだ小さいところはあるのですが、流通関係から売

る人たちが自分たちの利益を上げようとして、さらに安く売ればこのデフレの日本で商社にも

魅力があるということから、結局あらゆるものが開発輸入という形を取っているのです。水産

もそうです。そのために日本の沿岸の漁業者が獲った、価値もあるし値段も高く売れるし品質

もいい魚が、それに引っ張られて全部安くなってしまうのです。このままでいくと開発輸入廉

価販売ということであらゆる産業がつぶされるという危機があるわけです。その点は水産の問

題だけではなく、いわゆる資源的な問題だけ、あるいは技術的な問題だけで考えているのは間

違いがあると思います。

私の専門はマグロなのですが、養殖の問題にしても今いちばん大きな問題は、世界中に養殖

しているのです．マグロに限らず日本へ魚を持ってくれば高く売れるということで、極端にい

えば世界中で乱獲しています。特に中国がひどいのです。それをやっていたらほとんどだめに

なります。私どものところでは２月２４日に大日本水産会、また日本鰹鮪連合会の後援を受け

まして、世界の蓄養漁業がどうなっているかを検討しています。このままでやっていくと全部

の資源、蓄養もできないぐらい元をつぶしてしまうという問題があるのです。そういう点を総

合的に考えていただかないといけません。

もう一つは、テレビなどで「蓄養のマグロはうまい。生きた天然のマグロなんかいらない」

というようなことをいう人たちがいますが、これはまさにまったく事実を知らないか、あるい

は何か裏からやられて言っているようなことがあって、そういうことがかなり蔓延しているこ

とが非常に心配です。船越先生が今日おっしゃったことは基本的に非常に大事なことで、他の

方からも、日本の沿岸漁業あるいは沖合漁業が確実に魚を獲っているのに、外から入ってきた

ものに潰されようとしているという警告がかなり出ているので、その点を－つご留意いただき

たいと思います。

それからもう一つ、中国の実際の漁獲量ですが、私たちの見るところでは1隻もなかったマ
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グロ船隊が一夜にして100隻のマグロ船隊を作ってしまったのです。これは台湾のマグロ船隊

が違反して便宜地籍船という形でやっていたものに圧力がかかったため、一夜にして中国に移

籍されて100隻のマグロ船隊となり、それをいろいろなことをやってくる日本人が支援してさ

らに進めているわけです。そういう点も一つ見ていただきたいと思います。

●司会（川西）ありがとうございます。

●工藤（シップ.アンド・オーシヤン財団）シップ.アンド・オーシヤン財団の工藤と申し

ます。船越先生にお聞きします。ＴＡＣ（TolalAllowableCatch）という概念があって、これが

これからの世界的な秩序ある水産といいますか漁業ということになると思います。これは今、

内外でどのように動いているのか、簡単に教えていただければありがたいと思います。

●船越いわゆるTAC、日本では「タック」といっておりますが漁獲管理制度です。これは１９９７

年から日本で導入されています。これは１９９６年の国連海洋法条約の日本における発効に伴っ

て、翌年からＴＡＣ７魚種ということでマイワシ、マアジ、スルメイカ、サバ、スケトウダラ、

サンマ、ズワイガニ、これらがその後TACで毎年設定され、業界では国の指示どおりの漁獲量

を獲って、かつ余剰分をロシア、韓国、中国へと割り当てています。ＴＡＣの動きというのは、

国際的には国連海洋法条約を批准した国であればほぼ実施しているというように私は理解し

ています。

いくつか問題点があって研究者がいわゆるＡＢＣ（AlIowableBiologicalCatch）といって、

本当に科学的･生物的にその魚の再生産を維持するために漁獲できる量をいいますが､このＡＢＣ

と実際に国が指示するＴＡＣの量は､ＴＡＣ制度が始まった当時は３～４倍ぐらい乖離していたとい

われていて、外国から「非科学的だ」という批判を受けていたと聞いています。最近はＡＢＣと

TACがほぼ同量になってきたということで、研究者の研究結果が行政レベルに反映できている

ということです。そういう意味では本来の姿に来ているのかなという感じはします。

ただ、ＴＡＣという制度が水産資源の持続的利用にとって有効かどうかという点についてはは

なはだ疑問で、私はクエスチョンが付くと思います.というのは、ＥＵ側もかなり前から「共通

漁業政策」ということでＴＡＣ制度を導入していましたが成功しなかったのです。ＴＡＣ制度をや

らなければいけないのは、要するに国連海洋法条約で２００海里にある資源については沿岸国が

保存・管理する義務を負ったわけですから、そこで余剰分があれば外国に獲らせなければいけ

ないということで、７魚種は決まっていますが、国際政治の中でＴＡＣ制度が持ち上がってきて

いるというふうに私は理解しています。ですから持続的生産に本当に必要かといわれるとそれ

ほど効いていないのではないかと、また今後ともそれほど魚種は増えないのではないかなとい

う評価を私はしています。
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●司会（川西）ありがとうございます。

●原田元日本大学の原田でございます。山崎先生に伺いたいと思います。コバルト・リッチ・

クラストの見つかっている富士山のような格好をしているところは、水深2,000ｍぐらいでし

ょうか。あるいはこういう大陸棚のエッジになっている部分で採るというのも、やはり２，０００

～2,500ｍと伺っていますが、それを計画的にどうやって採るかという前提条件はほぼ確立し

ていて先ほどのＩＲＲですか、どれぐらい儲かるかという予定を立てるときの仮定条件はいかが

なものかと思ってお伺いしたいと思います。

●山崎5,000ｍぐらいの海底から富士山がそびえているとご理解いただいたらいいと思いま

す。トップのあたりの水深が千数百ｍで、その千数百ｍから2,500ｍまでの富士山でいえば秋

口や春先に雪が６，７合目ぐらいまで被っているその雪の部分ぐらいが、コバルト分が多いと

いわれているコバルト・リッチ・クラストの可能性があるゾーンということです。

実際、ではどのように採っていったらいいかということについては、まだ何もわかっていな

いというのが実態です。公の海の上でマンガン団塊と同じように国際海底機構が管理する形で、

希望する国には鉱区や排他的にそこを開発する権利を与えようというスキームを、国際海底機

柵で話し合っています。公海上に口本がそういう場所を取るという可能性も、そのスキームに

従えばあり得ます。それからもう一つは、大陸棚の延長の可能性がある部分は、実はそういう

場所も一部含んでいます。そういう国際的なスキームで鉱区としてもらう場所とは別に、日本

が確保できる場所も出てくる可能性はあります。

ただ、情報不足というのが実情で、公海上のどこに鉱区を取るかということも今のところは

それほどたっぷりな情報があるわけではないので､手持ちの情報の範囲で「ここがよさそうだ」

と思うところを選ばざるを得ません。よく調べてみると、大したものはなかったという場所も

入ってしまうかもしれないというのが現状だと思います。

●原田私の少ない経験の中では、例えば沖ノ鳥島などは500ｍ離れてしまうと水深が急に深

くなってアンカーがかりができません。もちろん石油掘削のときのようなスラスターで船の位

置決めはきちんとできるのかもしれませんが、沖ノ鳥島の工事の時には夜になると船はフリー

にして流されるままにして、朝になったらビーコンで探して「島はどこだ」といって島にまた

戻ったわけです。こういうコバルト・リッチ・クラストのようなものがある場所は海の中では

点のような状態だろうと思います。そこの上に船をきちんと固定して計画的にコバルトを取り

込んでいくという技術は、マンガン団塊採鉱の研究ではずいぶんなさっていたと思いますが同

じようなシステムで考えているのでしょうか。

●山崎システム構成としては同じです。ただ、いちばん難しいところは、マンガン団塊の場
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合には海底は比較的フラットな堆積物の場所です。ところがコバルト・リッチ・クラストの場

合には、もともとそこが斜面部だったりするのである程度の傾斜を持っています。なおかつ、

写真では少し高低差があって微地形変化があるといいましたが、それそのものも変化していま

すし、表面にでこぼこがある。残念なことに厚さは’０ｃｍぐらいしかないのです。本当に薄皮

をでこぼこの面から剥ぐというようなことが必要になるので、技術的にもかなり難しいだろう

というのが正直なところです。

●原田ありがとうございました。

●司会（川西）時間がまいりました。今、ご討論いただきましたことを含めて、今日の講演

内容を記したテキストを２カ月以内ぐらいに送らせていただきます。

今日ご講演いただきました３人の先生方、それからご討論いただきました方々に、拍手をも

ってお礼としたいと思います。
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会 挨拶閉

日本海洋工学会

副会長山崎哲生

それでは立場を変えまして、日本海洋工学会を代表しまして私自身が今日感じたこと、それ

から日本海洋工学会のＰＲも兼ねて閉会の挨拶を述べさせていただきたいと思います。

今日のトピックは「排他的経済水域及び大陸棚の調査・開発・保全」をテーマに開催させて

いただきました。今まで開催してきたパネルの中では今日の参加者が一番多くて、有料で１４６

名の方に参加していただいています。このテーマが昨年来非常に話題になっているものである

ということで、これだけの参加をいただいたのだと思います。ただ、今日の講演者のお話をお

聞きして気がついたことは、トピックとして我々が認識したのは昨年ぐらいの話ですが、全て

の背景は我々の知らないところでかなり前からずっと取り組まれていたということ。それが日

に触れるようになったのがごく最近だったという気がしました。逆にいえば、そういうことに

ずっと取り組んでこられた方がいらっしゃるから、今そういうことが緊急課題として上がった

時にも、ではこうしていこうではないかという方向性が打ち出せているのではないかと思いま

す。その意味では、そういう認識が今日できたということがまずよかったなと思います。

それから今日受付で配られた参加者名簿は、その段階では参加者100名ぐらいのお名前しか

載っていないのですが、私自身名簿を見て知らないお名前がたくさん並んでいるので、初めて

の参加者の方も非常に多いのかなというふうに思っております。

日本海洋工学会は、お手元の青色のパンフレットと黄色のパンフレットに学協会の名前が連

なっていますが、八つの学協会の連合体です。今日のようにそれぞれの学協会にまたがるよう

な課題を年に２回取りあげて、こういう形で海洋工学パネルを開催しています。日本海洋工学

会の正式メンバーはこの八つの学協会だけですが、青と黄色のパンフレットに書いてあります

ように、個人の賛助会員、ならびに法人の賛助会員を募集しています。海洋工学パネルに毎回

のように参加される方にとっては賛助会員のほうがお安くなっています。常連の方、それから

初めての方もできればそちらを選んでいただくと、我々としてもお馴染みさんがいて、ある程

度決まった収入が保証されて安心してパネルを開くことができますので、ご協力いただければ

と存じます。

正直に申しあげますと、毎回パネルのテーマを考えるときにはかなり苦労します。ある程度

のトピック性がないと参加者は集まりません。しかし、本当にそのときに大事な問題というも

のをやはりじっくり取りあげたいわけです。そのためかなりのメンバーが知恵を絞ってパネル

を作り出しています。このように１４６名の参加をいただくと励みになるのも事実なので、これ

を機会に次回もぜひご参加いただきたいと思います。

次回についてご案内します。７月頃に水産関係をメインにしたものを現在企画中です。先ほ
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どお話がありましたテキストが皆さんのお手元に届いて、そのあとにまた次回のご案内が行く

と思います。また引き続きご参加のほどよろしくお願いしたいと思います。

最後にこのあとの懇親会のご案内をさせていただきます。今日は幸いなことに講師のほとん

どの方が懇親会にご出席いただけますので、時間の足りなかった分はまた懇親会で議論を深め

ていただきたいと思います。今日は朝から長時間ご参加いただきましてどうもありがとうござ

いました。以上でご挨拶に代えさせていただきます。
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